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はじめに 

 電波は、有限希少な国民共有の財産であり、有効に活用されることが重要である

ことから、これまでも電波法に基づき、電波の適切な利用を確保するために必要とな

る電波の監理・監督が行われてきた。 

無線通信への需要が拡大し、電波が様々な社会的課題の解決や新たなイノベー

ションの加速において重要な役割を担っていくことが期待されていることから、進展す

る無線技術を活用しつつ、有限希少な電波を最適な形で有効利用できるよう、電波に

関する制度の適時・適切な見直しが必要である。 

電波政策 2020 懇談会では、こうした電波に関する制度に関して、制度ワーキング

グループを設置し、IoT（Internet of Things）時代に相応しい電波利用料制度や電波の

監理・監督に関する制度の在り方について、より専門的な観点から検討を行ってき

た。 

具体的には、制度ワーキンググループでは、平成 28 年 2 月から 12 回の会合を開

催し、その間、電波政策 2020 懇談会として実施した意見募集において、制度に関す

る検討項目に対し 406 件の意見提出があったほか、携帯電話事業者、放送事業者、

地方自治体等の主要免許人・意見提出者の 17者からヒアリングを実施するとともに、

3 名の構成員からプレゼンテーションがあったところである。これらを通じて、電波利

用に関わる様々な者・団体からの意見聴取に努め、幅広い視点から議論を行ってき

たところである。 

本報告書は、これらの議論の結果を最終的にとりまとめたものである。 

なお、電波利用料制度は 3 年毎の見直しを原則としているが、今後の電波利用の

進展や無線通信分野の技術革新等をにらみながら、また、本報告書を踏まえて見直

しを行った制度に対する、社会への貢献という観点での評価や、民間の予見可能性

に配慮した投資効果の検証等も実施することにより、3 年毎という原則にとらわれるこ

となく、適切なタイミングにおいて、電波利用料制度をはじめとする電波に関する制度

を柔軟に見直していくことが必要である。 
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１．電波利用料の見直しに関する基本方針 

（１）電波利用料制度の概要 

① 電波利用料制度の概要 

電波行政は、無線局の免許、無線設備の技術基準適合確認等によって電波の規

律・監督を行い、もって電波の公平且つ能率的な利用を確保するものであるが、混信

や妨害の発生可能性や資源としての有限性等電波固有の性格から、免許人または

登録人（以下「免許人等」という）による安定的な電波利用の確保や、急増する電波

利用ニーズへの対応のために、電波の監視、無線局データベースの管理、電波資源

拡大のための研究開発、無線通信の技術基準策定のための試験事務、電波利用可

能エリアの整備支援等の継続的な行政事務が必要となっている。 

これらの行政事務は、混信や妨害の排除、免許事務の効率化、周波数ひっ迫対策、

周波数利用機会の拡大等に資するものであり、免許人等がその効果を享受するもの

である。また、電波利用については、電波資源の有限性から免許人等の電波利用が

他の者の電波利用の機会を排除する特殊性があり、免許人等の安定的な電波利用

の確保等のために行われるこれらの行政事務に要する費用については、費用負担

の公平性の観点から、電波利用料として免許人等が負担することとされている。（図

表 1を参照） 

また、電波利用料の法的性格は、電波の適正な利用の確保に関し総務大臣が無

線局全体の受益を直接の目的として行う事務（電波利用共益事務）の処理に要する

費用を、当該事務の受益者である免許人等全体で負担する特殊な負担金である。ま

た、電波利用料は、役務の提供に要する行政コストを徴収するものであるという点に

おいて、いわば広義の手数料というべきものである。役務の提供が、特定の免許人

等を対象とせず、免許人等全体のために行われるものである点において、特定人に

対して提供される役務の反対給付として徴収される一般の手数料とは性格を異にす

る。 

また、電波利用共益事務の内容（電波利用料の使途）は、電波の適正な利用の確

保に関し総務大臣が無線局全体の受益を直接の目的として行う事務として、電波法

（以下「法」という。）第 103条の 2第 4項に限定列挙されている。 

なお、受益者負担金の趣旨にかんがみ、電波利用料収入の使途の特定（特定財

源化）及びこれを担保する過年度調整条項が、法第 103 条の 3 第 1 項および第 2項

にそれぞれ規定されている。 
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また、免許人等が納付する電波利用料の年額は、法第 103 条の 2 第 1 項から第

16 項（第 4 項を除く）および別表第 6 から第 8 に規定されている。料額は 3 年を 1 期

間として、その期間に必要と見込まれる電波利用共益費用を、同期間中に見込まれ

る無線局で公平に負担するものとして算出されたものである。 

電波利用料の納付方法は、法第 103条の 2第 17項から第 45項に規定されている。

具体的な納付方法として、金融機関の窓口での納付、金融機関の口座振替、電子納

付、コンビニエンスストアへの納付委託制度等が設けられている。 

また、電波利用共益事務の必要性や妥当性について免許人等に説明し、理解を

得ることを目的に、電波利用共益事務の実施状況に関する資料を公表することが法

第 103条の 3第 3項に規定されている。 

また、電波利用料制度は、法附則第 14項に基づき、少なくとも 3年毎に、当該制度

の施行状況について電波利用料の適正性の確保の観点から検討を行い、見直すこ

とが定められている。 

 

図表１ 電波利用料制度の概要 
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標準電波の発射 5.1 4.3 4.3 

防災 ICT整備事業 33.6 34.7 11.9 

携帯電話等エリア整備事業 15.0 12.3 12.6 

電波遮へい対策事業 19.5 20.0 30.1 

地上デジタル放送への円滑な移行のための

環境整備・支援 
298.0 300.6 284.3 

民放ラジオ難聴解消支援事業 11.8 14.5 10.1 

電波の安全性や適正利用に関するリテラシ

ーの向上 
2.1 1.6 1.2 

電波利用料制度に係る企画・立案 39.1 38.3 39.7 

 

また、平成 28年度の歳入予算及び歳出予算の内訳を円グラフにすると、図表 3の

ようになる。 

 

図表 3 平成 28年度の電波利用料予算の歳入及び歳出の内訳 
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歳入予算の内訳として、負担額の大きい順に、携帯電話事業者が 450.8 億円

（62.9％）、BWA事業者が 132.0億円（18.4％）、放送事業者が 61.6億円（8.6％）となっ

ている。一方、歳出予算の内訳として、予算額の大きい順に、地上デジタル放送総合

対策が284.3億円（43.2%）、研究開発等が 119.2億円（18.1%）、総合無線局監理システ

ムが 75.8 億円（11.5％）、電波監視が 63.0 億円（9.6％）となっている。なお、平成 13

年度から歳出予算の大部分を占めていた地上デジタル放送総合対策が今期をもって

ほぼ終了することとなっており、今期から次期にかけて、歳出予算の構成が大きく変

わる可能性が高くなっている。 

また、平成 26年度決算においては、歳入決算が 678.9億円、歳出決算が 664.4億

円となっている。なお、歳出決算 664.4 億円の内訳である平成 26 年度における電波

利用共益事務の実施状況については、平成 28年 1月に総務省が「平成 26年度電波

利用料の事務の実施状況」をホームページにおいて公表している1。 

 

（イ）今期の電波利用料の料額 

今期における電波利用料の料額は、法別表第 6等に定められている。その概要は

図表 4のとおり、9つの免許区分の中で、無線局が使用する周波数帯、周波数幅、空

中線電力、地域により、小区分が設定され、料額が定められている。また、広域専用

電波を使用する無線局については、無線局単位と周波数幅単位とで料額が定められ

ている。 

具体的に、代表的な無線システムである携帯電話と地上デジタルテレビを例として

示す（図表 5）。携帯電話については、無線局単位では携帯端末（包括免許局）1 局あ

たり 200円が、使用する周波数幅単位では 1MHzあたり約 6,217万円が徴収される。

地上デジタルテレビについては、東京キー局の放送局であれば、1 局で約 4 億 1,962

万円が徴収される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
1 電波利用ホームページ＞電波利用に関する制度＞電波利用料の事務の実施状況

http://www.tele.soumu.go.jp/j/sys/fees/enforcement/index.htm 
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図表 4 電波利用料額（平成 26～28年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 5 代表的な無線システムに係る電波利用料額（年額） 
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（ウ）今期の電波利用料の徴収の実施状況 

携帯電話等の広域専用電波を使用する無線局の無線局単位の電波利用料につ

いて、今期から周波数幅に応じた上限額を設定した（上限は 1MHzあたり 200円×80

万局=1.6億円）。平成 27年 10月時点で、携帯電話事業者等 5者（NTTドコモ、KDDI、

沖縄セルラー電話、ソフトバンク、Wireless City Planning）が既に上限額に達してい

る。 

また、広域専用電波を使用する無線局の周波数幅単位の電波利用料について年

4期に分けて納付することを可能とした延納制度が今期から導入されたが、平成 27

年度は 6者が同制度を利用している。 

 

 

③ 平成 29～31年度に向けた電波利用料制度の見直しの観点 

前述のとおり、電波利用料制度は少なくとも 3年毎に見直しを検討することが法律

により定められている。そのため、当懇談会では制度ワーキンググループにおいて、

次期（平成 29～31年度の 3 ヶ年）へ向けた電波利用料の見直しの基本方針を取りま

とめるために、次の（ア）および（イ）の 2つの観点から集中的な検討を行った。それぞ

れの検討の結果については（２）および（３）に後述する。 

 

（ア）電波利用共益事務の在り方 

5G、4K・8K等の日本が先行するイノベーティブな無線技術の実用化加速や、ひい

ては、それらによる東京オリンピック・パラリンピック競技大会の成功等の社会貢献等

に対する電波利用料による支援が期待される一方で、地上デジタル放送総合対策等

の終了に伴う負担減が見込まれることを踏まえ、次期の電波利用共益事務として取

り組むべき使途や歳出規模の在り方についてどのように考えるか。 

 

（イ）電波利用料額の見直しの在り方 

受益者である無線局免許人が公平に電波利用料を負担するという電波利用料制

度の趣旨を踏まえ、移動通信技術の高度化および IoTの普及等、電波利用形態の進

展に対応し、電波利用料額の見直しはどうあるべきか。 
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④ 諸外国における電波利用料制度の現状 

主要な諸外国の多くにおいて、我が国の電波利用料制度に相当するものとして、

電波監理に係る行政コストや電波の利用の対価を無線局免許人等に対して賦課す

る制度が設けられている。 

日本の電波利用料制度は、電波の適正な利用の確保に関し総務大臣が無線局

全体の受益を直接の目的として行う事務の処理に要する費用を、当該事務の受益者

である免許人等全体で負担するものであり、「費用ベース」と位置づけられる。 

一方、主要な諸外国の多くは、無線局免許人等から徴収する費用は、電波監理当

局による運営、行政サービス、周波数管理等に係る費用を回収、補填するためのも

の（費用ベース）と、周波数の経済的価値に対する対価と位置づけられるもの（経済

的価値）とに大別される。 

電波オークションは、後者の経済的価値に相当するものであるが、最近では、オー

クション対象ではない周波数についても、経済的価値に相当する料額を導入する動

きが、諸外国の中に見受けられる。 

費用ベースと経済的価値の 2 つの観点で、主要な 4 ヶ国の電波関連利用料の制

度と徴収額の現状を整理すると、図表 6のようになる2。 

なお、諸外国においては、一般的に徴収された電波関連利用料の使途のうち、電

波監理等に係る事務については、行政コストを賄うために費用ベースで配分される。

一方で、経済的価値に相当する利用料収入は、国によってはその一部を使途を特定

した基金に繰り入れ、電波関連施策の実施に必要なコストの原資として使用するケー

スがある。 

 

  

                                                   
2 図表 6中の各国の徴収額について、為替レートは各年の年平均で計算。ただし複数年にまたが

る場合は、直近の年のレートで計算。2016年以降については 2016年 1月から 5月までの平均

のレートで計算。徴収額の欄において、「年」については暦年、「年度」については各国の会計年

度。 
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フラ

ンス 

全国周波数庁 

（ANFR） 

電子通信・郵

便規制機関 

（ARCEP） 

周波数管理料 

（費用ベース） 

電波監理業務に係る費用を賄うため、

無線局数、周波数幅等に応じて通信事

業者から徴収 

非公開 

周波数利用料（経済的価値） 

周波数使用料 

電波の使用料として、周波数幅等を考

慮して通信事業者から徴収 

240百万ユーロ 

（324億円） 

2015年 

オークション 

携帯電話用周波数オー ク シ ョ ン

（700MHz）の落札金 

2,799百万ユーロ 

（3,776億円） 

2015年 

携帯電話用 

周波数利用料 

携帯電話用周波数の使用料として、毎

年、売上高の 1%等を携帯電話事業者か

ら徴収 

 

韓国 
放送通信委員

会（KCC） 

電波使用料 

（費用ベース） 

電波監理、電波関連分野の振興に係る

費用を賄うため、局種等に応じて、無線

局免許人から徴収 

2880億ウォン 

（219億円） 

2010年 

周波数割当料（経済的価値） 

オークション 

周波数オークション（1.8/2.6GHz）の落札

金 

24,289億ウォン 

（2,157億円） 

2013年 

周波数割当 

代価 

売上高等を勘案して基幹通信事業者か

ら徴収 

56,156億ウォン 

（4,987億円） 

2001～2013年 
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（２）電波利用共益事務の在り方 

電波は、スマートフォンの急速な普及により極めて多数の利用者に多様なサービ

スを提供したり、災害時の重要な通信の確保や情報提供の手段として活用されたり

するなど、国民生活において欠くことのできない、公共性の高い社会インフラとなって

いる。また、様々な分野において電波が利用されることにより、社会的課題を解決し、

新たなイノベーションを加速する上で重要な役割を担うものとなっている。 

電波利用共益事務の在り方を検討するにあたっては、電波利用料が、電波の適

正な利用の確保に関し、無線局全体の受益を直接の目的として行う事務の処理に要

する費用を、その受益者である無線局免許人が公平に負担するものであるという現

行制度の趣旨を踏まえつつ、電波の果たす役割がより重要になり、かつ、電波がより

生活に身近な存在になってきたことを考慮することが必要である。 

具体的には、次期における電波利用共益事務の範囲や電波利用料の使途につい

ては、次のような電波利用の課題や社会的課題に応えることにも留意しつつ検討を

行った。 

 第 5世代移動通信システム（5G）、超高精細度テレビジョン放送（4K・8K）等のイノ

ベーティブな技術の実用化加速や IoT の飛躍的拡大による新領域における電波

ニーズの爆発的な拡大 

 電波の混信や妨害の防止や電波利用環境の確保による東京オリンピック・パラリ

ンピック競技大会等の国民的事業の成功への貢献 

 サービスワーキンググループで検討されている安心・安全ワイヤレス分野の振興

や海外展開、及び、5G や高度道路交通システム（ITS）の推進 

 

 

① 次期における電波利用共益事務の範囲 

電波利用共益事務の範囲については、平成 5 年度の制度導入以降、「電波の適

正な利用を確保する上で不可欠なもの」、「無線局全体の受益を直接の目的とするも

の」等の要件に明確に合致することを前提としている。さらには、電波の公平かつ能

率的な利用を確保することによって、公共の福祉を増進するという電波法の目的に合

致するものとして、その時々の電波利用の状況等を踏まえながら適切な事務を実施

してきている。 

電波利用共益事務は、個別に電波法に全て規定（限定列挙）することで実施して

いる。現行の規定は図表 7のとおりである。 
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図表 7 現行の電波利用共益事務 
＜電波法第百三条の二第四項＞  

４ この条及び次条において「電波利用料」とは、次に掲げる電波の適正な利用の確保に関し総務大臣が無線局全体の受益を直接

の目的として行う事務の処理に要する費用（同条において「電波利用共益費用」という。）の財源に充てるために免許人等、第

十二項の特定免許等不要局を開設した者又は第十三項の表示者が納付すべき金銭をいう。  

一 電波の監視及び規正並びに不法に開設された無線局の探査  

二 総合無線局管理ファイル（全無線局について第六条第一項及び第二項、第二十七条の三、第二十七条の十八第二項及び第三

項並びに第二十七条の二十九第二項及び第三項の書類及び申請書並びに免許状等に記載しなければならない事項その他の無

線局の免許等に関する事項を電子情報処理組織によつて記録するファイルをいう。）の作成及び管理 

三 周波数を効率的に利用する技術、周波数の共同利用を促進する技術又は高い周波数への移行を促進する技術としておおむね

五年以内に開発すべき技術に関する無線設備の技術基準の策定に向けた研究開発並びに既に開発されている周波数を効率的

に利用する技術、周波数の共同利用を促進する技術又は高い周波数への移行を促進する技術を用いた無線設備について無線設

備の技術基準を策定するために行う国際機関及び外国の行政機関その他の外国の関係機関との連絡調整並びに試験及びその

結果の分析 

四 電波の人体等への影響に関する調査 

五 標準電波の発射 

六 特定周波数変更対策業務（第七十一条の三第九項の規定による指定周波数変更対策機関に対する交付金の交付を含む。） 

七 特定周波数終了対策業務（第七十一条の三の二第十一項において準用する第七十一条の三第九項の規定による登録周波数終

了対策機関に対する交付金の交付を含む。第十二項及び第十三項において同じ。） 

八 現に設置されている人命又は財産の保護の用に供する無線設備による無線通信について、当該無線設備が用いる技術の内容、

当該無線設備が使用する周波数の電波の利用状況、当該無線通信の利用に対する需要の動向その他の事情を勘案して電波の能

率的な利用に資する技術を用いた無線設備により行われるようにするため必要があると認められる場合における当該技術を

用いた人命又は財産の保護の用に供する無線設備（当該無線設備と一体として設置される総務省令で定める附属設備並びに当

該無線設備及び当該附属設備を設置するために必要な工作物を含む。）の整備のための補助金の交付 

九 前号に掲げるもののほか、電波の能率的な利用に資する技術を用いて行われる無線通信を利用することが困難な地域におい

て必要最小の空中線電力による当該無線通信の利用を可能とするために行われる次に掲げる設備（当該設備と一体として設置

される総務省令で定める附属設備並びに当該設備及び当該附属設備を設置するために必要な工作物を含む。）の整備のための

補助金の交付その他の必要な援助 

イ 当該無線通信の業務の用に供する無線局の無線設備及び当該無線局の開設に必要な伝送路設備 

ロ 当該無線通信の受信を可能とする伝送路設備 

十 前二号に掲げるもののほか、電波の能率的な利用に資する技術を用いて行われる無線通信を利用することが困難なトンネル

その他の環境において当該無線通信の利用を可能とするために行われる設備の整備のための補助金の交付 

十一 電波の能率的な利用を確保し、又は電波の人体等への悪影響を防止するために行う周波数の使用又は人体等の防護に関す

るリテラシーの向上のための活動に対する必要な援助 

十一の二 テレビジョン放送（人工衛星局により行われるものを除く。以下この号において同じ。）を受信することのできる受

信設備を設置している者（デジタル信号によるテレビジョン放送のうち、静止し、又は移動する事物の瞬間的影像及びこれに

伴う音声その他の音響を送る放送（以下この号において「地上デジタル放送」という。）を受信することのできる受信設備を

設置している者を除く。）のうち、経済的困難その他の事由により地上デジタル放送の受信が困難な者に対して地上デジタル

放送の受信に必要な設備の整備のために行う補助金の交付その他の援助 

十一の三 地上基幹放送（音声その他の音響のみを送信するものに限る。）を直接受信することが困難な地域において必要最小

の空中線電力による当該地上基幹放送の受信を可能とするために行われる中継局その他の設備（当該設備と一体として設置さ

れる総務省令で定める附属設備並びに当該設備及び当該附属設備を設置するために必要な工作物を含む。）の整備のための補

助金の交付 

十二 電波利用料に係る制度の企画又は立案その他前各号に掲げる事務に附帯する事務 

 

制度ワーキンググループにおける検討では、次期における電波利用共益事務の

範囲について、 

 数年前と異なり、電波を利用したサービスが社会インフラとなっており、我々の日

常生活が電波の普及や高度利用なくしては成り立たなくなってきていることから、
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無線局全体の受益と国民全体の受益が近づいてきており、今後は、電波利活用

の高度化等の電波利用における課題への対応だけでなく、地域活性化、社会支

援（介護・医療等）、東京オリンピック・パラリンピック競技大会支援等の社会的課

題に対する電波利用による対応にも、電波利用料を積極的に投入すべきではな

いか。 

といった積極的な考え方が示される一方で、 

 電波利用料の使途は、本来民間が解決すべきところだが、国が支援しなければ

課題解決が進まないという部分に限定すべきではないか。 

 4K・8K の実現、Wi-Fi の整備等、本来、電波政策として実施すべき施策群の中か

ら、東京オリンピック・パラリンピック競技大会の成功、医療、福祉対策といった社

会的課題の解決に有用であることを評価軸として絞り込むことにより、電波利用

料の使途を選定すべきではないか。 

 地方創生等一般的な施策に電波利用料を使うのは一線を越えるのではないか。 

といった慎重な考え方も示された。 

そのような考え方を踏まえて、次期の電波利用共益事務の範囲を次のとおり整理

するのが適当であるとの結論に達した（次期の電波利用共益事務の範囲のイメージ

は図表 8を参照）。 

 

平成 29～31 年度の電波利用共益事務の範囲は、電波利用共益事務としての

妥当性の観点から、 

 電波の適正な利用を確保する上で不可欠なもの 

 無線局全体の受益を直接の目的とするもの 

 民間や自治体だけでは進められず国による支援が必要なもの 

という要件のいずれにも明確に合致することを前提とする。 

その上で、電波の公平かつ能率的な利用を推進することを目的としつつ、一方

で、今日において電波が社会インフラとして国民生活に不可欠となっていることを

踏まえ、電波の利用を通じて、社会への貢献や社会的課題の解決にも有用な施

策を、電波利用共益事務として積極的に採り上げていくこととする。 

ただし、電波と直接関係のない一般的な施策は、無線局全体の受益を直接の

目的としないものであることから、引き続き、電波利用共益事務の範囲外とする。 
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図表 8 次期の電波利用共益事務の範囲 
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（ア）電波監視の実施 

現行の電波利用料の使途として、免許を受けた無線局の適正運用の確保や、免

許を受けていない不法無線局の運用の防止等のために、電波監視を実施している。

これにより、消防無線、航空・海上無線、携帯電話等の重要無線通信に対する混信、

妨害等の迅速な排除が図られ、良好な電波利用環境が維持されている。 

それにより、平成 26 年度には、混信や妨害として申告された 2,766 件（うち航空・

海上無線、消防無線、携帯電話等の重要無線通信に係るものは 771 件）の事案に対

し、全件について適確な措置がなされている。 

近年、携帯電話等の移動通信システムの高速化、大容量化に伴い、より高い周波

数が利用されるようになりつつある。全国の主要都市の鉄塔やビルの屋上等に設定

している遠隔方位測定設備センサについて、現在、3.6GHz まで対応可能なセンサに

順次更改しているが、高周波数帯の無線局は低出力なものが多く、電波伝搬上の直

進性が強いことから、電波伝搬距離が短く、遠隔方位測定設備センサのみでは十分

な電波監視が行えない場合がある。そのため、当該電波の発射中に確実に電波が

受信できるよう、小型センサをより密度高く配置するような電波監視手法が必要にな

る。 

また、車両や人による地上からの電波監視では、マルチパスの影響や回折による

減衰等のために制約があるため、小型無人機（ドローン）にアンテナや受信機等を搭

載し、上空から電波監視を行うことにより、見通し内での電波の受信を可能とし、干渉

事案に対する即応性、機動性を向上する手法が効果的と考えられる。 

また、電子機器から発射又は漏えいする電波による無線局への障害が発生してお

り、複雑化、多様化する妨害事例への対応も必要となっている。 

さらに、2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会やラグビーワールドカップ

2019 において、審判用インカム等の大会運営用の無線のほか、ワイヤレスカメラ等

の放送中継機器など多種多様な無線通信が多数使用される予定であり、混信や妨

害が発生した場合、大会運営に支障が出ないよう、迅速な妨害源の排除を行い、無

線通信の円滑な利用環境の確保に備えた取組が必要となる。 

また、宇宙電波監視施設や短波監視設備の共同運用や、フラットアンテナ搭載の

電波監視車両、電波発射源可視化装置などの我が国独自の電波監視技術に対する

諸外国の関心が高まっている。特に、我が国から近い東南アジア諸国においては、

日本を含むアジア周辺での衛星通信、短波通信等への電波干渉に対応するため、我

が国の電波監視技術を利用して、国際的な電波監視体制を構築するのが有効であ 
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る。 

従って、高周波数帯を使用する新たな無線機器による混信や妨害への対応、オリ

ンピック・パラリンピック競技会場周辺等における混信や妨害の排除等のために、新

たな電波監視システムによる電波監視体制の充実、強化に取り組むとともに、我が国

の電波監視技術を活用した国際連携の充実、強化を進めていくことが適当である。

（図表 13を参照） 

なお、実施にあたっては、次の点に留意することが必要である。 

 既存業務の効率化を行った上で、拡充部分については精査の上で実施するこ

と。 

 拡充部分の高周波数帯を使用する新たな無線機器による混信や妨害への対応、

東京オリンピック・パラリンピック競技会場周辺等における混信や妨害の排除等、

および、我が国の電波監視技術を活用した国際連携の充実・強化の 3 施策が一

体として連動して機能するような運用とすること。 

 

図表 13 電波監視の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）総合無線局監理システムの構築・運用 

現行の電波利用料の使途として、無線局データベースの作成・管理業務の効率化、

電波の利用者への行政サービスの向上、電波行政施策の企画立案を目的に、総合

無線局監理システムを構築、運用している。（図表 14を参照） 

近年、ワイヤレスビジネス市場拡大にともなう無線システム需要の急増に対し、総

合無線局管理ファイルに格納するデータ量も増加の傾向にあり、平成 26 年度末にお
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いて無線局データ総数で約 1億 7,800万局分、平成 26年度における免許申請・処理

件数で約 66 万件となっている。そのように急増する無線局データに対して、データ処

理の迅速化や、無線局免許事務の効率化が急務となっている。 

また、外部と接続する情報システムに対するセキュリティリスクは年々増加傾向に

あり、行政機関のホームページや行政職員のメールアドレスを標的にしたセキュリテ

ィアタックやインシデントへの対応が必要となっている。総合無線局監理システムにつ

いても、電子申請機能を有しており、外部の利用者から総合無線局管理ファイルの一

部機能へのアクセスが可能となっているため、情報セキュリティ対策を講じている。 

また、総合無線局監理システムについては、政府情報システムとして、運用経費を

平成33年度までに平成 26年度比30%の削減を求められている。そのため、サーバー、

データベース等全体のスリム化を行うことが必要となっている。 

また、２．（２）⑥（ア）に後述するとおり、フェイクデータが無線設備の技術基準適合

性評価等の基準認証制度の大きな脅威になることも想定されることから、技術基準

適合証明等に係るデータベースを構築し、フェイクデータの発見・抑止を図るとともに、

国際的な調和がとれた制度を整備することで我が国の基準認証制度の信頼性の維

持・確保に努めるべきである。 

従って、次期においては、総合無線局監理システムについて、データ処理の迅速

化、免許事務の効率化のために、申請様式の見直し、入力支援機能や審査支援機

能の高度化等により、国民視点での利便性向上を図るとともに、情報セキュリティ機

能が高く、かつ、経費効率の高い長期安定運用が可能な次期基盤への更改を進める

ことが適当である。さらに、総合無線局監理システムに基準認証データベース(仮称)

を構築し、技術基準適合証明等に係る情報を登録することを可能とし、必要な内容を

公開することが適当である。 

なお、実施にあたっては、次の点に留意することが必要である。 

 総合無線局監理システムが管理する無線局データや周波数使用状況の他、電

波利用に関する各種情報については、既に電波利用ホームページにて提供して

いるが、一般国民にとってより使い易く、かつ、より有益な情報を提供すること。 

 データ処理の迅速化や、無線局免許事務の効率化が必要であり、拡充部分につ

いては精査の上で実施すること。 

 運用経費の削減に取り組むものとし、具体的には平成 33 年度までに平成 26 年

度比 30%の削減を目指すこと。 
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行うことにより、稠密な基地局開設を円滑に進めることを可能とすることが必要であり、

そのために必要となる効率的かつ実用的な共用可能性の確認・調整システムを電波

利用料で構築することが適当である。（図表 15を参照） 

なお、実施にあたっては、次の点に留意することが必要である。 

 周波数共用による効果を高めるため、効率的な確認・調整システムの構築に向

けた検討を行うこと。 

 中長期的にはデータベースシステム等に基づく運用調整の仕組みの導入も視野

にいれること。 

 

図表 15 周波数有効利用のための共用可能性の確認・調整システムの構築 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（エ）国際条約に基づく周波数変更命令に係る補償措置 

２．（２）①（ア）に後述するとおり、国際条約に基づき国際 VHF 帯にデジタルデータ

通信を導入するために既設無線局の周波数を移行させる必要がある。総務大臣は

法第 71 条第 1 項に基づく無線局の周波数変更命令を行うことができるが、その場合、

総務大臣は同条第 2 項に基づき当該無線局の免許人に対し損失補償を行う義務が

生じる。 

このような国際条約に基づく周波数変更命令に係る補償措置について、電波利用

料財源により行うことについて検討することが適当である。 

なお、実施にあたっては、次の点に留意することが必要である。 

 補償の範囲については、免許人間の公平性を損なわないよう、限定されたものと

すること。  
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（オ）電波資源拡大のための研究開発、周波数ひっ迫対策のための技術試験事務 

近年の無線局の急激な増加により生じる周波数のひっ迫状況を緩和し、新たな周

波数需要に適確に対応するため、電波の有効な利用を可能とする技術を導入するこ

とが必要となっている。そのため、現行の電波利用料の使途として、 

 周波数を効率的に利用する技術 

 周波数の共同利用を促進する技術 

 高い周波数への移行を促進する技術 

について、研究開発を行うとともに、技術基準の策定に向けた試験及びその結果の

分析（技術試験事務）を行っている。（図表 16を参照） 

 

図表 16 電波資源拡大のための研究開発、 

周波数ひっ迫対策のための技術試験事務 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次期においては、引き続き、次の a)から e)の 5 分野を対象に取り組むとともに、サ

ービスワーキンググループの検討結果を踏まえ、f)の安心・安全ワイヤレス分野につ

いても取組を推進することが適当である。 

a) 移動通信分野： 

5G をはじめとして移動通信システム全体の周波数利用効率の大幅な向上、他

の無線システムとの共同利用、移動通信システムでの利用が困難な高い周波数

帯の活用を図る技術の開発及び試験を実施する。特に、（i）5G の早期実現に向け

た総合実証試験、（ii）ワイヤレス IoT システムを有無線一体で最適化する周波数

有効利用技術の開発や（iii）次世代 ITS の周波数有効利用技術の開発・実証等を
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推進する。 

b) 放送分野： 

4K・8K 放送技術の確立など放送の高度化、放送用周波数の一層の効率利用

を図るための技術の開発及び試験を実施する。特に、（iv）地上 4K・8K放送技術の

早期確立に向けた実環境における実証試験等を推進する。 

c) 衛星通信分野： 

衛星通信の高度化ニーズが高まる一方、衛星用周波数の新規確保が難しい状

況を踏まえ、既割当て周波数帯の一層の効率利用を図るとともに、他システムと

の共同利用を図るための技術の開発及び試験を実施する。特に、（v）Ka 帯を使用

する衛星通信の高度化・周波数有効利用に向けた技術開発を推進する。 

d) ミリ波・テラヘルツ分野： 

ミリ波帯を利用した大容量通信システムや高精度レーダーの開発、100GHz 超

の電波を利用するための基盤技術の開発及び試験を実施する。 

e) 電磁環境・測定分野： 

安心・安全な電磁環境の維持に向けたワイヤレス電力伝送（WPT）システム等

の機器から発せられる漏えい電波の解析・低減技術、近年の測定器や無線設備

の多様化に対応し様々な機器から発射される電波が技術基準に適合していること

を確認するために必要な測定技術の開発及び試験を実施する。 

f) 安心・安全ワイヤレス分野： 

社会インフラにおける電波の果たす役割が益々高まる中、我が国ではワイヤレ

スビジネスにより人々がどこにいても安心・安全なサービスや生活を享受できるよ

うな技術力を確保するための研究開発及び試験を推進する。特に、航空関連ビジ

ネスの安心・安全のための無線システムの高度化に向け、（vi）航空機用通信アン

テナ技術や空港を監視するレーダー技術等の開発等を推進する。 

この他、強化すべき取組として、次の 2点が挙げられる。 

○ 急増する通信需要への対応（周波数確保）： 

東京オリンピック・パラリンピック競技大会等の大規模イベントに伴って開設され

る多数の無線局と既存無線局の周波数共用検討や、公共業務の無線システムと

他の移動無線システムとの周波数の共用や再編を促進するための技術的検討等

を実施する。 

○ 電波利用の多様化に迅速に対応するための仕組み： 

引き続き、競争的資金による公募型の研究開発や地域ニーズに対応した電波

有効利用技術の試験を推進するとともに、電波利用のニーズや利用形態の多様

化の進展に鑑み、異業種を含め様々な知見を活用した研究開発や技術検討を行

う仕組みを検討する。 
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なお、実施にあたっては、次の点に留意することが必要である。 

 電波利用料財源による研究開発投資について、投資効果の検証を行うこと。 

 一般財源の研究開発や他省庁の関連する研究開発との役割分担や重複排除に

よる効率的な実施とすること。 

研究開発及び技術試験の課題のうち、上記の a)から c)及び f)の 4 分野の説明の

中において(i)から(vi)を付記した 6つの課題は、次期において推進すべきものである。

それらの詳細について、以下で述べる。 

 

(i) 5G実現に向けた研究開発・総合実証 

周波数の有効利用に資する第 5世代移動通信システム（5G）の実現に向けて、現

在、次のような超高速、大容量、低遅延等に関する基本技術について、研究開発や

技術試験事務を実施している。 

 高信頼・低遅延ネットワークを実現する端末間通信技術の研究開発 

 移動通信システムにおける三次元稠密セル構成及び階層セル構成技術の研究

開発 

 新たな携帯電話システムの導入に関する技術的条件の検討 

 第 5世代移動通信システム実現に向けた研究開発 

 多数デバイスを収容する携帯電話網に関する高効率通信方式の研究開発 

 第 5世代移動通信システムにおける無線アクセステクノロジの相互接続機能に

関する研究開発 

次期においては、引き続き、それらの基本技術の研究開発に取り組むとともに、産

学官の連携により、ワイヤレス、ネットワーク、アプリを連携させた総合実証試験を、

東京オリンピック・パラリンピック競技大会を意識して、東京及び地方都市で実施する

のが適当である。（図表 17を参照） 

なお、総合実証試験にあたっては、5Gの研究開発の成果を活用するとともに、事

業者やベンダーの 5G要素技術の研究開発を組み合わせた実環境に近い試験環境

を、世界中の企業や大学等が参加できるオープンな環境として構築し、5Gの研究開

発の拡充、実用化に向けた課題の明確化、技術基準の策定、国際的な標準化活動

等を推進することが適当である。 
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図表 17 5G実現に向けた研究開発・総合実証 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ii) IoTの社会展開に向けた電波有効利用技術の研究開発・実証 

今後、IoT、ビッグデータ、人工知能等の技術の発展等により、多様な分野・業種に

おいて IoT機器が爆発的に普及し、2020年には IoT機器は世界で 500億台以上にな

るとの予測もされている。これにより膨大な数の IoT機器が電波を使い、ネットワーク

に接続されることが見込まれており、IoT機器の爆発的な普及に伴い、周波数のひっ

迫や他のシステムとの混信への対応が必要となる。また、サイバー攻撃により十分に

セキュリティを確保できない IoT無線機器が不正使用され、大量の不要な電波を発生

させるといったサイバー攻撃を原因とする周波数のひっ迫への対応が必要となる。

（図表 18を参照） 

IoTシステムは、超多数同時接続、超低遅延といった特性が求められるとともに、

膨大な IoT機器等が電波を使いネットワークに接続され、それらがネットワークを介し

て制御される巨大なシステムとなっており、周波数のひっ迫や他のシステムとの混信

への対応に当たっては、単体の無線システムについての検討のみならず、このような

IoTシステムの特性を踏まえたシステム全体を通じた有無線一体となった周波数有効

利用技術の開発が必須である。 

このため、周波数のひっ迫や混信を回避し、IoT の超多数同時接続、超低遅延化 



30 
 

 

に対応するため、ソフトウェアによる仮想ネットワークを構築し、仮想ネットワーク毎に

最適な電波利用を実現する技術や、ネットワークのエッジ（末端）における周波数等

の超低遅延制御技術、AI・ビッグデータ解析に基づく空間的・時間的に稠密な電波利

用を実現する技術など、IoT 機器とネットワークの有無線一体となった IoT システム全

体を最適に制御することにより周波数を有効利用する技術や、異なる電波利用シス

テム間の混信を排除して周波数の共同利用を促進する技術の研究開発を実施する

ことが必要である。 

さらに、IoT 無線機器に関し、セキュリティ上の脆弱性が原因で発生する大量かつ

不要な電波輻射を抑制する技術や周波数のひっ迫を低減するための軽量暗号・認証

技術等の研究開発も必要である。 

従って、次期においては、これらの研究開発を実施するとともに、研究開発を推進

するにあたっては、オープンなテストベッド環境を構築し、産学官の連携により実証を

行いつつ進めることが適当である。 

 

図表 18  IoTの社会展開に向けた電波有効利用技術の研究開発・実証 
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(iii) 次世代 ITSの実現に向けた研究開発・総合実証 

高度道路交通システム（ITS）の分野では、「Connected」が世界的なキーワードと

なっており、クルマから収集するデータ（位置情報、走行情報等）を集約・解析し、自

動走行支援、安全運転支援、エージェント等の新しい機能を具備した「クルマづくり」

や、ドライバー特性に応じた保険、ガソリン代等の決済、故障予測等を活用したメンテ

ナンス等の「新たなサービス提供」等へ役立てていくことが重要となっている。 

Connected Carの通信は上り下りともに高い頻度で発生し、また、位置情報等の低

遅延伝送が求められるデータも扱うこととなる。従って、日本で利用されている 8,000

万台近い車が Connected Car化していくにつれ、ワイヤレスネットワークへの負荷は

爆発的に増大していく恐れがある。 

従って、次期においては、次世代 ITSシステム全体を最適に制御し、ワイヤレスネ

ットワークのトラヒック増大に対応すべく、次世代 ITSに関する周波数有効利用技術

の研究開発及び実証実験を実施することが適当である。（図表 19を参照） 

 

図表 19 次世代 ITSの実現に向けた研究開発・総合実証 
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(iv) 4K・8Kテレビジョン放送高度化に向けた研究開発・実証 

平成 27年 7月に総務省の 4K・8Kロードマップに関するフォローアップ会合が公表

した同会合の第二次中間報告では、「地上放送における 4K・8Kの実現には技術やコ

スト等の解決すべき課題は多い。このため、より効率的な伝送を実現すべく、速やか

に総合的な研究開発の取組を進める」とあり、これを受け、超高精細度地上放送が実

現可能となる伝送容量拡大技術等の確立を目指し、平成 28年度から 3 ヶ年計画で、

次の研究開発を実施している。 

 地上テレビジョン放送の高度化技術に関する研究開発 

その他にも超高精細度放送等の放送技術の高度化を目指し、現在、次のような伝

送容量拡大技術等の研究開発を実施している。 

 超高精細衛星・地上放送の周波数有効利用技術の研究開発 

 小型高速移動体からの大容量高精細映像リアルタイム無線伝送技術の研究開

発 

 次世代映像素材伝送の実現に向けた高効率周波数利用技術に関する研究開発 

次期においては、引き続きそれらの必要な技術開発に取り組むとともに、研究開

発の成果を早期に活用し、国内の数拠点で共同実証設備を整備して実環境を用いた

技術実証を行うことが考えられる。（図表 20を参照） 

なお、技術実証により、将来の超高精細度地上放送に必要な技術基準を策定する

とともに、整備した機材を活用することで、東京オリンピック・パラリンピック競技大会

を一つの契機として 4K・8Kによる地上放送中継の実現に貢献することが適当であ

る。 

 

図表 20 4K・8Kテレビジョン放送高度化に向けた研究開発・実証 
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(v) 衛星通信の高度化に向けた研究開発 

近年、航空機によるブロードバンド環境や海洋資源開発のための船舶との大容量

データ通信に加え、災害時の通信手段の確保など、様々な場面への衛星通信の利

活用ニーズが高まりつつある。 

このため、人々の社会経済活動のあらゆる領域において、好きなときに（周波数帯

域、利用地域を柔軟に変更可能）、好きなように（通信容量 100Mbps程度）ブロードバ

ンド通信を可能とするための衛星通信システム等の実現を目標に、現在、次のような

衛星通信技術の研究開発や技術試験事務を実施している。 

 次世代衛星移動通信システムの構築に向けたダイナミック制御技術の研究開発 

 Ka帯を用いた移動体向け海上ブロードバンド衛星通信技術に関する検討 

 ニーズに合わせて通信容量や利用地域を柔軟に変更可能なハイスループット衛

星通信システム技術の研究開発 

次期においては、引き続き、それらの技術の開発に取り組むとともに、Ka 帯以上

の広帯域を活用した超高速衛星通信の技術開発を加速することが適当である。（図

表 21を参照） 

 

図表 21 衛星通信の高度化に向けた研究開発 
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(vi) 安心・安全ワイヤレスビジネスのための無線システムの研究開発 

我が国の安全安心なワイヤレスシステムの強さの源泉は高い技術力にあり、高い

商品開発力を維持するためには研究開発は不可欠である。また、今後ワイヤレスビ

ジネスの国内成長や海外展開に向けて分野横断で包括的な取組を進めるためにも、

新たな研究開発の推進が重要であり、その内容についても応用研究から実用化に向

けた開発、商用化に向けた実証試験までを技術フェーズに応じて使い分けて取り組

む必要がある。現在、安心・安全分野の無線システムについて、次のような研究開発

や技術試験事務を実施している。 

 無人航空機システムの周波数効率利用のための通信ネットワーク技術の研究開

発 

 次世代の航空機着陸誘導システム（GBAS）の導入のための技術的条件に関す

る調査検討 

次期においても、レーダー、リニアセルセンサー、無人航空機、航空宇宙等の安心

安全ワイヤレス分野について、周波数効率の向上や高い周波数の活用を図り、ひい

ては、将来のワイヤレスビジネス市場にイノベーションを創出し得る無線通信技術の

開発を実施することが適当である。（図表 22を参照） 

 

図表 22 安心・安全ワイヤレスビジネスのための無線システムの研究開発 
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（カ）無線技術等の国際標準化のための国際機関等との連絡調整事務 

現行の電波利用料の使途として、我が国の周波数ひっ迫事情に見合う周波数利

用効率の高い無線技術等が国際標準として採用されるよう、当該技術等の国際動向

を踏まえた国際機関等との連絡調整を実施している。また、国際電気通信連合（ITU）3

における標準化活動への我が国の影響力を確保するため、ITU への分担金や拠出

金を電波利用料で措置している。 

次期においては、5G、ITS、無人航空機、WPT 等の国際標準化を推進するため、

国際会合の招致なども視野に入れ、より積極的かつ戦略的に国際標準化活動を行う

ために、連絡調整事務を強化することが適当である。（図表 23を参照） 

 

図表 23 標準化活動が不十分であった場合の問題点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、5G の実現のために必要な移動通信システム用の国際的な周波数の特定等、

ITU における議論において我が国の提案を確実に反映させるためには、開発途上国

を含めた諸外国との連携を図りつつ我が国の影響力を確保することが重要である。さ

らに ITU での議論に向けては、地域的機関であるアジア・太平洋電気通信共同体

（APT）4における構成国との連携及び我が国の影響力の強化が不可欠である。この

ため、現在措置している ITU への分担金及び拠出金については、電気通信開発部門

における無線技術等の国際標準化に寄与する活動分を含めた形で拡充し、APT へ

の分担金及び拠出金については、APT における無線技術等の国際標準化に寄与す

                                                   
3 国際電気通信連合（ITU）： 世界無線通信会議（WRC）を開催し、国際周波数分配や国際調整

手続を規定する無線通信規則（RR）を改訂。研究委員会にて、無線通信にかかる技術基準勧告

等を策定。 
4 アジア・太平洋電気通信共同体（APT）： アジア・太平洋地域内における新たな無線アプリケー

ションの普及促進及び周波数や無線システムの調和に向けた検討を行い、勧告等を策定。ITU

の各種会合に向けた APT域内の意見の調整・取りまとめを実施。 



36 
 

 

る活動分について新たに電波利用料で措置することにより、国際標準化を一層推進

することが適当である。 

なお、実施にあたっては、次の点に留意することが必要である。 

 既存事務の効率化を行った上で、拡充部分については精査の上で実施するこ

と。 

 研究開発や技術試験事務と連携しつつ、戦略的に国際標準化を進めること。 

 

（キ）周波数の国際協調利用促進のための無線通信技術の国際展開 

我が国において開発された周波数利用効率の高い無線技術等について、国際標

準化だけでは十分な効果が得られないケースにおいては、その技術の国際的な優位

性を確保することが重要であることから、そのような技術の国際的な普及展開を通じ、

我が国の技術的プレゼンスの向上、我が国の国際競争力の向上を図ることが必要で

ある。 

そのため、次期においては、我が国で開発された周波数利用効率の高い無線技

術等を国際的に普及展開させるために、例えば、国際機関等との連絡調整、官民ミッ

ションの派遣、人的交流、諸外国の市場動向調査、現地での実証実験等を実施する

ことが適当である。（図表 24を参照） 

なお、海外市場においてはサービスの上流からユーザに届く下流までの一貫した

システムとして納入されており、大手インテグレーターが大きな市場影響力を有してい

ること、また相手国により求められるサービス内容にも差があり、売り込み先の国内

事情にきめ細かく配慮して機能を調整しなければならないことを踏まえ、普及展開を

行う技術を選定するにあたっては、技術単体ではなく、我が国が現に強みを有する又

はポテンシャルを有する安心・安全分野のワイヤレスシステムであるレーダー、リニア

セルセンサーネットワーク、電波監視、WPT、小型無人航空機、航空・宇宙系システ

ム等をパッケージ化して展開することを検討することが有効である。 

なお、実施にあたっては、次の点に留意することが必要である。 

 国際標準を獲得し、それを世界各国で使ってもらうために、技術力だけでなく、例

えば、東南アジアには技術協力をして味方になってもらうなど、国際的な有効関

係を作る取組みを実施すること。 

 単体の技術ではなく、複数の技術を組み合わせた総合的なパッケージとして国

際展開を行うこと。  
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図表 24 周波数の国際協調利用促進のための無線通信技術の国際展開 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ク）電波の安全性に関する調査及び評価技術 

現行の電波利用料の使途として、電波が人体等に与える影響を調査し、科学的に

解明することで電波を安心して安全に利用できる環境を整備することを目的として、

次のような電波の安全性に関する調査及び評価を実施している。 

 電波の人体等への影響に関する調査 

 疾病者と健康な人との携帯電話の使用状況等を調査し疾病の発症リスクを調

査 

 電波ばく露による動物や細胞への影響の有無を調査 

 新たにサービスが開始される無線通信システムが心臓ペースメーカ等の植込

み型医療機器等へ及ぼす影響を調査 

 電波の安全性に関する評価技術の研究 

 数値人体モデル等を用いた高精度ばく露シミュレーション技術の開発 

 電波吸収率測定システムの開発 

今後急速に普及が進むことが想定される 5G、WPT、Wi-Gig 等の先進的な無線シ

ステムに関し、国民が安心・安全に利用できる環境を確保することが必要となる。従っ

て、次期においては、従来からの取組に加え、先進的な無線システムが使用する、従

来の無線機器で使われていなかった周波数帯や利用形態等に関して、電波の安全

性に関する調査及び評価を実施することが適当である。 

また、今後、電波の安全性に関する調査及び評価の実施にあたっては、関連する

国内の中核的な研究拠点、国際機関や諸外国政府との連携を強化することにより、 
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先進的な電波利用システムに関する科学的知見を充実させることや、調査及び評価

の成果について、電波防護指針や国際ガイドライン等へ反映させていくことが適当で

ある。（図表 25を参照） 

なお、実施にあたっては、次の点に留意することが必要である。 

 既存業務の効率化を行った上で、拡充部分については精査の上で実施するこ

と。 

 

図表 25 電波の安全性に関する調査及び評価技術 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ケ）標準電波の発射 

現行の電波利用料の使途として、国立研究開発法人情報通信研究機構が、無線

局が発射する電波の基準となる正確な周波数の電波（標準電波）の送信、標準電波

送信所の運営、維持を実施している。（図表 26を参照） 

標準電波の周波数精度は、国家標準に対し 1×10-12 以内に維持されており、この

ような高精度な標準電波は、無線局の周波数の自動較正等に利用され、無線局の安

定的な運用を可能とする他、我が国の標準時に関する情報も含まれていることから

電波時計にも利用されている。 

次期においても、無線局の安定的な運用のため、引き続き、標準電波の安定的な

送信を実施することが適当である。 
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なお、実施にあたっては、次の点に留意することが必要である。 

 業務の効率化を行うこと。 

 

図表 26 標準電波の発射 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（コ）携帯電話等エリア整備事業 

現行の電波利用料の使途として、電波利用に関する不均衡を緩和し、電波の適正

利用を確保するため、自治体や携帯電話事業者が過疎地域等の地理的に条件不利

な地域において携帯電話の利用可能な地域を拡大するにあたって必要な基地局や

伝送路の整備費用の一部の補助を実施している。（図表 27を参照） 

それにより、携帯電話を利用できない地域においてエリア化を希望する居住人口

は、平成 26年度末時点で約 2.6万人にまで減少している。 

携帯電話が社会インフラとして国民生活や経済・社会活動に不可欠となっているこ

とから、地理的に条件不利な地域において携帯電話が利用可能となるよう整備し、ま

た、携帯電話システムの超高速化、大容量化等に対応して基地局や伝送路の更改・

整備を行うことにより、電波利用に関する不均衡を緩和することは、国として積極的に

支援することが必要である。 

従って、次期においては、例えば、引き続き当該人口を減少させるために、現行の

補助事業の国庫補助率を拡充することや、第 3.9 世代移動通信システム（LTE）以降

の携帯電話を利用可能な地域を拡大するために、次の(i)の携帯電話システムの高度
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化支援や、(ii)の離島等における高度移動通信システム構築のための光ファイバ網の

整備支援を実施する等により事業を拡充することが適当である。 

なお、実施にあたっては、次の点に留意することが必要である。 

 地域におけるニーズを十分に把握した上で実施すること。 

 

図表 27 携帯電話等エリア整備事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(i) 携帯電話システムの高度化支援 

携帯電話システムは、需要の増大、ニーズの多様化・高度化とともに進化を続け、

超高速化、大容量化等が進展してきており、昨今では、LTE が主流となるとともに、第

4世代移動通信システム（LTE-Advanced）のサービスも開始されつつある。 

このような中、過疎地域、離島等の地理的に条件不利な地域においては、依然と

して第 3 世代移動通信システム（3G）による携帯電話サービスしか利用できない地域

が存在している。 

従って、地理的に条件不利な地域においても、LTE 以降の携帯電話システムが有

効に利活用される環境を実現するために、例えば、既設の 3G 基地局を LTE 以降の

基地局に更改するために必要な費用の一部補助を実施する等により支援することが

適当である。（図表 28を参照） 
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なお、実施にあたっては、次の点に留意することが必要である。 

 地域におけるニーズを十分に把握した上で実施すること。 

 

図表 28 携帯電話システムの高度化支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ii) 離島等における高度移動通信システム構築のための光ファイバ網整備支援 

携帯電話システムは、需要の増大、ニーズの多様化・高度化とともに進化を続け、

超高速化、大容量化等が進展してきており、昨今では、LTE が主流となるとともに、

LTE-Advancedのサービスも開始されつつある。 

このような中、過疎地域、離島等の地理的に条件不利な地域においては、依然と

して LTE以降の高度な移動通信システムの利用が困難な地域が存在している。 

こうした地域では、民間事業者の自主的な取組によっては、基地局の高度化だけ

でなく、LTE 以降の高度な移動通信システムの利用を可能とするために必要な光ファ

イバ等の伝送路の整備も困難である。 

これらの地域において、LTE 以降の高度な移動通信システムを利用できる環境を

整備し、電波利用に関する不均衡を緩和することは、移動通信が社会インフラとして

国民生活や経済・社会活動に不可欠となっていることからも喫緊の課題であり、国と

して積極的に支援することが必要である。 

従って、例えば、地理的に条件不利な地域においても LTE以降の高度移動通信シ

ステムが有効に利活用され、利用者が生活のあらゆる場面で、様々な機器や端末で

最適なネットワークに接続することが可能な環境を実現するために必要な光ファイバ 
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の整備費用や、他者が所有する既設の光ファイバを利用して LTE 以降のサービスを

提供する場合に必要な費用の一部補助を実施する等により支援することが適当であ

る。（図表 29を参照） 

なお、実施にあたっては、次の点に留意することが必要である。 

 地域におけるニーズを十分に把握した上で実施すること。 

 

図表 29 離島等における高度移動通信システム構築のための 

光ファイバ網整備支援 

 

 

 

 

 

 

 

（サ）電波遮へい対策事業 

現行の電波利用料の使途として、鉄道トンネルや道路トンネルにおいても携帯電

話を途切れることなく良好に利用可能とするために必要な電波中継施設等の整備費

用の一部補助を実施している。 

それにより、新幹線トンネルについては、平成 27 年度末時点で、東海道新幹線の

全区間、山陽新幹線の新大阪～新山口及び小倉～博多の区間、東北新幹線の東京

～いわて沼宮内の区間について対策済みとなっている。また、道路トンネルについて

は、平成26年度末時点で、高速道路及び国道トンネル（500m以上）のうち約 86%につ

いて対策済みとなっている。 

次期においては、携帯電話利用者の利便性の向上、地震等の災害発生時等にお

ける利用者の連絡手段の確保、国内外の観光客への情報提供の充実等の観点から、

例えば、現行の補助事業の予算や国庫補助率を拡充する等により、電波遮へい対策

を強化、加速することが適当である。（図表 30を参照） 

なお、基幹路線である新幹線については、東京オリンピック・パラリンピック競技大

会等の開催期間中に、多数の国内外の観光客等による利用が見込まれることから、

2020 年までに新幹線トンネルの全区間について対策完了を目指すことが適当であ

る。 

なお、実施にあたっては、次の点に留意することが必要である。 
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 携帯電話事業者各者に対応した共用設備により、効率的かつ積極的な対策を実

施すること。 

 

図表 30 電波遮へい対策事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（シ）公的機関等の電波利用が制限される環境における携帯電話等利用環境整備支

援 

携帯電話等の利用は、国民の重要な生活インフラとして欠かすことができないもの

となっており、その利用形態については、屋外だけではなく、屋内での利用も増加して

いる。しかし、公的機関等でありながら、その建物等による電波遮へいが生じ、屋内

での無線利用が制限される状況が生じていることが多い。 

このような無線利用が制限される環境において電波の適正な利用の確保を図るこ

とは重要であり、そのためには携帯電話等の安全な利用を可能とする環境整備を支

援することが有効である。 

特に、医療機関では、建物の特性上、金属製の構造材が多用されている等により

携帯電話等の電波が遮へいされることが多いが、その対策に要するコストが課題に

なることや、医療機器への影響などが懸念されるため、依然として携帯電話等の利用

可能な場所が一部区域に制限されているケースも多い。 

医療機器への影響を低減させ、安全に携帯電話を利用するためには、院内におい
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て屋内基地局等を整備し、十分な受信電力を確保するなどにより、携帯電話端末の

送信電力を抑制すること等で電波の適正な利用を確保することが可能である。 

従って、次期においては、例えば、 

 最適な電波利用環境の構築に関する調査研究 

 電波利用環境の構築方策等に関する技術支援 

 電波利用環境の構築に対する支援 

等により支援することが適当である。（図表 31を参照） 

なお、実施にあたっては、次の点に留意することが必要である。 

 民間のみでは進められず国による支援が必要な場合のみ実施すること。 

 電波利用環境の構築に対する支援にあたっては、共用可能な設備の整備等によ

り、予算執行を効率化すること。 

 

図表 31 公的機関等の電波利用が制限される環境における 

携帯電話等利用環境整備支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ス）公衆無線 LAN環境整備支援 

公衆無線 LAN 環境は、東京オリンピック・パラリンピック競技大会等に向けた訪日

外国人等への「おもてなし」環境として、また、地震等の災害発生時の避難所等にお

ける地域住民の通信手段として、整備が必要となっている。また、教育現場において

も、生徒 1 人 1 台の情報端末による教育の本格展開に向けた基盤ネットワークとして

無線 LAN環境の整備が求められている。 

平成 27 年 5 月の総務省の調査によると、交通・商業施設における公衆無線 LAN

環境は普及しつつある（空港 86%、コンビニ 74%、駅 32%）が、観光拠点や防災拠点に

おいては整備が遅れている（避難所等 1%、国立・国定公園 26%、都市公園 6%、博物館

11%、国宝・重要文化財・史跡・名勝・世界遺産等 13%）。また、文部科学省の調査によ
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ると、平成 26年度末時点の学校における普通教室の無線 LAN整備率は 23.5%であり、

ネットワーク整備が進んでいない。 

観光拠点、防災拠点、教育拠点については、民間事業者による投資インセンティ

ブが低いことを踏まえて、自治体等が主導的に公衆無線 LAN 環境を整備し、国がこ

れを積極的に支援することが必要である。 

従って、次期においては、例えば、2020 年までに主要な観光拠点、防災拠点、教

育拠点において、セキュアで利便性の高い超高速・大容量の公衆無線LAN環境が整

備されることを目指し、地方公共団体や第三セクターがWi-Fi環境が未整備の防災拠

点等に無線アクセス装置、制御装置、電源設備、伝送路設備等を整備するのに必要

な費用の一部補助を実施する等により支援するのが適当である。（図表 32を参照） 

なお、実施にあたっては、次の点に留意することが必要である。 

 地域におけるニーズを十分に把握した上で実施すること。 

 地方において民間が公衆無線 LAN環境を整備するのが難しい防災・観光拠点な

ど市場性がない場合に限定して国が支援を行うこと。 

また、２．（２）④において地域 BWA の活用事例が紹介されている中に、地域 BWA

を活用した自治体による Wi-Fi整備の事例も含まれている5。 

 

図表 32 公衆無線 LAN環境整備支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（セ）地上デジタル放送への円滑な移行のための環境整備・支援 

平成 23 年 7 月（岩手県、宮城県、福島県は平成 24 年 3 月）の地上アナログ放送

終了に向けて、辺地共聴施設のデジタル化、デジタル中継局の整備等の地上デジタ

                                                   
5 第 6回制度ワーキンググループ、（一社）日本ケーブル連盟ヒアリング資料 
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ル放送の受信環境の整備や、デジサポによる受信相談、現地調査等の支援を実施し

た。地上アナログ放送終了後も、地上デジタル放送の受信環境が整備されない世帯

に対し、地上系放送基盤の整備が完了するまでの間、地デジ難視対策衛星放送によ

る暫定的難視聴解消事業を実施した。これらにより、平成 26 年度末までに地上デジ

タル放送への完全移行を完了した。 

現行の電波利用料の使途として、これまで実施した施策の国庫債務負担行為の

歳出化を行うとともに、平成 27 年度から、外国波等による電波の影響を受ける世帯

に対する受信障害対策（デジタル混信の解消）や、福島県の原発避難区域解除等に

より帰還する世帯等が地上デジタル放送視聴環境を整備するための支援等を実施し

ている。 

 

図表 33 地上デジタル放送への円滑な移行のための環境整備・支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現行の使途のうち、これまで実施した施策の国庫債務負担行為の歳出化について

は、今期の歳出予算の大部分を占めてきたものであるが、平成 28年度で完了する見

込みである。一方、デジタル混信の解消や福島原発避難区域における地上デジタル

放送視聴環境整備は平成 28 年度末においても、未完了の地域、世帯が残る見込み

である。 

従って、次期においては、引き続き、デジタル混信の解消、デジタル混信に係る受

信相談、現地調査等や、福島原発避難区域における地上デジタル放送視聴環境整
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備を実施するのが適当である。（図表 33を参照） 

なお、実施にあたっては、次の点に留意することが必要である。 

 業務について効率化を行うこと。 

 

（ソ）4K・8K 普及促進等のための衛星放送受信環境整備に関する支援等（BS/CS-IF

干渉対策） 

平成 27年 7月に総務省の 4K・8Kロードマップに関するフォローアップ会合が第二

次中間報告を公表し、「4K・8K の推進のためのロードマップ」を改訂した。4K・8K 衛星

放送は、同ロードマップに基づき、平成 28 年から右旋円偏波を用いた試験放送が開

始され、さらに、平成 30 年から左旋円偏波を用いた実用放送が開始される予定であ

る。4K・8K 放送はこのように新たに左旋円偏波を活用することで、現行の衛星放送と

同じ周波数帯の中で実現することとしており、電波の有効利用を図るという考え方を

踏まえたものである。 

衛星放送受信設備では、アンテナからテレビやチューナー等の受信機まで宅内配

線された同軸ケーブルの中での信号の減衰を抑えるために、放送波周波数をアンテ

ナ内のコンバーターでより低い周波数の、いわゆる中間周波数帯（BS/CS-IF）に変

換して伝送している。現在使われている衛星放送受信設備は右旋円偏波だけに対応

したものであるが、それらの中には、衛星放送の受信を想定していない旧式製品を使

用していることや、配線の接合部分が十分にシールドされていない施工がされている

こと等により、受信設備のブースター、分配器、壁面端子等から、中間周波数帯の電

波の漏洩を生じさせていることがある。このような漏洩電波により 1.5GHz帯の携帯電

話等の他の無線通信に対し混信や妨害を引き起こす事例が発生している。 

新たに開始される 4K・8K 衛星放送を受信するには、右旋円偏波と左旋円偏波の

両方に対応した受信設備を新たに購入し、設置することが必要となることから、4K・8K

衛星放送が開始されるこの時期において、4K・8K に対応した受信環境整備に向けた

支援を行うことにより、 

 現在発生している放送受信設備から携帯電話等への混信や妨害への対処（携

帯電話等による利用可能な周波数の拡大）を行うとともに、 

 適切な機器や施工による 4K・8Kの受信環境の整備を進める 

ことは時宜を得ている。 

従って、次期においては、例えば、 

 受信環境整備のための調査研究 

 受信環境整備のための周知啓発活動 
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 受信環境整備に対する支援 

等により支援することが適当である。また、受信環境整備を進めるにあたっては、２．

（２）⑥（ウ）に後述する受信設備に係る技術的な規格の策定の検討との整合性を図

ることが適当である。（図表 34を参照） 

なお、実施にあたっては、次の点に留意することが必要である。 

 事業規模の調査や、費用対効果の高い実施手法の調査等を行った上で干渉対

策への支援を実施するなど、時間軸を意識して効率的に進めること。 

 干渉対策の必要性を意識しつつ、対策を行う範囲については費用対効果を意識

して一定の制限を設けること。 

 

図表 34 4K・8K普及促進等のための衛星放送受信環境整備 

に関する支援等（BS/CS-IF干渉対策） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（タ）民放ラジオ難聴解消支援事業 

放送は、国民生活に密着した情報提供手段となっており、特にラジオは災害発生

時の「ファースト･インフォーマー」（第一情報提供者）として、今後もその社会的責務を

果たしていくことが求められている。しかしながら、ラジオについては、地形的、地理

的要因、外国波混信のほか、電子機器の普及や建物の堅牢化等により難聴が増加

しており、そのような難聴を解消することが課題となっている。 

このため、現行の電波利用料の使途として、平時や災害時において国民に対する

放送による迅速かつ適切な情報提供手段を確保するため、民放ラジオ放送事業者等

に対し、難聴解消のための中継局の整備に必要な費用の一部補助を実施している。 

それにより、全国にある難聴地域のうち、「国土強靱化アクションプラン 2015」（平
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成 27年 6月 16日国土強靱化推進本部決定）においてラジオの難聴対策に係る重要

業績指標の対象とされている AM放送局の親局に係る難聴地域については、平成 27

年度末時点で、19地域が難聴解消済となっている。 

次期においては、平成30年度末までに残り地域の難聴解消を完了することを目標

に、引き続き補助事業を実施することが適当である。（図表 35を参照） 

なお、実施にあたっては、次の点に留意することが必要である。 

 既存業務の効率化を行った上で、拡充部分については精査の上で実施するこ

と。 

 

図表 35 民放ラジオ難聴解消支援事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（チ）電波の安全性や適正利用に関するリテラシーの向上 

国民生活において日常的に電波を利用する機会が増加しており、電波に対する関

心が高まっていることを踏まえ、現行の電波利用料の使途として、次のような電波の

安全性や電波の適正な利用に関する国民のリテラシー向上に向けた活動を実施して

いる。 

 電波の安全性に関するリテラシー向上： 

電波が人体や医療機器等に与える影響について、各種調査により得られた知

見等を、説明会の開催、説明資料の配布等により、様々なニーズに応じて情報提 
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供するとともに、国民からの問い合わせ等に対応するための相談業務体制の充実

を図る。 

 電波の適正利用に関するリテラシー向上： 

民間ボランティアに、地域社会に密着した立場を生かした電波の適正利用に関

する周知啓発活動及び相談・助言業務を委託することにより、地域社会の草の根

から、電波の公平かつ能率的な利用を確保する。 

 電波の能率的かつ安全な利用に関するリテラシー向上： 

スマートフォンの急速な普及による移動体通信量の増大に対処するため、安全

な無線ＬＡＮアクセスポイントの設置、無線ＬＡＮを安全に利用する方策、無線ＬＡＮ

に通信を迂回させる有効性等を周知啓発することで、電波の能率的かつ安全な利

用を確保する。 

今後は、無線機器がウェアラブル化されるなど、その利用形態が急速に多様化し

ていくなかで、電波の安全性、有効性や適正利用についてのリテラシー教育がより必

要となっていく。特に、若い世代や実際の現場で電波を利用する関係者が電波制度

や電波利用の知識を備えることが重要であり、教育現場等を通じたリテラシー向上の

重要性は高まっている。 

従って、次期においては、引き続き、それらの取組を実施するとともに、 

 電波の安全性に関するリテラシー向上について、「医療機関における安心・安全

な電波利用に関する手引き」が平成 28年 4月に策定されたことを機に、 

 医療分野の関係者等を対象に医療機器等へ影響を与えないよう適正に電波

を利用することに関する説明会の開催 

 同手引き等の周知 

 電波の適正利用に関するリテラシー向上について、5G 等の先進的な無線システ

ムを国民が適正に利用するためや、東京オリンピック・パラリンピック競技大会等

により海外から持ち込まれる無線機器による混信等を未然に防ぐために、 

 先進的な無線システムの適正な利用等について周知啓発を強化 

 海外から持ち込まれる無線機器についての正しい知識についての周知啓発を

強化 

 若い世代に電波の正しい知識を持ってもらうため、電波教室の対象者を中学・

高校生に拡大 

により、リテラシーの向上を充実、強化することが適当である。（図表 36を参照） 

なお、実施にあたっては、次の点に留意することが必要である。 

 既存業務の効率化を行った上で、拡充部分については精査の上で実施するこ

と。 

 



51 
 

 

 若い世代が電波制度や電波利用の正しい知識を身につける必要性に配慮して、

リテラシー向上に取り組むこと。 

 

図表 36 電波の安全性や適正利用に関するリテラシーの向上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ツ）IoT機器等の電波利用システムの適正な利用のための ICT人材育成 

今後、多様な分野・業種において膨大な数の IoT 機器等の利活用が普及すること

に伴い、電波利用システムの運用経験がないような新規ユーザが急増することが見

込まれている。 

このような、新規ユーザが急増する中、IoTシステムの構築に当たって、より適切な

無線システムの選定や、無線ネットワークの構築が行われなければ、極めて深刻な

周波数ひっ迫や混信が発生するのみならず、IoT の円滑な普及の妨げになる恐れが

ある。そのため、IoT 機器等の電波利用システムを適正に利用できる人材の育成（リ

テラシーの向上）が急務となっている。さらに、今後の IoT 利用の拡大を鑑みると、電

波の適正な利用を継続的に確保していくためには、若年層における IoT に係る電波

利用に係るリテラシーの向上についても併せて図っていくことが必要である。 

そのため、次期においては、 

 IoT 利用に必要な電波の特性等の専門知識の要件（スキルセット）に係る分野・

水準の調査、スキルセットの策定、周知啓発関連資料の作成等 

 スキルセット等を踏まえた、IoTの活用分野毎の各地域における周知啓発事業 

を実施することにより IoT の電波利用に係るリテラシー向上に取り組むのが適当であ

る。（図表 37を参照） 

また、若年層におけるリテラシーを向上させるために、ものづくりを通じた人材育成

として、IoT 電波工作教室（メイカーズイベント、ハッカソン等）を実施するのが適当で

ある。 
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なお、実施にあたっては、次の点に留意することが必要である。 

 IoTについては、特に地方において面白い試みを行う環境が整っていることから、

工業高等専門学校の学生等、地方の若者を盛り上げることでワイヤレスビジネス

を盛り上げることを意識すること。 

 

図表 37  IoT機器等の電波利用システムの適正な利用のための ICT 人材育成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（テ）災害医療・救護活動における適正な電波利用のための人材育成 

災害時に国民の生命・身体を守る医療・救護活動において、緊急時に対応した非

常用通信手段の利用が進められているが、通信機器の適切な設定や利用が行わな

ければ、深刻な周波数ひっ迫や混信が発生するのみならず、医療・救護活動におけ

る非常用通信手段の普及の妨げにもなる。 

そのため、次期においては、非常用通信手段の電波利用に関する知見・技術を向

上させるための周知啓発活動や研修訓練等の活動を実施するのが適当である。（図

表 38を参照） 

なお、実施にあたっては、次の点に留意することが必要である。 

 具体的な施策の実施に当たっては、電波利用に関する知見・技術の確実な向上

に結びつける活動を行うこと。 
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図表 38 災害医療・救護活動における適正な電波利用のための人材育成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ト）電波利用料制度に係る企画・立案 

電波利用料制度を適切に運営していくために、現行の電波利用料の使途として、 

 電波利用共益事務の内容及び料額の見直しに向けた検討 

 電波利用共益事務を行うための予算要求や執行の管理 

 電波の利用状況の調査、公表 

 無線局免許人からの電波利用料の徴収 

等を実施している。 

次期においても、引き続き、これらの事務を実施するのが適当である。 
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③ 次期における歳出規模の在り方 

（ア）歳入と歳出の一致についての考え方 

電波利用料は 3年間に必要な電波利用共益事務にかかる費用を同期間中に見込

まれる無線局で負担するものとして料額を決定しているが、平成 26 年度以降、電波

利用料財源の歳出の当初予算は毎年減少しており、平成 28年度当初予算では歳入

716.0 億円に対して歳出は 658.7 億円となっている。平成 26 年度決算においても、歳

入 678.9 億円に対して歳出は 664.4 億円となっており、歳入と歳出の乖離が生じてい

る。 

このような状況に対して、意見募集やヒアリングにおいて、放送事業者、通信事業

者の無線局免許人から、「乖離が生じないよう歳入と歳出の総額を一致させるべき」

との意見が多数提出された。 

また、電波利用料財源は、法第 103条の 3第 1項において「政府は、毎会計年度、

当該年度の電波利用料の収入額の予算額に相当する金額を、予算で定めるところに

より、電波利用料共益費用の財源に充てるものとする。」とあるように特定財源として

規定されている。 

従って、電波利用料制度の共益費用としての性格や、特定財源としての位置づけ

を踏まえると、各年度の歳入と歳出の関係は一致させる必要がある。 

 

（イ）次期における歳出規模の在り方 

次期においては、地上デジタル放送総合対策事業費の国庫債務負担行為歳出化

や防災行政無線等のデジタル化支援が平成 28年度をもって終了することによる負担

額の大幅減がある反面、IoTの飛躍的拡大や5G、4K・8K等の実用化加速による新領

域における電波のニーズの拡大に向けた取組や電波利用環境のさらなる整備など、

新たな使途の追加も見込まれる。 

このような歳出構造の変化を踏まえ、意見募集やヒアリングにおいて、放送事業者、

通信事業者等の無線局免許人から、 

 地上デジタル放送総合対策の終了を踏まえ、歳出を抑制するよう配慮すべき。 

 地上デジタル放送移行対策の終了に伴い、電波利用料全体の歳出規模は削減

努力が必要。 

等の意見が多数示される一方で、当懇談会の議論において、 

 電波は戦略的に重要なテーマであるため、少なくとも現状以上の予算規模で積

極的に政策を打つべき。 
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といった積極的な考え方も示された。 

また、制度ワーキンググループの議論において、「次期電波利用料の検討にあた

っては、今期 3 年間についてどのくらい効果があったのかをレビューをして継続・削減

を判断すべき。」との意見も示された。 

電波利用料の使途については、毎年度、行政事業レビューを実施するとともに、3

年に一度、政策評価も実施し、事業の合理化や予算の効率化に努めている。 

従って、次期の歳出規模については、更なる効率化や必要性の検証を徹底するこ

とを前提として、その規模を検討することが必要である。 

制度ワーキンググループでは、②で提言した次期の電波利用料の使途の候補で

ある 21 の事業について、個々の事業の所要額の規模感を議論した。これらの 21 事

業は、今後の電波利用状況に加えて、電波利用を通じた社会への貢献、社会課題の

解決といった視点から選定されているが、実際にそれらの事業を実施した場合、全体

の所要額は相応の規模になると考えられる。 

従って、それらの事業の実施にあたっては、①の「電波利用共益事務の範囲」の

観点から電波利用共益事務としての適合性の担保や、効率化や必要性の検証を徹

底するとともに、これまでの歳出規模も踏まえて、次期の歳出規模の検討を行うこと

が適当である。 
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（３）電波利用料額の見直しの在り方 

現行の電波利用料額は、平成 26から 28年度の 3年間を一期間として、当該期間

に必要と見込まれる電波利用共益費用 2,100 億円を、当該期間に開設していると見

込まれる無線局の免許人等で負担することとして、無線局の区分毎に定めている。 

今期における電波利用の具体的な料額は次のような方法で算定している（図表 39

を参照）。 

 ３年間に必要な電波利用共益費用である年 700億円を次の 2つに分ける。 

 電波の利用価値の向上につながる事務（a群）に要する費用：400億円 

 電波の適正な利用を確保するために必要な恒常的な事務（b 群）に要する費

用：300億円 

 a群に要する費用 400億円については、次の 3段階により、各無線局に配分する

ことにより、無線局毎の料額を算定 

第 1 段階： 3GHz 以下の無線システムと 3～6GHz の無線システムとに、各帯域

の混雑度（当該帯域を使用する無線局の延べ使用周波数幅）に基づき、

24対 1に配分 

第2段階： それぞれの帯域に配分された費用を、個々の無線システムの使用周

波数幅に、各システムの特性係数を乗じて、各無線システムに配分 

第 3段階： 各無線システムに配分された費用を、 

 地域（都市部か否か）、空中線電力等を勘案して各無線局に配分 

 広域専用電波を使用する無線局については、使用周波数幅に応

じて配分 

 b 群に要する費用 300 億円については、各無線局の使用周波数幅、空中線電力、

地域等の違いによらず原則無線局数で均等割した金額 200円に、総合無線局管

理ファイルに記録するデータ量に応じた額を加算 

 料額が大幅に増加する無線局については、増加率を一定の範囲（2割以内）に抑

えるよう調整（激変緩和措置） 

次期における電波利用料額は、このような現行の料額算定方法を前提に、次の視

点から、検討を行った。 

 電波の利用価値の反映の在り方（算定範囲、算定方法、周波数の有効利用状況、

周波数の移行促進・共有を勘案した料額設定等） 

 電波利用料の軽減措置（特性係数）の在り方 

 電波を稠密に利用している無線システムの料額設定の在り方（上限額の妥当性

等） 

 公平な負担の在り方 
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図表 39 電波利用料の料額（平成 26～28年度）の算定方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①電波の利用価値の反映の在り方 

電波利用料額の算定にあたっては、電波利用共益費用のうち電波の利用価値の

向上につながる事務（a 群）に要する費用について、利用価値（周波数幅、周波数の

ひっ迫状況等）を反映しているが、電波の利用価値を反映して算定する範囲や、算定

にあたって考慮すべき事項について、受益と負担の関係も踏まえて、以下のように検

討した。 

 

（ア）電波利用共益費用のうち利用価値を反映して算定する範囲を見直す事の是非 

現行の料額算定にあたっては、図表 40のように、予め、全ての電波利用共益事務

を電波の利用価値の向上につながる事務（a群）と電波の適正な利用を確保するため

に必要な恒常的な事務（b群）とに分類し、a群に要する費用と b群に要する費用につ

いて、それぞれの算定方法を適用している。 

電波利用共益費用のうち利用価値を反映して算定する範囲については、意見募集
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（イ）電波の利用価値（周波数のひっ迫状況等）を勘案した算定方法の在り方 

a 群に要する費用は、周波数のひっ迫度に応じて、3GHz 以下の無線システム（移

動・放送系が中心）と、3～6GHz の無線システム（固定・衛星系が中心）に配分した上

で、それぞれの区分の中で使用周波数幅に応じて各無線システムに配分している。 

構成員の発言や意見募集において、 

 次期においては、特に、3.5GHz 帯を使用する第 4 世代移動通信システムの運用

が本格化することを踏まえ、電波の利用価値の反映方法を見直すべき。 

との意見が示された。 

次期においては、第 4世代移動通信システムの運用の本格化により、3.5GHz帯に

多くの基地局が開設されることにより、周波数のひっ迫状況に大きな変化が生じると

予想される。そのような周波数の利用状況の変化に対し、3GHz 以下と 3～6GHz とに

区分した上で周波数のひっ迫度等に応じて各無線システムに負担額を配分する現行

の算定方法を適用した場合、3.5GHz帯の混雑度の増加に応じて、第 4世代移動通信

システムを含む 3～6GHz の無線システムの負担額が相応に増加することとなり、さら

に、3～6GHzの無線システムの中で第4世代移動通信システムに相応の負担額が配

分されることになる。すなわち、現行の算定方法においても、周波数の利用状況の変

化を負担額に適切に反映させることが可能と考えられる。 

従って、次期においても、引き続き、現行の算定方法に基づいて、a 群に要する費

用に係る各無線システムの料額を算定することが適当である。 

 

 

②電波利用料の軽減措置（特性係数）の在り方 

電波利用料の配分において、ある無線局の負担が減れば、その分、他の無線局

の負担が増加することとなるが、その点を踏まえて、電波利用料の軽減措置につい

て、以下のように検討した。 

 

（ア）無線局の特性に応じた特性係数の適用 

現行の料額算定方法の a群に要する費用の配分の第 2段階において、一部の無

線システムについては、公共性や周波数利用の制約等を考慮し、図表 41に示す無

線システムの特性に応じた軽減係数（特性係数）を、無線システムが使用している周

波数幅に乗じることにより、負担額を軽減している。 
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図表 41 無線システムの特性に応じた軽減係数（特性係数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特性係数については、意見募集やヒアリングにおいて、多数の放送事業者や、衛

星通信事業者から 

 放送の電波利用料に係る特性係数は、法律に定められた①「国民の生命、財産

の保護に著しく寄与するもの」、②「国民への電波利用の普及に係る責務等」の 2

点を勘案して規定している。これは適切な措置なので、2つの特性係数と現行の

乗率を今後も維持していただくよう要望。 

 衛星通信は、東日本大震災等の大規模災害や緊急事態時等の確実な通信手段

として、国民の生命、財産の保護に著しく寄与しているという重要性等から、1/4

の軽減をしているが、この重要性は 2020年に向けて変わることなく、確実なライ

フラインの提供という公共性の高い通信システムということに勘案し、特性係数

の維持を要望。 

といった現行の特性係数の適用を維持すべきとの意見が示された。 

一方、携帯電話事業者から 

 携帯電話が国民生活に必要不可欠なサービスになっており、公共性の観点では

放送と同等と考えられるので、電波利用料における通信と放送のアンバランスは
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解消すべき課題。このアンバランスを解消するため、携帯電話についても地上テ

レビジョン放送事業者と同じ特性係数を適用し一律の帯域料金を課すべき。 

といった、携帯電話に新たな特性係数を適用すべきとの意見が示された。 

これらの意見を踏まえて、携帯電話に係る特性係数の適用を検討した結果は次の

とおりである。 

 「国民の生命、財産の保護に著しく寄与するもの」については、災害時において

携帯電話等が国民や国、地方公共団体、防災関係機関の重要通信を扱う通信

基盤の迅速な復旧や新たな災害対策の取り組みを行う等、非常時対応に費用負

担を負っていることを勘案している。したがって、引き続き適用すべきである。 

 「国民への電波利用の普及に係る責務等」については、電気通信事業法に「あま

ねく普及努力義務」が規定されていないことや、人口カバー率ベースでは概ね

100％エリア展開しているが、特定基地局開設指針における普及目標（カバー率

の値や算出方法）について、放送と差があること等を考慮して適用していない。し

たがって、これまでと同様に適用すべきではない。 

従って、携帯電話に対して新たな特性係数を適用しないこととするのが適当である。

また、携帯電話以外のその他の無線システムに係る特性係数についても、次期にお

いて適用を変更する特段の事情がないことから、現状を維持することが適当である。 

 

（イ）料額が大幅に増加する無線局等への配慮 

前回（平成 26 年度）及び前々回（平成 23 年度）の料額見直しでは、料額算定過程

において、料額が従前と比較して大幅に増加する無線局については、その増加率を

一定の範囲（2割以下）に抑えるよう調整する激変緩和措置を適用している。 

意見募集において、多数の放送事業者から 

 無線システムを利用し事業を行う放送局にとって、電波利用料制度・料額の継続

性、安定性はきわめて重要。3年毎の見直しで制度が大きく変わり、想定外の料

額増加が生じることは、ローカル局にとって経営上の大きな不安定要素となりか

ねず、慎重に検討すべき。 

といった、想定外の料額増加が生じないようにすべきとの意見があった。 

また、今後 3GHz以上の周波数が携帯電話等の新たな無線システムに多く利用さ

れ周波数のひっ迫度に変化が生じることで、現在利用されている 3GHz以上の無線シ

ステムの料額が増加することも予想される。 

このような意見や周波数の利用状況の変化も踏まえ、今回の電波利用料の見直し

においても、免許人にとって想定外の料額増加とならないよう、電波利用料額が現行



62 
 

 

の料額と比べて大幅に増加する場合は、これまでと同様、増加率を一定の範囲に抑

える激変緩和措置を適用すべきである。 

 

（ウ）無線局に対する減免措置の適用 

 電波利用料制度では、原則として全ての無線局免許人に対して電波利用料の負担

を求めているが、国又は地方公共団体の無線局であって、図表 42のような目的のも

のについては、電波利用料が減免されている。 

 

図表 42 電波利用料の減免措置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

意見募集において、これらの無線局以外に、次の無線局についても減免措置の適

用を求める意見が示されたことから、それらについて個別に検討を行った。 

 遭難自動通報局、海岸局等 

 準天頂衛星システム 

 東京オリンピック・パラリンピック競技大会用の時限的な無線局 

 外国向け衛星通信 

 

  



63 
 

 

(i) 遭難自動通報局、海岸局等 

意見募集において、船舶関係者から 

 遭難自動通報局は、衛星 EPIRBや SART又は PLBで構成され、船舶の遭難等

人命の安全が危険な状態に陥ったときのみに利用されるため、電波利用料につ

いては、全額免除されている防災無線や消防無線と同様に扱って欲しい。 

といった意見や、漁業関係者から 

 海岸局は設置が義務であり、海岸局の電波利用料を軽減して欲しい。また、海岸

局の連絡回線用に使用している固定局の電波利用料についても、免除又は軽減

措置を講じて欲しい。 

といった意見が示された。 

遭難自動通報局や海岸局等は、国、地方公共団体も含めた多くの免許人がいる

が、いずれも免除対象の要件である 

 専ら非常時における国民の安全・安心の確保を直接の目的とする 

 専ら治安・秩序の維持を直接の目的とする 

といった極めて高い公共性を有するとまでは見なせないことから、他の無線局と同様、

電波利用料を負担することが適当である。 

 

(ii) 準天頂衛星システム 

意見募集において、 

 準天頂衛星システムの一部の測位信号は、米国GPS、欧州Galileo等と同じ周波

数を使用しており専有しているわけではないこと、さらに利用者側から見た場合

は、同時にすべての衛星を利用するわけではないという性質も併せて考慮し、測

位衛星サービスという新たなワイヤレスビジネスサービス提供のために、人工衛

星局の電波利用料負担について（減免措置の）検討を希望。 

といった意見が示された。 

準天頂衛星システムに関する無線局としては、現在、国立研究開発法人宇宙航空

研究開発機構（JAXA）が実験試験局（人工衛星局相当）1 局を開設している。当該実

験試験局については、JAXAから国に移管される予定である。また、平成 30 年度より

人工衛星 4機体制によるサービス開始が計画されている。 

準天頂衛星システムについては、このように一定の見通しが立っているものの、将

来の免許人や当該実験試験局（人工衛星局相当）が国に移管され、実用局として運

用を開始する時期等、現時点で不確定な要素もあることから、減免措置の適用にあ

たっては、現行の規定を踏まえて適切なタイミングで判断することが適当である。 
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(iii) 東京オリンピック・パラリンピック競技大会用の時限的な無線局 

意見募集において、 

 東京オリンピック・パラリンピック競技大会の円滑な運用に向けて、必要な周波数

を確保することが必要。また同競技大会の成功に向けては、国を挙げてのイベン

トであることも加味し、大会用途を目的とした時限的な無線機器の利用に対して、

電波利用料の軽減措置の検討をお願いする。 

といった意見が示された。 

東京オリンピック・パラリンピック競技大会開催時には、多数の免許人による様々

な無線局の使用が想定されるため、現時点でそれらの多様な無線局に対し一律に具

体的な検討を進めることは困難である。 

このため、それらの無線局については、実際に使用される時点で、無線局ごとに現

行の規定を踏まえて減免措置の適用の是非を判断することが適当である。 

 

(iv) 外国向け衛星通信 

意見募集において、衛星通信事業者から 

 今回の見直しにより、これまで同様に料額が一定率増加することとなった場合、

日本国の事業者としての競争力がさらに低下し、国益にも適わないのではない

かと考える。かかる状況を回避し競争力を高めるために外国向け提供の場合の

特例処置として、新たな減額スキームの導入を要望。 

といった意見が示された。 

衛星通信網を構築し運用する場合には、ITU憲章の業務規則である無線通信規則

（RR）に規定する国際調整等の手続きが必要となる。その国際調整等は、各国の主

管庁が行うものであり、調整結果に基づく人工衛星局の免許も当該主管庁が付与す

るものである。 

従って、外国向けの通信を提供する人工衛星局であっても、それが我が国の主管

庁（総務省）の調整に基づいて免許された無線局であれば、我が国の領域内に向け

て電波を発射しているか否かにかかわらず、他の無線局と同様に電波利用料を負担

することが適当である。 
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（エ）その他 

 

(i) 人工衛星局について同一軌道で人工衛星を更改する場合の電波利用料の徴収

方法 

意見募集やヒアリングにおいて、衛星通信事業者から 

 現在の制度では、電波利用料は 1 年分を前払いすることになっており、その期間

の途中で無線局を廃局しても、支払った電波利用料は還付されない。特に人工

衛星局については、同一軌道において人工衛星を更改する場合、同一周波数を

同時利用することは不可能であるにも係らず、衛星の更改期間中は二重に電波

利用料を支払うこととなることから、期間の途中で無線局を廃局した場合には、

その期間に相当する電波利用料を還付する制度の導入、若しくは後継衛星の免

許申請時に後継衛星である事を確認し何らかの減免処置を導入することを要

望。 

といった意見が示された。 

電波利用料制度では、毎年、無線局ごとにその免許人等に 1 年分の電波利用料

の負担を求めている。また、それぞれの無線局の電波利用料額の設定にあたっても、

それを前提として料額を算定している。 

同一軌道上において人工衛星を更改する場合であっても、新旧の両方の人工衛

星が人工衛星局として免許を取得しているのであれば、他の無線局と同様、両方に

ついて 1年分の電波利用料の負担を求めることは適当である。 

 

(ii) 認定開設者が認定後 6 ヶ月を経過しても特定基地局を開設しない場合の電波利

用料の負担 

意見募集やヒアリングにおいて、認定開設者である免許人から 

 現行の制度では、認定開設者が電波を利用できない状況であっても、認定から 6

ヶ月後には電波利用料が発生。さらに認定された開設計画では、ブロック毎に放

送開始年度が異なり、無線局免許もその計画に基づき順次取得していく。しかし、

電波利用料については認定から 6 ヶ月後には全ブロック分が発生する。通常の

無線局免許では、電波利用料は無線局免許の取得日に発生することから、開設

計画の認定事業者に対しても、電波利用料は電波が利用できるようになった状

態、すなわち無線局免許の取得時から発生すべき。 

といった意見が示された。 

２．（２）②に後述するとおり、開設計画の認定を受けた場合、認定開設者は未だ無 
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線局免許を受けていないとしても、当該認定に係る周波数の利用可能性が排他的に

留保されている。長期間にわたって当該周波数が利用されない状況は、周波数の有

効利用という観点から不適切であることから、広域専用電波に係る電波利用料につ

いては、認定を受けてから一定期間（6 ヶ月）を経過した時点で、電波の使用を開始し

ているか否かに関わらず、所要の負担を求めている。 

従って、現行の規定に基づき、認定開設者が認定を受けてから 6 ヶ月を越えて無

線局を開設しない場合に広域専用電波に係る電波利用料の負担を求めることは適

当である。 

 

 

③ 電波を稠密に利用している無線システムの料額設定の在り方 

現行の電波利用料の算定方法では、広域専用電波を使用する免許人に対して、a

群に要する費用については、使用周波数幅に応じた電波利用料（1MHzあたりの料額）

が適用され、b 群に要する費用については、無線局数に応じた電波利用料（1 局あた

り 200円）が適用される。 

さらに、b 群に要する費用については、携帯電話等を利用するスマートメーター、

M2M 等の普及を促進する観点から、割り当てられた周波数帯について極めて稠密に

電波を利用する場合に配慮して、広域専用電波の周波数幅に応じた上限額 （200円

×80万局×周波数幅）が適用される。 

 

（ア）新たな負担軽減措置の適用 

今後、相当数の基地局や中継局を集中的に開設することが予想される第5世代移

動通信システム（5G）や、携帯電話と比較して毎月ごく少量のデータ通信にとどまる

無線システム（スマートメーター、M2M 等）といった電波を稠密に利用する無線システ

ムの導入が見込まれている。これらの無線システムに対し、新たな電波利用料の軽

減措置を求める意見が示されたことから、それぞれについて検討を行った。 

 

(i) 相当数の基地局や中継局を集中的に開設することが予想される第 5 世代移動通

信システム 

意見募集において、携帯電話メーカーから 

 5G ネットワークにおける高密度のネットワーク展開では、トラヒックの負荷が高い

ホットスポットにおいて相当数の基地局や中継局を集中的に設置するようなネッ

トワーク構成が想定される。また、高い周波数帯では帯域幅を広く使って高速の 
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データ通信を実現することが想定される。このような通信システムのネットワーク

展開の負担にならないような措置が必要。 

といった意見が示された。 

5G については、平成 32 年（2020 年）の実用化に向けて、平成 29 年度からの総合

実証の実施に加えて、研究開発・実証、標準化活動、国際連携といった関連の活動

を強化すべく、サービスワーキンググループにおいて検討を行った。 

それらによると、5Gの実用化の時期は、次期の電波利用料額の適用期間（平成29

から 31 年度）を越えていることから、その電波利用料について現時点で検討すること

は時期尚早である。 

 

(ii) 携帯電話と比較して、毎月ごく少量のデータ通信にとどまる無線システム（スマー

トメーター、M2M等） 

意見募集において、電力事業者等から 

 センサーネットワークの電波利用実態を配慮し、電波利用料を非常に低廉に抑

えることにより、面的に数多くのセンサーを配置するサービスが可能となり、住民

サービスや安全の向上に大きく寄与することが期待される。 

 IoT などの普及により、センサーネットワークやウェアラブルデバイス等、非常に

多くの無線機器が利用されると予想される。このような MTC（マシン型通信）の多

数接続の普及発展には低コストの運用が必須なため、電波利用料が負担となら

ないような措置が必要。 

 前回の電波利用料の見直しにおいて、使用周波数あたりの無線局を基に上限が

設定され、今後の ICTインフラとしての M2Mシステム等の普及促進に寄与する。

一方で、現状の上限額は、携帯電話及び携帯電話を利用するスマートメーター

等を包括して設定されたものであり、スマートメーターに利用する携帯電話回線

の料金低減に繋がっていないのが現状。このため、電波利用料の公平・公正の

観点から、毎月数 GByte 程度のデータ通信を行う携帯電話と、数 MByte 程度に

留まるスマートメーター・M2M とを区分した電波利用料の設定など算定方法の見

直しを要望。 

といった意見が示された。 

b 群に要する費用に係る徴収額について、平成 27 年 10 月時点で、携帯電話事業

者等 5者（NTT ドコモ、KDDI、沖縄セルラー電話、ソフトバンク、Wireless City Planning）

が既に上限額に達している。このため、現行の上限額をそのまま適用すれば、スマー

トメーター等が増加することで、携帯電話事業者等の無線局数が増加したとしても、

追加負担は生じない。 
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従って、現行の上限額に関する規定を引き続き適用するのであれば、スマートメー

ター等に対する更なる負担軽減措置を導入する必要性はないと考えられる。 

 

（イ）基地局に対する上限額の設定 

現在、携帯電話の端末については上限額が設定されている一方で、携帯電話の

基地局については上限額が設定されていない。 

第 4 世代移動通信システムの基地局の料額については、意見募集やヒアリングに

おいて、携帯電話事業者から、 

 無線局の電波利用料額については、料額設定当時の使用無線局数に基づき算

定されたものであると認識。本年以降は、新たに 3.5GHz 帯携帯電話システムに

よる無線局が開設され、現行の電波利用料額が設定された当時を超える無線局

の開設が想定されることから、将来的な無線局の開設数を考慮することを希望。 

 3.5GHｚ帯携帯電話システムによるサービスエリアの充実に際しては、周波数の

伝搬特性の観点から従前の携帯電話システム以上の多数の基地局開設が必要

となるため、現状端末設備において導入されている上限設定等の適用措置を希

望。 

といった意見が示された。 

第 4世代移動通信システム（3.5GHz帯）については、平成 28年 3月末時点で基地

局数は約 140 局であるが、平成 28 年から一部の携帯電話事業者によるサービス提

供が予定されており、次期において、基地局数は大きく増加していくことが予想され

る。 

第 4 世代移動通信システムについては、未だサービス拡大の途上にあり、基地局

数の予測が難しいため、適切な上限額の設定が困難である。従って、携帯電話基地

局には上限額を設定しないことが適当である。 

 

（ウ）使用周波数幅に基づいた負担の一本化 

広域専用電波を使用する免許人が負担する a 群に要する費用については、毎年

11月 1日までに、10月 1日時点の広域専用電波の使用状況に基づき、同年 10月 1

日から始まる 1年間の電波利用料を負担する。 

広域専用電波を使用する免許人が負担する b群に要する費用については、次のと

おり負担する。 

 毎年10月末日時点の開設されている無線局数を届出させ、その届出された無線

局数に基づき、同年 10 月 1日から始まる 1年間の電波利用料を徴収する。 
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 さらに 11月 1日以降に新たに開設された無線局について、各月末日時点で開設

されている無線局数を届出させ、既に届出された無線局数を超えた場合には、

超えた無線局数について、翌年 9月末日までの電波利用料を徴収する。 

 なお、届出された無線局数に基づく徴収額が上限額を超えた場合は、上限額を

超えた分については、徴収されない。 

このような広域専用電波を使用する無線局の電波利用料の負担方法について、意

見募集やヒアリングにおいて、携帯電話事業者等から、 

 携帯事業者等は、トラヒック対策のための小セル化や、屋内対策でフェムトセル

基地局によるトラヒックオフロードを行う等、電波の利用効率を高めている。前回

の電波利用料の見直しにおいて、M2M やスマートメーター等の普及を考慮し上

限額を設けたことは有益であるものの、今後の IoTの急速な拡大等を踏まえ周波

数有効利用のインセンティブをより働かせるためにも、携帯事業者等が使用する

広域専用電波の電波利用料は帯域利用料に一本化すべき。 

 今後の IoTの本格的な普及は、大量のセンサーの導入・設置等に伴うため、設置

される機器の数、種類や回線数の増大に依存せずに構築・運用できる免許等制

度や電波利用料の設定が必要。 

 広域専用電波を使用する無線局については、無線局毎の電波利用料徴収制度

を見直し、周波数帯域による電波利用料徴収制度への一本化を検討すべき。こ

れにより、無線局毎の電波利用料の請求、支払いに関する事務処理の軽減が図

れる。 

 IoT の実現においては、大量のセンサーの設置や回線接続（センサーネットワー

クの構築）が伴うため、機器や回線数の増大に依存せずに、より低コストで構築・

運用できる免許等制度や柔軟な電波利用料の考え方を導入することが望まし

い。 

といった使用周波数幅に応じた負担部分（a 群）と無線局数に応じた負担部分（b 群）

を使用周波数幅に応じた負担に一本化すべきとの意見に加えて、無線局数に応じた

負担部分（b 群）に係る徴収額が既に上限額に達している携帯電話事業者等からは、

毎月の開設した無線局数の届出等の事務負担を軽減して欲しいとの要望があった。 

これらを踏まえて、電波利用料額の見直しにおいては、現行どおり a 群と b 群に分

けて料額を算定し、使用周波数幅と無線局数のそれぞれに応じた負担を求める方法

は維持しつつも、既に上限額に達している携帯電話事業者等については、負担総額

には影響を与えずに、事務負担を軽減するような徴収手続きを検討することが適当で

ある。 
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④ 公平な負担の在り方 

 

（ア）受益者たる無線局免許人による公平な負担の在り方 

電波利用料は、無線局全体の受益を直接の目的として行う事務の処理に要する費

用（電波利用共益費用）を、その受益者である無線局の免許人等に公平に分担して

いただくためのものであり、現行の電波利用料制度は、これまでの料額改定の度に

行われた免許人等の受益と負担の公平性についての検討の結果が反映されたもの

である。 

このような受益と負担の公平性について、意見募集やヒアリングにおいて、免許人

から 

 電波利用料の見直しによって、NHKの負担増につながることのないよう要望。 

 受益者である無線免許人が公平に利用料を負担するという電波利用料制度の

趣旨を踏まえ、特定分野の事業者に負担割合が偏ることのないように、電波利

用料額の見直しの検討を要望。 

といった意見が示された。 

今回の電波利用料額の見直しにおいては、現行の電波利用料制度の考え方を基

本としつつ、免許人等の意見等を踏まえて行われており、免許人等の受益と負担の

公平性は保たれていると考えられる。 

 

（イ）免許不要局の負担の在り方 

現行の電波利用料制度では、免許不要局から電波利用料は徴収していない。 

構成員の発言において 

 電波利用共益事務の要件で「無線局全体の受益が直接の目的」としているが、

免許不要局の利用者は受益しているにもかかわらず電波利用料を負担していな

い。将来的には免許不要局に関する受益と負担の関係を検討すべきではない

か。 

 移動体事業者が行うサービスと IoT との棲み分けによるかもしれないが、免許不

要局にも負担を求められればそれに越したことはない。ただ現実的には難しい課

題。 

といった、無線局全体の受益と負担の在り方を検討するにあたって免許不要局が電

波利用料を負担していないことについての考慮が必要ではないかとの考え方が示さ

れた。 
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免許不要局については、電波利用料の負担方法について慎重な検討を要する一

方、IoT 機器の普及等を鑑みれば、今後ますます増加することが予想される。今後の

無線局の普及状況や諸外国における動向等を鑑みつつ、引き続き検討すべきであ

る。 

 

（ウ）テレビジョン放送に係る電波利用料の料額区分の見直しの是非 

現行の放送局に関する電波利用料額は、無線局免許を受けた放送局の局数、空

中線電力等を勘案して算定している。料額の区切りについても、免許を受けた放送局

の空中線電力の分布等を考慮して定められている。 

意見募集において、放送事業者から 

 テレビジョン放送を行う基幹放送局の電波利用料について、空中線電力が 20mW

未満で 1,000円という金額が、20mW以上では約 200倍（192,300円）になる。ギャ

ップフィラーの出力上限値が 50mW ということもあるが、電波利用料が 1,000円で

済む空中線電力の上限値を 20mW未満から 50mW未満に変更することの検討の

是非。 

といった、テレビジョン放送に係る電波利用料の料額区分を空中線電力の上限値に

ついて 20mWから 50mWに見直すよう求める意見が示された。 

仮に小規模な無線局の空中線電力の上限値を 20mW から 50mW 未満に見直した

場合、20mW 以下の無線局を開設している既存免許人の負担が増加すると考えられ

る。従って、引き続き、現在適用されている料額区分に基づいて電波利用料を算定す

るのが適当である。 
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２．電波の監理・監督に関する制度見直し 

（１）近年の制度改正 

無線通信の更なる高度化へのニーズと期待が高まる中、進展する技術を活用しつ

つ有限希少な電波を最適な形で有効利用できるよう、適時に制度改正が行われてき

ている。法における近年の主な制度改正の概要は以下のとおりである。 

 

【無線局の免許等に関する事項】 

 

（ア）登録局制度の導入（平成 16年改正：法第 27条の 18） 

事前規制から事後規制への規制緩和による電波の自由利用推進を目的として、一

定の条件を満たす無線局を開設する際に、無線局の免許に代えて総務大臣の登録

を受ける登録局制度を導入した。 

 

（イ）免許不要局の拡大（平成 22年改正：法第４条） 

小電力の無線局における免許不要局の条件の一つであった「空中線電力0.01W以

下」の規定について、通信エリア拡大等のニーズに応えるため、「空中線電力１W 以

下」に変更し、免許不要局の対象を拡大した。 

 

（ウ）無線局に係る外資規制の見直し（平成 22年改正：法第５条） 

無線局開設に係る外資規制の対象となっていた電気通信業務用以外の固定局に

ついて、主な免許人である電力会社、ガス会社等の外資比率の状況や外資規制を廃

止した場合に我が国の電波利用に及ぼす影響等を踏まえ、外資規制の適用対象か

ら除外した。    

 

（エ）無線局の目的の複数化（平成 22年改正：法第６条、第７条） 

電波利用の柔軟化を促進し、電波のより能率的な利用を促進するため、無線局の

主たる目的に支障のない範囲で、一つの無線局が複数の目的を有することを可能と

した。 

 

（オ）携帯電話基地局等の包括の免許化（平成 22年改正：法第 27条の２） 

携帯電話基地局等のうち、適合表示無線設備のみを使用し、目的や通信の相手
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方、周波数、無線設備の規格等が同一であるものについて、複数の無線局を包括し

て対象とする免許を受けることを可能とした。 

 

 

【無線局の検査に関する事項】 

 

（カ）登録検査等事業者制度の導入（平成 22年改正：法第 24条の２～第 24条の 13、

第 73条、第 110条の２、第 111条） 

電波法で定める無線局の検査について無線局の負担を軽減するため、無線設備

等が法令に適合していることを検査又は点検（検査等）を行う能力を有するとして総

務大臣の登録を受けた者（登録検査等事業者）が無線局の検査等を行い、免許人か

ら当該検査等の結果の提出があった場合、無線局の検査の全部又は一部を省略す

ることを可能とした。 

 

（キ）無線検査簿の備付義務の廃止（平成 22年改正：法第 60条） 

無線局の検査履歴が総合無線局管理ファイルで容易に参照可能となったことなど

から、免許人の負担を軽減するため、無線検査簿（検査の年月日・結果等を記載した

書面）の無線局への備付け義務を廃止した。 

 

 

【無線設備の基準認証制度に関する事項】 

 

（ク）技術基準適合証明等を受けた者の名称、住所等の変更届出制度（平成 22 年改

正：法第 38条の６、第 38条の 24、第 38条の 29～第 38条の 31）  

技術適合証明及び工事設計認証（技術基準適合証明等）を受けた特定無線設備

の実態を把握するとともに、報告徴収や立入検査等の処分の相手方となる技術基準

適合証明等を受けた者の特定等を行うため、名称、住所等を変更したときに、その旨

を総務大臣に届け出ることを義務付けた。   

 

（ケ）技術基準適合命令制度（平成 22年改正：法第 71条の５） 

携帯電話端末の発火・発熱等といった無線局の運用停止命令等では適切かつ必

要最小限の措置を講じられない無線設備の技術基準違反について、違反の内容に

応じた適切な措置を確保するため、総務大臣が免許人等に対し当該無線設備を技術

基準に適合させるよう命ずることを可能とした。  
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【無線局の運用に関する事項】    

 

（コ）非常時の免許人以外の者による運用の導入（平成 19 年改正：法第 70 条の７、

第 80条） 

災害時等に、免許等を受けずに簡易な手続で一時的・臨時的に無線局を利用した

いというニーズが顕在化したことから、非常時に、無線局の免許人以外の者に一定

の条件の下で無線局を運用させることを可能とした。 

 

（サ）登録局の登録人以外の者による運用の導入（平成 19 年改正：法第 70 条の９、

第 80条） 

ナノセルの PHS 基地局をビル管理者に運用させたいという要望等を踏まえ、無線

設備の操作が簡易で登録人以外の者による運用によっても当該無線局や他の無線

局の運用に支障がないと認められる無線局について、登録人の監督の下、登録人以

外の者にも無線局を運用させることを可能とした。    

 

（シ）無線局の運用の特例の追加（平成 20年改正：法第 70条の８、第 80条） 

フェムトセル方式の超小型基地局を活用した不感エリア解消の目的から、高層ビ

ル等の免許人の立入りが困難な場所において建物管理者等の免許人以外の者が無

線局を運用することに対する要望が高まったため、建物管理者、再販事業者や利用

者等が超小型基地局の復旧や移設のための運用をすることを可能とした。 

  

 

【その他】 

 

（ス）特定周波数終了対策業務の導入（平成 16年改正：法第 71条の２） 

携帯電話等の新規の電波需要に対応するための電波再配分を迅速に行うため、

既存システムの利用者に対して、国が一定の給付金を支給し、自主的な無線局の廃

止を促す特定周波数終了対策制度を導入した。   

 

（セ）無線局免許が効力を失った場合の電波発射の防止措置の見直し（平成 22 年改

正：法第 78条） 

空中線と無線設備本体が一体となった無線設備について、空中線の撤去が物理

的に困難であり、空中線撤去の際には誤発射等を生じるおそれがあるため、無線局 
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の免許失効時に電波の発射を防止するための必要な措置として、空中線の撤去の

ほかに電池を取り外すこと等の措置を追加した。 

 

 

○平成 26年電波法改正について 

「電波法の一部を改正する法律」（平成 26 年第 26 号）においては、電波の有効利

用を促進する観点から、電波利用料制度に係る改正の他に、以下の４点について改

正が行われた。 

 

（ア）技術基準適合証明等の表示方法に係る規定の整備 

 技術基準適合証明等を受けた特定無線設備を組み込んだ製品の製造業者等が、

当該特定無線設備に付されている技術基準に適合することを証明する表示を製品に

適切に転記することを可能とした。 

 

（イ）第三者による特別特定無線設備の修理にかかる規定の整備 

 携帯電話端末等の特別特定無線設備について、修理業者が修理を行う場合に技

術基準が維持される範囲を明確化した。また、総務大臣に登録を行った修理業者が

行う電波特性に影響を与えない修理について、当該修理業者が修理の適切性を自

己確認した場合は、当該修理事業者が技術基準へ適合することを証明する表示を付

すことを可能とした。 

  

（ウ）無線局情報の公表範囲の拡大 

 電波行政の透明性の確保や電波の有効利用を一層促進する観点から、特定無線

局の無線設備の設置場所を含む特定無線局の開設届及び包括登録局の開設届の

記載事項の一部も、公表の対象とすることを可能とした。 

 

（エ）登録検査等事業における検査を行う者の資格要件の見直し 

 登録証明機関の証明員や登録検査等事業者の判定員に求められる資格を見直す

とともに、判定員となるために必要な業務経験年数を点検員の業務経験がある場合

には短縮することとした。 
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○平成 27年電波法改正について 

「電気通信事業法等の一部を改正する法律案」が平成 27年５月 22日に法律第 26

号として公布された。本法律は、2020年代に向けて我が国の世界最高水準の ICT基

盤を更に普及・発展させるために、電気通信事業法、電波法及び放送法の改正を行

うものであり、平成 28 年５月 21日から施行となっている。 

この中で、電波法に関しては、以下の３点について改正が行われた。 

 

（ア）海外から持ち込まれる無線設備の利用に関する規定の整備 

従来は、我が国の技術基準に適合することが確認されている無線設備のみ国内

発行 SIMでの利用や Wi-Fi機能等の利用が可能であった。 

しかし、訪日観光客が海外から持ち込んだ無線端末の利用に対するニーズが高い

ことから、これらに加え、海外から持ち込まれる携帯電話端末について、当該無線設

備が我が国の技術基準に相当する技術基準に適合する場合は、総務大臣の許可を

受けた国内事業者の SIM による利用を可能とした。また、海外から持ち込まれる

Wi-Fi 端末等については、我が国の技術基準に相当する技術基準に適合する場合に

おいて、訪日外国人等が我が国に入国してから滞在する一定期間の利用を可能とし

た。 

 

（イ）技術基準に適合しない無線設備への対応 

電波利用環境を維持する観点から、他の無線局に著しい妨害を与えた無線局に用

いられた技術基準に適合しない無線設備（基準不適合設備）の製造業者・販売業者

に対して総務大臣が勧告し、その旨を公表できる勧告・公表制度が導入されているが、

依然として一部の製造業者・販売業者により技術基準に適合しない無線設備が広範

囲に流通し他の無線局に妨害を与えていた。 

そのため、無線設備の製造業者・輸入業者・販売業者に対し、技術基準に適合し

ない無線設備を販売しないように努力義務を新たに規定した。また、基準不適合設備

を製造・輸入・販売する者に対する総務大臣の勧告の要件を見直すとともに、勧告に

従わない者に対する罰則規定のある命令措置を新たに規定した。 

（ウ）電気通信業務に用いる特定基地局の開設計画の認定等に関する制度整備 

今回の電気通信事業法の改正により、第二種指定電気通信設備を設置する電気

通信事業者等が一定以上の回線・端末シェアを占める設備設置事業者と合併する場

合等において、経理的基礎等の事業運営や公正競争に与える影響を審査するため、
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電気通信事業の登録の更新を行うことが義務付けられた。 

そのため、認定開設者が円滑に特定基地局を開設することを確保する観点から、

開設計画の認定において電気通信事業の登録を受けていることなどを認定の審査

基準とした。また、電気通信業務に用いる特定基地局の認定を受けた者が電気通信

事業の登録の取消しを受けた場合には当該認定を取り消すこととしたほか、電気通

信業務に用いる無線局の免許人等が電気通信事業の登録の拒否等を受けた場合に

は、当該免許等を取り消すことを可能とした。  
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（２）制度見直しの具体的な方向性 

電波の監理・監督に関する制度については、（１）で記載したとおり進展する技術を

活用しつつ有限希少な電波を最適な形で有効利用できるよう適時に制度改正が行わ

れてきているところであるが、こうした改正された制度を含めて、2020年に向けて新た

な無線システムを導入等できるよう不断の見直しが必要である。本件について、当懇

談会では、次の論点を示して広く意見を募集し、そこで提出された 86 件の意見や別

途実施したヒアリングでの意見等を踏まえて今回検討を行ったところであり、以下の

①～⑦のとおり制度見直しの具体的な方向性を示すものである。 

○ 新たな無線システム等の導入・普及に向けた制度上の課題を解決するための方策 

【論点】進展する技術革新や国際的な周波数調整等を踏まえ、2020年に向けて新たな無線シ

ステムを導入・普及させるための制度上の課題や解決するための方策は何か。例えば、

以下についてどう考えるか。 

・センサーネットワークや小型無人機（ドローン）、新たな衛星通信システム等を迅

速に導入させるための制度の在り方 

・ワイヤレス電力伝送システムや近距離無線通信（NFC）等の市場展開を加速させるた

めの制度上の方策 等 

○ 電波の監理・監督に関する規律やその在り方 

【論点】新たなシステムの普及や、無線通信ネットワークが国民生活にとって不可欠なもの

となることに伴い、電波利用環境の保護等のために必要となる規律やその在り方はど

うあるべきか。例えば、以下についてどう考えるか。 

・技術基準への適合性を適切に審査するための無線局の検査制度の在り方 

・移動通信システムの無線局を適切に監理するための開設計画認定制度の在り方 等 

 

 

① 新たな無線システムの導入・普及等に対応した免許制度関係 

 

（ア）WRC-15の結果を受けた制度整備 

1999年に船舶の遭難に係る捜索救助活動を可能とする通信システムとして海上に

おける遭難及び安全に関する世界的な制度（GMDSS(Global Maritime Distress and 

Safety System)）6が完全導入されたが、その後は船舶自動識別装置（AIS（Automatic 

                                                   
6 船舶がどのような海域で遭難しても、デジタル通信技術や衛星通信技術を用いて発信する遭

難警報が陸上の捜索救助機関や付近を航行する船舶に確実に受信されることにより、捜索救助

機関と船舶が一体となった捜索救助活動を可能とする制度。 
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Identification System））7の導入等があったものの、海上通信は音声通信が主体とな

っており、通信方式も旧方式にとどまっている。他方、近年は海上通信におけるデー

タ通信の利用や船舶航行等における衛星通信システムの利用ニーズが高まっている

ことから、世界無線通信会議等において、現行 GMDSS機器の高度化を基本とした新

たな海上通信システムの導入に向けて検討が行われてきた。 

そうした中、昨年開催された世界無線通信会議（WRC-15）において、衛星経由で

広範囲の船舶から気象海象情報や船舶機器情報等を収集することを可能とするアプ

リケーション・スペシフィック・メッセージ（ASM）用の周波数が AIS 用周波数として新た

に割り当てられた。 

新たな衛星 AIS 通信システムは船舶の航行安全に資するとともに、当該システム

で収集される情報を用いた新たなビジネスの創出等8につながる可能性がある。 

そのため、WRC-15 の結果を受けて新たに分配された周波数について、当該周波

数を利用した海上サービスを早期に導入するために、速やかな制度整備を行うべき

である。 

また、世界無線通信会議においては、国際 VHF 帯9を利用したデジタルデータ通信

用の周波数及び技術基準が定められている。10 

将来的に国際 VHF 帯にデジタルデータ通信が導入されることによって、海上にお

ける人命の安全の向上、物流の効率化、船内居住環境の向上などに寄与する様々

なサービスが実現可能になるとともに、ひっ迫している AIS 用周波数帯が緩和される

ことが期待されている。 

このような国際VHF帯へのデジタルデータ通信の導入を行うために、現在アナログ

音声通信用として使用している国際 VHF帯全体を圧縮することにより、新たな周波数

の割り当てを要せず、デジタルデータ通信用の周波数を確保することとなる。その場

合、音声通信用からデジタルデータ通信用に変更された帯域を使用している既設無

線局を、国際 VHF帯の中の他の音声通信用の周波数帯に移行させる必要がある。 

                                                   
7 船舶の位置、針路、速度などの情報を自船から他の船舶や地上の無線局（海岸局）等に対して

自動的に送信する無線システム。 
8 ASMを利用して全地球上の船舶から衛星経由でリアルタイムかつ広範囲な気象海象情報や船

舶機器情報を収集・配信する事業が検討されている。（第６回制度ワーキンググループ、株式会

社 IHI ヒアリング資料）。 
9 海上における船舶の遭難・安全通信、港務通信、船間通信や水先業務等用に全世界で共通に

使用できるよう無線通信規則によって割り当てられた周波数帯。 
10 WRC-15 において国際 VHF 帯におけるデジタルデータ通信（VDES）の導入が決定され、国際

条約加盟国は平成31年1月1日までにVDESを導入できる環境を整えることが求められている。 
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総務大臣は法第 71条第 1項に基づく無線局の周波数変更命令を行うことができるが、

その場合、総務大臣は同条第 2 項に基づき当該無線局の免許人に対し損失補償を

行う義務が生じる。 

現在、周波数変更命令の対象となりうる無線局は、船舶局が約 15,000 局、海岸局

が約 120局に上る。これらの無線局を円滑に移行させ、早期に国際 VHF帯へのデー

タ通信導入を進めるためにも、このような国際条約に基づき必要となる周波数変更に

係る費用は、今後も国が負担11すべきである。また、補償に要する費用の財源につい

ては、１．（２）②（エ）に述べたように、電波利用料財源の活用も検討することが適当

である。 

 

図表 43 国際 VHF帯へのデジタルデータ通信導入 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）新たな無線システム導入等のための適切な周波数割当て 

近年、パソコンやスマートフォン等の従来型の ICT端末に限らず、自動車・家電・ロ

ボット・施設等の多様な「モノ」がセンサーと無線通信を介してインターネットの一部を

構成する IoT が急速に進展しており、IoT を活用したサービスにより、エネルギー、医

療等の電気通信以外の様々な分野で新たな電波の利用が広がっている。また、新た

な無線システムとして、小型無人機（ドローン）が急速に普及し、撮影・農薬散布・イン

フラ点検等の分野で利用が広がっており、新たな産業・サービスの創出や国民生活

の利便性や質の向上に資することが予測される。今後も、技術の進展に伴い様々な

                                                   
11 過去には、AIS 導入のため、平成 15 年 3 月 31 日までに変更の指定を受けた国際 VHF 帯の

ch87 及び ch88 を使用するマリン VHF 無線局（海岸局及び船舶局）に対し、法第 71 条に基づく

損失補償を行っている。 
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分野で電波を利用した新たな無線システムの導入が期待されている12。 

このように、電波を利用した無線システムは、我が国の国民生活及び社会経済活

動の重要なインフラとなってきている。 

そのため、センサーネットワーク、ドローン、IoT 等の新たな無線システムの導入等

に向けて、国際的な周波数検討の状況注視・積極的参画を行いながら、それぞれの

システムの特性を踏まえつつ、適切な周波数割当て等を行っていくべきである。 

 

（ウ）新たな電波利用の進展に向けた電波の監理・監督に関する制度 

電波は有限希少な国民共有の資源であることから、貴重な電波資源が最適な形で

有効利用されるように電波利用環境を維持していくことが必要である。技術の進展に

伴い多様な無線局による新たな電波利用が進んでおり、IoTに用いられる新たな無線

システム導入等に向けて諸外国においても制度対応が行われた事例がある13。 

我が国においても IoT に用いられる新たな無線システム等による電波利用の進展

に伴い、既存の制度の枠内においてシステムの導入や適切な電波利用環境が円滑

に行えるかどうかを確認し、必要とされる場合には新たな電波利用に向けて今後も適

切な電波監理・監督に関する制度の見直しを検討すべきである。 

 

② 開設計画認定制度関係 

 

（ア）開設計画認定の審査基準等 

スマートフォン等の普及に伴い、移動通信事業者により提供される電気通信業務

用の携帯電話及び BWA（以下「携帯電話等」という。）の無線通信ネットワークは国民

の日常生活に不可欠となり、我が国の社会経済活動や国民生活の重要な基盤を構

成するに至っている14。3.9 世代移動通信システム（LTE）及び広帯域移動無線アクセ 

                                                   
12 １（２）②（オ）～（キ）に述べたように、IoTや無人航空機に関する研究開発、実証、国際標準等

について、電波利用料により推進すべき課題を提言している。 
13 米国では、6GHz 帯を使用する芝刈り用ロボットの屋外利用について、生じ得る混信の度合い

や新たな電波利用の導入により生じる便益等を勘案し、一定の条件を付した上で当該システム

を既存の規制の対象外とするなど、新たな無線利用導入のため制度の柔軟化を行った例があ

る。他方、フィンランドにおいては、無人航空機の技術基準適合性の調査を行った結果、調査対

象の約半数が技術基準に適合していなかったことを受け、技術基準を満たさない無人航空機の

販売及び輸入を禁止した例がある。 
14 携帯電話等の移動通信システムの陸上移動局については 1億 9,138万局（平成 28年 3月末）

と全免許局の９割以上の局数開設されており、基地局については約 50 万局以上が全国的に開

設され人口カバー率 99％以上となる面的サービスエリアを構築している。 
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効利用や能率的な利用に関する事項が重要な審査基準として位置づけられている16。

また、近年のデータ通信の高速化の進展やキャリアアグリゲーション等の普及により

事業者の保有周波数が事業者間の競争力に大きな影響を与える要素となっている。

よって、移動通信システム用の周波数の割当てにおいては、技術革新に対応した周

波数利用の効率性や保有周波数が事業者間の競争環境に与える影響を考慮する必

要がある。 

そのため、開設計画の審査基準において技術革新に対応した周波数の有効利用

を確保する観点とともに、新規参入や MVNO 等による競争促進を含めた当該周波数

を用いる事業者間の公平性の観点を考慮すべきである。また、開設計画の認定制度

の重要性が高まる中で、制度について分かりやすい周知を行うべきである。 

 

図表 45 開設計画認定制度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                                                   
16 特定基地局の配置や開設時期に関する事項として「人口カバー率」や「特定基地局の開設局

数」、特定基地局の無線設備に係る電波の能率的な利用を確保するための技術の導入に関す

る事項として「小セル化」、「適応多値変調方式や空間多重技術」、「キャリアアグリゲーション」

の導入等が定められてきている。 
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（イ）開設計画の実効性を高めるための監督    

開設計画の認定期間中については、開設計画の認定を受けた電気通信事業者が

排他的に無線局免許の申請を行うことができることから、開設計画に従って基地局の

開設・運用が着実に進められることが技術革新へ対応した周波数の有効利用を確保

する観点から必要不可欠である。 

平成 19 年以降の開設計画の認定においては、認定期間中の開設計画の進捗状

況を把握するため、総務大臣は開設指針に基づき四半期毎の進捗状況を示す書類

の提出を認定開設者に義務づけており、開設計画の着実な実施をモニタリングして

いる。また、平成 24 年以降の開設計画の認定においては、総務大臣は認定開設者

から提出された報告を確認し、確認結果を付した上でその概要を公表している。この

ように、認定期間中において開設計画の進捗状況の把握が行われているが、開設計

画が遵守されなかった場合の電波法に基づく是正の手段は開設計画認定及び無線

局免許の取消しのみであり、当該取消事由は開設計画の懈怠等に限定されている

（法第 27条の 15）。 

認定期間中の開設計画の実効性を高めることは重要であるが、既に当該周波数を

用いた移動通信システムによる電気通信役務の提供が開始されている際にこのよう

な開設計画の認定の取消しや免許の取消しを行った場合には、当該移動通信システ

ムを用いた電気通信役務の提供が中断されることとなり国民に与える影響や認定開

設者等が負うコストは大きい17。 

そのため、移動通信システム用の周波数の有効利用の重要性が増す中で、認定

期間中の開設計画の実効性を高めるため、認定開設者に対して様々な強弱の監督

手段を組み合わせた重層的な監督措置18を確保すべきである。 

 

（ウ）認定期間終了後の周波数の有効利用の確保 

電気通信業務用の移動通信システム向けの周波数帯は非常に公益性が高く、国

民の生活にとっても、あるいは事業者の公正な競争という観点からも見ても、特別な

重要性を有している。 

開設計画の認定の有効期間は、当該認定の日から起算して５年（終了促進措置

の場合は 10年）以内となる（法第 27条の 13第６項）が、開設計画には更新等の手続

が設けられておらず、認定期間終了後には移動通信システム向けに割当済みの周

                                                   
17 開設計画の認定及び免許等が取消された場合、当該周波数が有効利用されるためには周波

数の再割当て・再配分・無線局開設等を経る必要があるため時間がかかることとなる。 
18 認定及び免許等の取消しに加えて、勧告・公表・命令等の監督手段を確保する。 
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波数の有効利用状況を継続的に把握し十分確保することができないおそれが指摘さ

れるため、認定期間終了後も移動通信システム向け周波数の有効利用を確保する

ための手法について検討が必要である。 

 

(i) 周波数の有効利用に関する計画及びその進捗状況の確認・公表 

移動通信システム向け周波数の有効利用に向けたインセンティブを継続的に確保

する観点から、周波数の有効利用に関する計画の提出を受けてその内容を確認する

こと等を検討することが適当である19。 

また、周波数の有効利用の状況について定期的に確認・公表する仕組みを検討す

べきである。具体的には、電気通信業務用の移動通信システム向け周波数帯の免許

を取得している事業者から、総務大臣が周波数有効利用の状況について毎年定期

的に報告を受けた上で、これを公表する仕組み等を検討することにより、周波数の有

効利用に向けた正のサイクルが回るような仕組みを検討することが適当である20。  

 

図表 46 周波数の有効利用を確保するための手法の例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                                                   
19 特に、広域専用電波として、広範囲の地域において同一の者により相当数開設される無線局

に専ら使用させることを目的として総務大臣が指定する周波数（法第 103条の２第 2項）を用い

る場合などについては、その継続的な有効利用が求められる。 
20 電波は有限希少な国民共有の資源であり、電気通信事業者から提出された定期報告の結果

を総務大臣が国民に対するエージェントとして公表する仕組みを構築することにより、国民生活

に密接な関わりのある公益性の高い重要な移動通信システム用周波数の有効利用の状況を

消費者でもある国民が定期的に開示され、電波の有効利用への関心を持ち消費行動を行うこ

とが可能となり、事業者もこれを受けて周波数の有効利用に向けた健全な競争をしていくなど、

正のサイクルが回るような仕組みを整えることが重要であるとの指摘がされている。 
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(ii) 移動通信システム単位による再免許 

移動通信システム向けの周波数帯については、社会経済や国民生活の基盤を提

供するために必須であるが、移動通信システムに適した 3GHz 以下の使いやすい周

波数帯において今後多くの追加割当てが見込めず、かつ、超高速モバイルブロード

バンドのトラヒックの継続的な増加や新たなサービス需要に対応するためにその有効

利用を継続的に確保していく重要性が高まっている。 

無線局を開設するためには総務大臣より免許を付与される必要があり（法第４条）、

免許の有効期限は免許の日から起算して５年以内の総務省令の定める期間となる

が、有効期限前に申請を行うことにより再免許を取得することも可能である（法第 13

条第１項）。再免許は無線局の免許の有効期間の満了と同時に旧免許内容を存続し

そのまま新免許に移しかえるという新たに形成する処分(免許)であり、新たに電波利

用の禁止を解除すること等が適当であるかの審査が行われるものであるから、再免

許は免許の更新ではない。しかし、電気通信業務用の移動通信システムの基地局の

再免許については、個別の免許単位で申請され審査が行われるため、既割当済周

波数に係る再免許時に移動通信システムとしての周波数の有効利用の度合いを把

握し審査することが難しい状況となっている。 

そのため、移動通信システム向けの周波数の有効利用を継続的に確保する観点

から、再免許申請について、移動通信システムとしての周波数の有効利用の状況を

踏まえて審査できる仕組みとして再免許を個々の無線局免許単位ではなくシステム

単位で行う21こと等を検討すべきである。なお、制度的に再免許は更新ではないが、

免許人は実質的に再免許を前提としてビジネスを行っている場合が多いため、再免

許が認められる基準等を予め明らかにすること等により予見可能性を高めることが重

要22である。 

 

  

                                                   
21 例えば、制度的に総務大臣が移動通信に係る電気通信業務用無線局である携帯電話等の基

地局及び陸上移動局について、無線局免許を付与する際にその有効期間が同時に満了する

ように規定すること等が可能である。 
22 欧米において、カバレッジ義務等が免許条件として課され、規制機関は報告を受けて進捗状

況を厳密にチェックし報告概要を公表するとともに、違反している場合には周波数を返上させた

り、制裁措置を課したりすることが制度化されている。また、例えば仏国の 1800MHz 帯のように、

再免許の際に周波数の割当幅や割当周波数を変更することにより再編を行った事例などもあ

る。なお、我が国においても、電波の利用状況調査の調査結果等を踏まえて周波数再編アクシ

ョンプランが策定され周波数再編が行われており、再編対象とされた無線局は一定期間経過

後には再免許が行われないこととなる。 
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③ 周波数調整・共用・再編関係 

今日、スマートフォンの普及や大容量データ通信利用の増加等により移動通信シ

ステム用の周波数がひっ迫しており、今後も IoT等の新たな電波利用に伴い、周波数

のニーズが高まることが予想される。新たな電波利用システム導入等に向けた周波

数を確保するため、総務大臣は、電波法で定める周波数帯を３つに区分し、区分ごと

に毎年度順番に電波の利用状況の調査・評価を実施しており、当該評価結果に基づ

き周波数の移行や再編の方針を定める周波数再編アクションプランを策定している。

このように周波数の有効利用に向けた継続的な周波数再編の仕組みが構築されて

いるが、電波は有限希少な資源であることから、電波利用の進展による新たな無線

システムの導入等における周波数の割当てにおいて、専用周波数帯の割当てが困

難な場合が増加することが見込まれている。 

一方、移動通信事業者においては国際的に幅広く利用されている 3GPP による国

際標準バンドを中心に周波数割当てへのニーズが高いものの23、現在携帯電話等に

割り当てられていないが、利用しやすい周波数帯の多くには公共業務用システム、衛

星システム及びレーダー等の既存の他の無線システムが存在している。移動通信シ

ステム向けに新規周波数を割り当てるには既存システムとの周波数の共用又は既存

システムの周波数移行等が必要となる場合が多いことに十分留意する必要がある。 

衛星業務、公共業務等は周波数移行が容易ではないため、携帯電話等の移動通

信システムはこれら異業務用の無線システムとの周波数共用を前提条件として無線

局を開設する必要があり、無線局免許の前提として共用可能性を確認する場合が増

加していく見込みである。 

周波数がひっ迫する中、新たな電波利用の進展に伴う周波数の需要に対応するた

めには、周波数の共用が必要となる24が、個別の免許人間の調整にまかせる場合に

は、その調整に時間を要することで周波数の効率的な利用に支障をきたすおそれが

ある25。また、免許不要局に係る周波数共用では、無線局において自律的な使用周

波数の調整が行われる必要がある。 

                                                   
23 第２回制度ワーキンググループヒアリング資料によると、(株)NTT ドコモは 1.7GHz 帯、2.3GHz

帯及び 3.5GHz帯、KDDI(株)は 1.7GHz帯及び 2.3GHz帯、ソフトバンク(株)は 1.7GHz帯、2.3GHz

帯及び 2.5GHz帯の割当てを希望している。 
24 例えば、3.5GHz 帯において、第４世代移動通信システムと衛星通信システムの周波数共用が

必要とされている。 
25 異業務用の無線局及び携帯電話等の移動業務用の無線局を含めた複数免許人の無線局開

設状況等も加味した上で共用可能性を判断する必要があることから、無線局免許人間の個別

の調整のみでは必要な調整の実施が完了できない恐れもあり、多数の免許人間で調整が難航

することなどにより周波数の有効利用が阻害されるおそれも高い。 
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そのため、周波数の共用を促進することを目的として、周波数の共用可能性の判

断や免許人間の調整等を容易にするための仕組みや無線局の自律的な調整により

周波数共用を可能とする技術的方策を検討すべきである26。また、今後、異なるシス

テム間で周波数をデータベース等に基づき運用調整をしながら柔軟に共用するため

の枠組みを検討していく必要性も指摘される。具体的には、１．（２）②（ウ）で述べた

共用可能性の確認・調整のシステムが考えられる。 

 

 

④ 地域 BWA関係 

BWA は、電気通信業務として主としてデータ伝送を行うシステムであり、地域 BWA

は、全国を対象に公衆向けの広帯域データ通信サービスを行う全国 BWA とは異なり、

デジタル・ディバイドの解消や地域の公共サービスの向上等当該地域の公共の福祉

の増進に寄与することを目的として一市町村（社会経済活動を考慮し地域の公共サ

ービスの向上に寄与する場合は、二以上の市町村区域）を対象にサービスを提供す

るものとして制度化27されており、2009 年度(平成 21 年度)から順次サービスが開始さ

れている。 

その後、2014年（平成 26年）に開催された電波政策ビジョン懇談会において、地域

BWA の電波の利用状況調査及び利用意向調査の結果28を踏まえ、意見募集及びヒ

アリング等を経た上で、地域 BWA の周波数帯の今後の有効利用について検討が行

われた。その結果、WiMAX Release 2.1AE や AXGPの高度化方式の導入等を可能と

するための制度改正を速やかに実施すること、市町村との連携等を参入の要件とし

て明確化すること、公平な競争環境の維持を図るため適切な措置を講じることが提言

されるとともに、地域 BWA の新規参入が進まず、また MVNO としての事業展開の拡

大が見込まれる場合は、所要の経過期間を講じた上で、一市町村を単位とした割当

てを見直し全国バンド化を検討することが提言29された。また、地域 BWA 事業への参

入を促進するための取組を充実させるべき30との指摘が行われた。 

                                                   
26 妨害干渉を防止した上で周波数共用を通じて周波数の効率的利用を図るためには、共用可能

性判断モデルの検討結果を踏まえた確認・調整システムであるシミュレーションツールを構築し

て、第三者が客観的に照会・相談業務に対応可能とすること等により、迅速な無線局の開設を

可能とし電波の適正な利用を確保すること等も考えられる。 
27 2575MHzから 2595MHzの周波数の範囲内で 2007年（平成 19年）に制度整備された。 
28 2012 年度（平成 24 年度）に 2.5GHz 帯 BWA について臨時の電波の利用状況調査を実施し、

2013年（平成 25年）4月に調査結果を公表。これによると、地域 BWAについては約 95%の市町

村で無線局が開設されておらず、有償サービスを提供する免許人は約半数であった。 
29 電波政策ビジョン懇談会中間とりまとめ（2014年（平成 26年）7月） 
30 電波監理審議会において、地域 BWA の活性化が図られることが望ましいため、地域 BWA 事

業への参入が促進されるための取組を充実させるべきとの指摘があった。 
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図表 49 地域 BWAシステムの無線局の開設状況（2016年（平成 28年）5月末時点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域 BWA は、高度化サービスの導入や導入に向けた検討が進められている状況

であり、災害対策・防犯対策・医療福祉・教育等の地域の公共サービスの向上やデジ

タル・ディバイド解消等に資することが期待されており、地域 BWA の回線を活用して

柔軟に通信の優先度や専用回線を設定することにより地域の実情やニーズに応じた

様々な活用事例も出てきているところである31。 

地域 BWA は価値の高い周波数帯を用いているが、現段階においては高度化シス

テムの導入が進展しつつあるとはいえ、カバレッジは依然として低い状態にあり、そ

の利用が大幅に進んでいるとは言えないとの指摘も行われている。一方、全国 BWA

                                                   
31 伊丹市等における安全・安心見守りカメラやビーコン受信機による見守りサービスのバックボ

ーンに地域 BWA の回線を利用している事例（第６回制度ワーキンググループ、阪神電気鉄道

（株）ヒアリング資料）、（株）コミュニティネットワークセンター（CNCI）による河川監視カメラの映

像提供や行政・避難所・公共機関向けの緊急用連絡回線の事例、（株）愛媛 CATV による地域

内における Wi-Fi アクセスポイントのバックボーンや遠隔授業用の校内ネットワークのために地

域 BWA の回線を利用する事例（第６回制度ワーキンググループ、（一社）日本ケーブルテレビ

連盟ヒアリング資料）。 
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事業者の協力により 20MHz幅が利用可能となったのは 2015年（平成 27年）7月のこ

とであり、高度化方式による地域BWAが普及するにはしばらく時間を要するとの意見

もある32。 

そのため、地域 BWA の周波数帯の有効利用を図る観点から地域 BWA の普及が

進まなければ制度の見直し等が必要であることから、各地域における地域 BWAの周

波数の利用状況について定期的に確認・公表することとした上で、地域に密着した公

共の福祉を増進する観点からその制度について一定の期間維持をすべきである。 

また、地域 BWA の利用が進展しない理由の一つとして、地域 BWA 制度や有用性

に関する認知度が低いことが挙げられるため、地域 BWA の周波数の有効利用を確

保する観点から、制度趣旨や有用性の認知度を向上させるように、地域におけるサ

ービス提供主体となる企業や地方自治体等に対して一層の周知・広報を行うとともに、

活用事例の横展開を図るための情報共有を進めることが望ましい。 

 

 

⑤ 検査制度関係 

 

（ア）登録検査等事業者制度における無線局の検査・点検 

無線局の免許人は、総務省令で定める時期ごとにその無線設備等の検査を受け

る必要がある（第 73条第 1項）。これらの検査においては、免許人の負担を軽減する

ため、無線設備等が法令に適合していることを検査又は点検（検査等）を行う能力を

有する者として総務大臣の登録を受けた登録検査等事業者が検査等を行い、免許

人から当該検査等の結果の提出があった場合、無線局の検査の全部又は一部を省

略することを可能としている33（法第 73 条第３項）（図表 50 を参照）。登録検査等事業

者が使用する測定器その他の設備（周波数計、スペクトル分析器、電界強度測定器

等）は、必要な性能を担保するため、法で定める方法により１年以内ごとに較正又は

校正を受けることが義務付けられている（法第 24条の２第４項）。 

  

                                                   
32 第 6 回制度ワーキンググループ、阪神電気鉄道（株）及び（一社）日本ケーブルテレビ連盟ヒア

リング資料等より。 
33 新設検査が必要な無線局の約９割は、本制度のもと登録検査等事業者の点検を受けている。 
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図表 50 登録検査等事業者制度の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一方で、近年、無線設備の多様化や測定器等の性能向上等に伴い、無線設備の

技術基準を担保するために必要となる較正等の在り方が変化してきており、全ての

測定器等を一律に規制する必要は低下してきている。 

そのため、登録検査等事業者等が使用する測定器等について、その性能向上や

利用状況の実態、諸外国の事例34等を踏まえ、適切な規律を確保した上で、較正等

の期間の延長や方法の多様化等、規律の柔軟化を行うべきである。 

 

（イ）航空機局の検査 

航空機局に搭載される無線設備は、１年周期で定期検査を受けることが義務づけ

られており、また航空機の安定した運航を維持するために用いる予備無線設備にお

いては、一定の条件のもと３年以内ごとに無線設備の点検を受け、直近の定期検査

時に当該検査結果の確認を受ける必要がある（法第 73条第１項）。 

航空機局においては、定期検査のタイミング以外で無線設備の不具合を確認する

義務はないが、信頼性を向上させ安全性を常に維持するためには、恒常的に予防的

整備を行うことが望ましい。この点、航空機の機体やエンジンの構造・システムの安

                                                   
34 米国の FCC規則で引用されている ANSI C63.4等においては、測定器を設置した最初の年に

較正等を行い、その後は測定器メーカーの推奨や必要とする測定精度に応じて、最長３年以内

ごとに較正等を行うこととしている。 
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全性・信頼性を確保するための整備の仕組みについては国際標準化がなされてお 

り35、我が国では当該国際標準に準拠して航空法に整備の仕組みを規定し、航空運

送事業者は航空法に従い安全性や信頼性を確保する体制を維持管理している。 

そのため、航空機局の検査においても、免許人である航空事業者において恒常的

に無線設備の技術基準への適合性を確認することが求められることから、航空法に

おけるスキームを参照し、航空運送事業者が自ら PDCA サイクルを実施することによ

り予備的整備・管理の仕組みを導入することを検討すべきである。 

 

 

⑥ 技術基準・測定方法関係 

 

（ア）基準認証制度の在り方 

小規模な無線局に使用するための無線設備であって総務省令で定めるもの（特定

無線設備：携帯電話端末、無線 LAN 等）については、事前に登録証明機関等におい

て電波法で定める技術基準に適合している旨の証明（技術基準適合証明等）を受け

（図表 51）（法第 38条の 6、第 38条の 24、第 38条の 33）、総務省例で定める表示（い

わゆる技適マーク）が付されている場合は、免許手続時における検査の省略等の特

例措置を受けることができる（法第４条）。 

この技術基準適合証明を受けようとする者は、登録証明機関等に無線設備に係る

試験データ等を提出する必要がある。IoT やグローバル化の進展に伴い国内外から

多様な無線設備が市場に流入し利用される中で、様々な試験所で測定された試験デ

ータが技術基準適合証明等に用いられているが、近年、改ざんや流用が行われた試

験データ（フェイクデータ）により、不正に技術基準適合証明等を受けようとしたと疑わ

れる事例が確認されている。 

そのため、IoT やグローバル化の進展に伴う多様な無線設備の利用拡大を見据え、

技術基準への適合性の評価における試験データが適切な環境で実測されたもので

あること等を担保する仕組みを、諸外国の事例36を参考として検討すべきである。具

体的には、１．（２）②（イ）で述べた基準認証データベース（仮称）が方策の一つとして

考えられる。 

 

                                                   
35 国際民間航空機関(ICAO)のシカゴ条約第６付属書等により規定されている。 
36 米国では適合性評価に係る情報（認証書、外観写真、試験レポート、ブロックダイヤグラム・回

路図等）をデータベース化して公開しており、適合性評価の透明性を確保している。欧州におい

ても同様のデータベースの構築に向けた検討が進められている。 
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図表 51 無線設備の基準認証制度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）微弱な無線設備の測定方法 

我が国においては、無線局の無線設備から３メートルの距離での電界強度が一定

レベルより低い場合、当該無線局は免許を受ける必要はないこととされている（法第

４条）。３メートルの距離における微弱無線局の電界強度の許容値は、図表 52のとお

り。 

図表 52 微弱無線局の３ｍの距離における電界強度の許容値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当該電界強度を測定する際の一般的な測定方法や測定条件については告示37で

                                                   
37 著しく微弱な電波を発射する無線局の電界強度の測定方法を定める件（昭和 63 年郵政省告

示第 127号） 
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示されているが、近年、微弱な無線設備はその利便性や汎用性の高さから著しく多

様化が進んでおり、当該告示においては、こうした多様化を考慮した詳細な測定方法

や測定条件が規定されていないことから、測定を行う試験所によって測定結果が異

なるおそれがある。 

そのため、当該測定方法や測定条件について調査を行い、必要な見直しを検討す

べきである。 

 

（ウ）受信設備に係る技術的な規格の策定 

受信設備は本来電波の発射を目的とするものではなく、受信のみを目的とする設

備については技術的な規格が策定されていない。 

しかしながら、受信設備からの漏洩電波が妨害源となった事例があり38、周波数共

用時に干渉が発生するおそれがある39。 

我が国においても海外の事例等も踏まえつつ、受信のみを目的とする設備につい

て、様々な無線局による周波数共用を可能とする技術的な規格の策定を検討すべき

である。 

 

 

⑦ 高周波利用設備に適用される制度関係 

 

（ア）高周波利用設備の設置許可 

高周波利用設備は、10kHz 以上の高周波電流を利用している設備とされている。

高周波利用設備は、本来、電波の発射を目的とするものではないが、漏洩する電波

が空間に輻射され、その漏洩電波が混信又は雑音として無線局に妨害を与える可能

性があることなどから、その設置には総務大臣の許可が必要となる（法第 100 条第１

項）。ただし、高周波出力が一定値以下の設備等については、個別の設置許可が不

要となっている（図表 53）。 

 

                                                   
38 受信設備からの電波漏洩による無線局への影響については、旧規格の機器の使用や設置工

事の不良等によって放送用受信設備（ブースター等）から漏洩した中間周波数が携帯電話の基

地局等に混信を与えた例がある。 
39 海外では、EU内に流通させる無線設備に係る規制枠組みとして 2016年 6月より新たに施行さ

れる予定の RE(Radio Equipment)指令において、テレビ、ラジオ、GPSなどを受信することのみを

目的とする受信設備も含めた全ての受信設備が規制の対象とされており、受信設備が備えるべ

き能力として有害な混信や不要信号に対する耐性強化が求められている。 
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図表 53 高周波利用設備に適用される制度の概要 

 

しかしながら、設置許可が不要とされている高周波利用設備について、無線局に

干渉を与えている可能性が指摘されている。 

そのため、高周波利用設備について、無線局への干渉等の実態を調査し、必要な

規律の見直しを検討すべきである。 

 

（イ）型式指定表示 

高周波利用設備のうち予め総務大臣から技術基準に適合していることの指定を受

けた型式の設備は、個別の設置許可を受けずに使用することが可能となる。ただし、

指定番号等の表示を当該指定に係る型式に属する設備の見やすい箇所に付さなけ

ればならない。 

近年無線設備の多様化等に伴い高周波利用設備を内蔵する機器が流通している

が、型式指定表示について電子的表示が認められていないため、当該高周波利用

設備にラベルを貼付する等の対応が必要となっている。この点、特定無線設備が電

波法令で定める技術基準に適合している無線設備であることを証明する表示（いわ

ゆる技適マーク）については、平成 22 年度から電磁的表示が可能となっている（図表

54）。当該電磁的表示の導入により、表示の貼付場所の不足が解消され、利用者に

とっても従前より表示の確認が容易になる等の効果があったとされる。 
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図表 54 技適マークの電磁的表示の導入 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

そのため、高周波利用設備の型式指定表示についても、世界的な潮流等に鑑み、

条件を緩和すべきである。 
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Ａ７ 米国の電波関連利用料制度の概要 

米国の電波関連利用料の制度は、非連邦政府用周波数と連邦政府用周波数とで

区別されている。そのうち非連邦政府用周波数に係る電波関連利用料の制度として、

政策・規則の制定・執行等に係る費用を賄う「行政手数料」と、免許発行手続きに係

る費用を賄う「申請手数料」がある。 

この行政手数料について、費用ベースまたは経済的価値の観点と、オークション

帯域または非オークション帯域の観点から図式化すると図表①のとおりとなる。 

 

図表① 米国の電波関連利用料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（飯塚構成員プレゼン資料より） 

 

また、米国の電波関連利用料の制度の体系は次のようになっている。 

 非連邦政府用周波数： 

 行政手数料（Regulatory Fees）： 

 政策・規則の制定・執行、利用者への情報提供、国際業務に係る費用を賄

うため通信事業者等から徴収される。 

 地方政府機関、アマチュア無線、非営利組織等は、行政手数料が免除され

る。 

 連邦通信委員会（FCC）に対して、行政手数料を毎年見直す権限が与えら

れている。 

 申請手数料（Application Fees）： 
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 免許の発行手続きに係る費用を賄うために無線局免許人から徴収される。 

 地方政府機関、非営利組織、非商業放送、アマチュア無線等は、申請手数

料が免除される。 

 FCC は 2 年に 1 度、消費者物価指数（CP）に基づいて、申請手数料を見直

さなければならない。 

 連邦政府用周波数： 

 電波料（Spectrum Fees）： 

 電波監理に係る費用を連邦政府 47 機関が無線局数で按分する。 

 2016 年度は 3400 万米ドルで、1 件（周波数割当て毎）あたり約 120～150

米ドルとなっている。 

また、オークションを経ずに割り当てられた非連邦政府用周波数については、新た

な電波利用料（Spectrum License User Fees）の導入が検討されている。それらの周

波数帯については、現在、行政手数料が賦課されているが、費用ベースの低廉な料

額に留まっており、また、周波数オークションによる短期的収入も見込めないことから、

新たな電波利用料を導入することにより、毎年安定的な国庫収入を確保することが期

待されている。新たな電波利用料収入は、2017 年予算教書において、2017 年からの

10 年間で 48 億米ドルと見積もられている。 
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Ａ８ 英国の電波関連利用料制度の概要 

英国の電波関連利用料の制度は、周波数監理の費用を賄う費用ベースと、市場

原理により電波の効率的な利用を促進する経済的価値とを組み合わせた「無線電信

免許料」、テレビ、ラジオに係る行政費用を賄うための「放送免許料」、および、通信

全般に係る行政費用を賄うための「ネットワーク・サービス料」から成る。 

このうちの無線電信免許料について、費用ベースまたは経済的価値の観点と、オ

ークション帯域または非オークション帯域の観点から図式化すると図表②のとおりと

なる。 

 

図表② 英国の電波関連利用料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（飯塚構成員プレゼン資料より） 

 

また、無線電信免許料の体系は次のようになっている。 

 コストベース（cost based pricing）： 

 市場原理とは無関係に周波数監理の費用のみを賄う。 

 放送事業者や非商用衛星通信事業者にはコストベースのみが賦課される。 

 AIP（administrative incentive pricing）： 

 特定帯域における既存利用者と代替利用者を決定した後、超過需要がある場

合に、AIP を適用する。その場合、機会費用に基づいて料額を算定する。 

 電波の効率的な利用を促進するため、市場原理と関連付け、帯域幅、エリア、
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共用、地理的立地に基づき料額が賦課される。 

 オークション：

 市場原理で支払い額が決まる。

 年間免許料（annual licence fees: ALF）：

 国内外のオークション結果等を踏まえて、完全市場価値を反映する。

 最初の免許期間が満了し、次の免許期間（再免許）から適用される。

 900MHz 帯および 1800MHz 帯で初適用された（2015 年 10 月 31 日～）。

上記のうちAIPについては、電波の効率的利用の促進の観点から、適用業務の拡

大が進められてきている。現在の AIP の適用業務としては、民間セクターでは、公衆

通信網、固定回線、業務用無線、番組制作・特別イベント（PMSE）、衛星アップリンク

等、公共セクターでは、軍事、公共安全、海事、航空等となっている。地上波放送につ

いては適用が見送られ、引き続きコストベースが適当されている。また、28GHz 帯の

BFWA（ブロードバンド固定無線アクセス）については、2000 年にオークションにより割

り当てられた周波数（Telefonica、Vodafone、UK Broadband 等 5 者 15 免許）について

2015 年 12 月に免許期限が満了し、2016 年 1 月から AIP が適用された。 

また、年間免許料が適用された 900MHz 帯および 1800MHz 帯は、1990 年代に

GSM バンドとして比較審査により割当てられ、1998 年無線電信法の制定以降 AIP が

適用されていた。2010年12月に、政府がそれらの周波数帯の免許料を、完全市場価

値（full market value）を反映させた年間免許料に改定するよう、通信庁（Ofcom）に命

令した。Ofcom は、900MHz 帯および 1800MHz 帯が 3G や LTE に使用されることを勘

案して、2013年 2月に実施された英国の 4G（800MHz、2.6GHz）オークション落札額や、

2015 年 6 月に実施されたドイツのマルチバンド（700MHz、900MHz、1500MHz、

1800MHz）オークション結果等をベンチマークすることにより ALF の料額の当初案を

取りまとめた。その後、2015 年 9 月に、Ofcom は、携帯電話の地理的カバレッジ 90%

実現に向けて、2014年12月に政府と携帯電話事業者の間で交わされたインフラ投資

約束を踏まえて、ALF の料額を当初案より引き下げることを決定した。 
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Ａ９ フランスの電波関連利用料制度の概要 

フランスの電波関連利用料の制度は、周波数利用許可を取得する時の 1 回のみ

支払う「免許取得料」、周波数利用許可を得た者が毎年支払う「周波数利用料」から

なる。さらに、この周波数利用料は、「周波数使用料」、「周波数管理料」および「携帯

電話用周波数利用料」から成る。 

このうちの周波数使用料、周波数管理料及び携帯電話用周波数利用料について、

費用ベースまたは経済的価値の観点と、オークション帯域または非オークション帯域

の観点から図式化すると図表③のとおりとなる。 

図表③ フランスの電波関連利用料 

（飯塚構成員プレゼン資料より） 

また、フランスの電波関連利用料の体系は次のようになっている。 

 免許取得料：

 周波数利用許可（AUF）の取得時に 1 回限り支払う。

 周波数利用料：

 周波数利用許可を得た者が、その利用に関して年間に支払う金額。

 国防、公共安全、緊急医療、消防救急、放送等は全額免除される。

 地方自治体は半額免除される。

 周波数使用料：
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 電波の使用料として徴収される。

 周波数幅、中心周波数帯、無線局間の距離、通信方法、無線局数、地理

的範囲、使用期間等を単位に算定される。

 独立系通信網の一部は免除される。

 周波数管理料：

 電波の監理業務に係る費用を賄うために徴収される。

 無線局数、回線数、割当周波数等を単位に算定される。ただし、局数に応

じ逓減料金が適用される。

 携帯電話用周波数利用料：

 認可時の利用料は、固定額、1KHz 単位で賦課、またはオークション落札

額。

 毎年の利用料として、売上高の 1%を賦課、またはそれに 1KHz 単位での

賦課を追加。
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Ａ１０ 韓国の電波関連利用料制度の概要 

韓国の電波関連利用料は、周波数割当て時に支払う「周波数割当料」と、四半期

毎に支払う「電波使用料」から成る。 

これらについて、費用ベースまたは経済的価値の観点と、オークション帯域または

非オークション帯域の観点から図式化すると図表④のとおりとなる。 

 

図表④ 韓国の電波関連利用料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（飯塚構成員プレゼン資料より） 

 

また、韓国の電波関連利用料の体系は次のようになっている。 

 周波数割当料： 

 経済的価値および技術波及効果が高い商用周波数に適用する。 

 オークション落札額： 需要者間競争がある場合 

 周波数割当代価： 需要者間競争がない場合 

 電波使用料：  

 電波監理、電波関連分野の振興に係る費用を賄うため、無線局免許人か

ら徴収する。 

 料額の算定方法については、無線局の種別毎に次のとおりとなっている。 

 基幹通信事業者が開設した無線局については、事業者別に、加入者数

（MVNO 加入者を除く。）、減免係数（共用、環境配慮、ローミング、利用
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効率）、電波特性係数に基づき、算定される。 

 衛星事業者の衛星補助局等については、無線局別に、基礎加額、電波

利用料係数、サービス係数、共用減免係数に基づき、算定される。 

 その他の無線局の送信設備別に指定された周波数については、基礎加

額、選好係数、利用形態係数、目的、共用化減免係数に基づき、算定さ

れる。 

 減免措置については、無線局の種別毎に次のとおり適用される。 

 国、地方自治体、大韓赤十字社、アマチュア局、放送通信発展基金を納

める地上波放送局等は全額免除される。 

 MVNO 事業者は 2016 年 9 月末まで臨時減免措置として免除される。 

 オークション帯域は、30%減免される。 

 携帯 M2M 用途は単価引き下げが適用される。 
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登録人の監督の下、登録人以外の者でも無線局を運用することができる制度（法第70条の９、第80条）
［背景］

無線局の運用は、原則として免許・登録を受けた免許人・登録人が行うこととされているが、免許・登録を受けていなくても簡易な手続
で無線局を利用したいというニーズを受け制度を導入。
［対象となる無線局］

登録局（5GHz帯無線アクセスシステム、PHS基地局等、920MHz/2.4GHz帯構内無線局、デジタル簡易無線局）

制 度 の 概 要 制度の運用状況

 本制度においては、登録人は運用人に対
し必要かつ適切な監督を行う義務を負う
ほか、不適切な運用があった場合の迅速
な対応等のため、総務大臣に遅滞なく必
要事項を届け出ることとされている。

 制度導入後、簡易無線局を中心に運用され
た実績（※）があり、制度は実効的に機能して
いる。

（※）備品等のレンタル会社によるイベント会場、建
設現場、選挙活動等における貸出しが多い。

【イメージ】

Ａ２１ 登録局の登録人以外の者による運用の導入＜平成１９年改正＞

フェムトセル方式の超小型基地局の活用による不感エリア解消のために、ビル管理者、再販事業者や利用者等が超小型
基地局の復旧や移設のための運用をすることができるようにする制度（法第70条の８、第80条）
［背景］

①小型化かつ小電力化された屋内基地局等の開発により、柔軟かつ簡易な基地局等の設置・移設や簡便な操作で不具合時の復旧や保
守の運用等が可能となった。

②高層ビル、マンション、住宅内や地下街等、免許人の立入りが困難な場所での携帯電話の不感エリアを解消するため、フェムトセ
ル方式の超小型基地局を対象として、建物の管理者等免許人以外の者に運用を行わせることを可能とする規定を設ける必要があっ
た。

制 度 の 概 要

制度の運用状況

累計届出数（運用特例）

フェムトセル基地局等 308,427※1

（参考）フェムトセル基地局等の無線局数 120,312局（平成27年11月時点）

※1 平成27年12月21日時点

 制度導入後、これまで累計約31万の運用
特例届があり、制度は適切に運用されて
いる。

Ａ２２ 無線局の運用の特例の追加 ＜平成２０年改正＞
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① 米国
FCC規則において、ANSI C63.4（低電圧電子機器）、C63.5（電波干渉測定アンテナ）、C63.10（免許不要の無線機器）等を引用。
・測定器を導入した年に較正等を行うこと。また、その後は、測定器メーカの推奨や必要とする測定精度に応じて最長３年
以内※２ごとに較正等すること。

※２： ANISI C63.4は、2003年版までは「2年以内」であったが、2009年版より「3年以内」に延長されている。

② 欧州
調査した限りにおいては、較正等の周期に関する規定はない。

（参考）電波法における関連規定
少なくとも、昭和61年に「指定検査機関制度」を導入した際に、指定検査機関※３が認定する認定点検事業者が使用する測定器については、日本

工業規格に規定するトレーサビリテイを有する標準器により較正されてから一年以内のものである旨が規定されている。その後、一貫して、使用する
測定器は較正されてから一年以内のものである旨が規定されている。

１．国内の制度

① 計量法
登録事業者が校正※１に使用する標準器等の校正の周期を規定。
・ダイポールアンテナ： ２年
・高周波電力測定装置、高周波電圧測定装置、周波数標準器等： １年

② 気象業務法
登録検定機関が検定に使用する測定器について、その校正の周期を規定。
・電気式温度計、電気式気圧計： ２年

③ 建築物における衛生的環境の確保に関する法律
空気環境の測定において使用する測定器について、その要件を規定。
・浮遊粉じん量測定器は、重量法（化学分析法の一つ）により測定する機器又は厚生労働大臣の登録を受けた者により当該
機器を標準として１年以内に較正された機器

④ 電気用品安全法
校正の周期についての規定はない。

２．外国の制度

※３：財団法人無線設備検査検定協会及び財団法人海上無線検査協会

※１：「較正」「校正」の表記は出典元による。
英語文献で日本語表記が不明な場合は、「較正等」と表記する。

Ａ３３ 日本及び諸外国における較正又は校正の周期等

(１) 計量法(計量証明事業者の登録の基準)

計量証明の事業※を行う計量証明事業者について、以下の登録の基準を省令で規定。

• 計量証明に使用する特定計量器その他の器具、機械又は装置の基準
※運送、寄託又は売買の目的たる貨物の積卸し又は入出庫に際して行うその貨物の長さ、質量、面積、体積又は熱量の計量証明（船積貨物の積込

み又は陸揚げに際して行うその貨物の質量又は体積の計量証明を除く。）の事業、又は、濃度、音圧レベルその他の物象の状態の量で政令で定
めるものの計量証明の事業。

(２) 高圧ガス保安法(容器等製造業者の登録の基準)

高圧ガスの容器又は附属品の製造の事業を行う容器等製造業者について、以下の登録の基準を省令で
規定。

• 容器等製造設備の技術上の基準

• 容器等検査設備の技術上の基準

• 品質管理の方法及び検査のための組織の技術上の基準

(３) 作業環境測定法(作業環境測定機関の登録の基準)

作業環境測定機関※になろうとするものについて、以下の登録の基準を省令で規定。

• 作業環境測定を行うことができる作業場

• 作業環境測定に使用する機器及び設備の基準

※作業測定機関とは、土石、岩石、鉱物、金属または炭素の粉じん等を著しく発散する等、有害な業務を行う屋内作業場その他の作業場で、必要

な作業環境測定を行う機関。

Ａ３４ 登録の要件を下位法令に委任している事例
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Ａ３５ 欧州における受信無線設備に係る規制の事例

 EU内に流通させる無線設備に係る規制枠組みについては、現在のR&TTE（Radio Telecommunication 
Terminal Equipment)指令(1995/5/EC）に代わり、 2016年６月13日より、 RE（Radio Equipment)指令
（2014/53/EU)が施行される予定となっている。

 R&TTE指令においては、受信設備を規制の対象に含むが、音声及びテレビ放送を受信することのみを目的とす
る受信設備は同指令の規制対象外とされている。

 他方、RE指令においては、電波の効率的かつ効果的な利用に資することが求められることから（第３条第２号）、
送信設備だけでなく、全ての受信設備が同指令の規制対象とされている。また、受信設備が備えるべき能力と
して有害な混信や不要信号に対する耐性強化が求められ、これによって共用又は隣接チャンネルにおける電波
の効率的な利用が確保可能となることの重要性が指摘されている。

R&TTE指令 RE指令

無線設備
の範囲

 受信設備を含む （第２条(c)）

 ただし、音声及びテレビ放送を受
信することのみを目的とする受信
設備は規制の対象外 （第１条第４
項 ANNEXⅠ ４）

 受信設備を含む （第２条第１項（１））

受信設備の
性能に関する

記述

 受信設備は、共用又は隣接するチャンネルからの干渉による
影響から保護され、また共用又は隣接するチャンネルにおける
より効率的な周波数利用を実現するための性能を備えるべき
（前文(10)）

 有害な混信及び不要信号に対する耐性を強化することによっ
て、電波の効率的な利用の確保が可能となる受信設備の能
力が、重要な要素となる（前文(11)）

（１）電波利用共益事務の範囲
 東京オリンピック・パラリンピックに向けた通信インフラの拡充や、IoTの実現・普及を促進するための新技術の研究開発・社会実装・関連ビジネスの

創出・国際展開の必要性・重要性の高まりに対応して、電波利用共益事務の維持・多様化及び予算の拡大が期待される（日本無線）
 電波利用料の使途については、電波環境改善に関する取り組みを充実するべき（UQコミュニケーションズ）
 電波の有効利用に資するという目的には、電波産業全体の育成という目的も包含されていると考えるので、産業育成に繋がる諸策の推進にも電波

利用料を使用していただく事を要望（スカパーJSAT）
 これまで放送分野においては、地デジ化をはじめとする放送の高度化や難視聴解消など、電波の能率的な利用に資する諸施策が行われてきた。こ

うした国の施策によって電波の有効利用や放送の確実な実施を図ることは免許人全体に裨益し、国民視聴者の利益にも適うものなので、今後も適
切に継続や拡充をしていただきたい（日本民間放送連盟、朝日放送）

 電波利用料の使途は、費用を負担している無線局免許人や国民全体の受益に真に必要な事項に限定されるよう要望（NHK）
 電波利用料の本来の制度趣旨を踏まえると、原則、使途の範囲は限定的であるべき（ソフトバンク)
 電波利用料を財源として、電波利用共益事務の範疇を超える施策を実施することは、無線局免許人の理解が得られない。電波利用料の使途は、厳

格に精査し、電波利用共益事務に限定することを強く要望（日本民間放送連盟、民放15者）
 無線局全体の受益を直接の目的としない地方創生、Wi-Fi環境整備及びIoTの拡充など国家・国民が必要とするより一般的な政策は、電波利用共

益事務としてではなく、一般財源により政策決定するべき（テレビ東京）
 国民的事業の成功や関連産業の振興は電波利用共益費用の使途としてふさわしい対象ではない（北日本放送）

（２）東京オリンピック・パラリンピック競技大会等の国民的事業の確実な成功のために取り組むべきこと
【競技会場周辺等における電波監視体制の充実・強化】
 2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会に際しては、競技の計測・記録、映像制作・配信、メディア取材、大会運営のために、電波を使用す

る大量の機器・設備の利用が見込まれる。大会の開催期間及び準備期間において、既存の無線システムと共存しながら大会に使用する周波数を円
滑に利用するために、電波の混信防止等の環境の整備が必要（東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織委員会）

 ラグビーワールドカップ2019の運営にあたり、大会関係者、国内関係機関、報道関係等により電波を利用する機器が多数用いられることが予想され
る。大会の開催期間及び準備期間において、大会運営の安全を確保する観点から、電波の混信を防止するための電波監視の強化を含む環境の整
備が必要（ラグビーワールドカップ2019組織委員会）

 東京オリンピック・パラリンピック競技大会においては、警備当局、運営関係者、競技参加者、報道機関等が連絡手段として様々な無線機を運用す
ることが予想される。これらの無線機が既存の無線局と相互に混信なく使えることを事前に調査し確認しておくとともに、大会開催期間中に混信が発
生した時に問題解決に迅速に対応する体制を予め確保しておくことが極めて重要（電波技術協会）

平成29～31年度に必要となる電波利用共益事務の在り方

A36 意見募集の結果の概要
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 東京オリンピック・パラリンピック会場周辺では、多様な無線通信端末による干渉や妨害などにより競技の進行や大会の運営に支障をきたすことが想
定される。電波を常時監視し、妨害行為、電波障害、輻輳を回避し安全で信頼性の高い通信を可能とする通信最適化システムを構築すべき（アンリ
ツ）

 電波の管理・監督機能の強化に向けて、電波利用環境の監視強化（例えば、膨大なIoT機器の監視を行う電波監視システムの最新化や増強）を要
望（CIAJ）

【競技大会等への来場者の携帯電話利用環境充実のための電波遮へい対策の加速】
 現行の電波遮へい対策制度を、国の負担割合を引き上げる等により、活用しやすくするとともに、老朽化/陳腐化した「導入済み設備」を「電波の有

効利用促進を図るＬＴＥ等の方式や設備」へ更改する場合も補助の対象とすべき（NTTドコモ）
 国民、及び訪日する外国人旅行者の利便性の向上のため、2020年までに主要新幹線のトンネル対策実施を目指す必要があるが、これには短期間

に大規模な工事が必要となることから、既存の電波遮へい対策の補助率引き上げを要望（KDDI）
 2020年に向けた新幹線トンネルの遮へい対策整備を計画的に実施することは勿論のこと、電波利用料での負担割合を現行の１/３から増加させる支

援が必要不可欠（ソフトバンク）
 2020年の東京オリンピック・パラリンピックまでにすべての新幹線において携帯電話が快適に使える環境が整備されることを目指し、2017～19年度に

おける電波遮へい対策事業への集中的な投資が行われるよう要望（JR東日本、JR西日本、JR九州）
 2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の多数の観客の皆様の充実した観戦のためにも、携帯電話等のモバイルサービスの円滑な利用が

実現されることを要望（東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織委員会）
 2020年に開催される東京オリンピック・パラリンピック競技大会を見据え、可及的速やかに北海道新幹線における携帯電話等の通信環境の整備に

取り組むべき（北海道）
 2020 年までに上越、北陸新幹線トンネル内の情報通信環境の整備を完了させるために、電波利用料財源を電波遮へい対策に効率的かつ集中的

に投資することが必要（新潟県、新潟経済同友会、新潟県商工会議所連合会、新潟県商工会連合会、新潟県観光協会）
 北陸新幹線の高崎・金沢間の不感を早急に解消するため、電波遮へい対策を推進すべき（石川県）
 九州新幹線は、現在、新幹線トンネル内での携帯電話による通話、データ通信の利用ができないため、国としても早急に対策を行うべき（熊本市、薩

摩川内市）
 九州エリアにおいては未整備の新幹線や高速道路トンネルが多いので、早期に携帯電話が利用可能となるよう、対策の強化を要望（九州経済連合

会、九州電力）

【競技大会等への海外等からの来場者のための公衆無線LAN環境整備支援】
 2020年東京オリンピック・パラリンピックにおいて訪日外国人に快適な通信環境・サービスを提供し、外国人観光客の訪日促進を図るため、Wi-Fi整

備に電波利用料の活用を検討すべき（KDDI)
 2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の多数の観客の皆様の充実した観戦のためにも、無線LAN等のモバイルサービスの円滑な利用が

実現されることを要望（東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織委員会）
 災害発生時における通信環境の確保および災害情報配信、平時における観光客や住民へのインターネット接続環境の提供を目的として、電波利

用料を活用した地方自治体の公衆無線LAN整備のための財政支援を要望するとともに、回線使用料やプロバイダー経費、アクセスポイントの保守
運用経費等の公衆無線LANの維持費の支援も要望（6県、18市区町村、全国地域情報化推進協会）

 災害発生時における通信環境確保のために、地方公共団体の非常に厳しい財政状況を踏まえて、防災拠点での無線LAN環境整備のための補助
金、交付金等を要望（無線LANビジネス推進連絡会）

 東京オリンピック・パラリンピックを国民的なショーケースと捉え、特に訪日外国人の動線となる空港、鉄道、スタジアム、ホテルなどを中心に、次世代
無線LAN(IEEE802.1ax，11ay，11azなど)の先進的実証とインフラ整備を行うことで、４K・8Kなどのコンテンツの流通が加速される（パナソニック）

 無線LANの整備と利用促進（特に継続性の認められる運用計画を持つもの、災害時により有用となるもの）に対して電波利用料による積極的な整備
の支援を要望（シスコシステムズ）

 事業者主体でトラフィックオフロード用として敷設された無線ＬＡＮを、海外からの来訪者が無料でストレスなく利用できる環境とするため、シングル・
サイン・オンを実現する認証システムや、ＩＰトラフィックをアグリゲートするインフラ、無料化に向けた運用・保守等への支援が必要（CIAJ）

 Wi-Fiの重点整備箇所とされている公共的な施設における整備に向けて、採算性や費用対効果の観点から地域が主体的に取り組むことは困難であ
り、引き続き地方公共団体における費用負担の軽減を図るための制度的措置やスキームの適用が必要（日本ケーブルテレビ連盟）

 我が国の長期的な文化・経済基盤として、教育分野の情報インフラの整備は不可欠かつ急務であり、電波利用料の使途を拡大し、学校wifiや教育
情報端末の整備など、教育情報化の整備に当てることを可能とする措置を要望（デジタル教科書教材協議会）

 学校における電波利用環境の整備（校内無線LAN、公衆無線LAN等）を次期以降の電波利用料の使途として検討すべき（ICTCONNECT21（みら
いのまなび共創会議））

 学校教育用無線情報端末と利用環境の普及は、これからの学校教育の柱のひとつと考えるが、自治体予算だけでの推進は財政負担が重く、時間も
かかるため、公教育目的に特化した新たな無線情報端末及びサービスの低廉な料金での提供、低廉な料金化の原資として電波使用料の一部補填
を検討すべき（NTTラーニングシステムズ）

（３）5G、4K・8K等日本が先行する最先端かつイノベーティブな技術の実用化の加速
【5Gシステム総合実証試験】
 5Gが主流となる2020年代における膨大なトラフィック発生に対し、充分なモバイル用周波数幅を確保するために高い周波数帯を開拓するには、産

官学連携による研究開発の促進に加え、5GMFによる実証実験の推進が必要(NTTドコモ）
 新技術の世界に先駆けた導入により国際競争力を強化することは、日本の産業・経済の発展に大きく寄与するものと考えることから、5Gの新技術の

実用化を加速する実証実験・技術開発等に対し、電波利用料の活用を検討すべき（KDDI）

133



 2020年に向けて技術開発等による新たな電波資源の拡大を図り、もって電波の能率的利用を確保する観点から、次世代通信技術の推進施策へ利
用することを要望（ソフトバンク）

 引き続き最低限現在と同程度の歳出規模を確保し、経済的波及効果が見込まれる我が国の5Gモバイルのビジネス育成のため、5G関連技術の研究
開発や総合実証試験の推進や整備等のために歳出を割り当てるべき（5GMF）

 新たな電波利用システムについて周波数の利用効率を拡大し有効利用を促進するための研究開発の強化と、それに加えて必要周波数の確保に関
して利害を一致する関係国及び海外の関連団体等と連携し、ITU、APTなどの国際機関に働きかけることが必要（ARIB）

 2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会において、より高品質な５G移動通信システムの円滑な利用が実現されることを要望（東京オリンピッ
ク・パラリンピック競技大会組織委員会）

 5Gモバイルに関しても、実用化を促進すべく引き続き重点的に取り組むことを要望（国際電気通信基礎技術研究所）
 5GMFにおいて計画されている総合実証に対する国の支援を要望。5Gが目指す高速大容量化・低遅延化の実現のために、無線技術の高度化、無

線に直結するモバイルフロントホール技術の高度化を、国の重点課題として推進すべき（三菱電機）
 5Gの実証実験において、オリンピック・パラリンピック大会における利用様態も勘案した検証を推進するとともに、ネットワーク内の分散制御機能やア

ンライセンストバンドを使ったサービス提供の実証を行うべき（富士通）
 5Gの技術開発を日本のメーカーが先行して進めるためにも、無線機、アンテナ等の装置開発だけでなく、測定器類、電波暗室等の周辺の開発環境

整備面での負担を軽減する戦略的な施策を要望（日本電業工作）
 5Gサービスの成功に向けて、干渉低減技術の有効性を確認するため、ビームフォーミングパターンを高精度、高速に測定する研究開発推進が必須。

5Gや車載レーダ等で利用拡大が期待されているミリ波帯の機器評価および検証に必要な測定設備をオープンラボとして整備・公開し、運用すること
で、機器メーカーや部品メーカー、研究機関などの初期参入を促し、国際競争力強化に資するべき（アンリツ）

 ５Ｇを核とした世界最高レベルのＩＣＴ基盤の実現に向けて、直近に迫っている５Ｇシステムの総合実証実験の加速化を要望。例えば、５Ｇならではの
アプリケーションの早期特定を目指し、その際に必要となる評価・シミュレーション等の設備の構築、また、アプリケーションの実現と同時に、コア技術
の検証のためのオープンな実証試験システムの構築を提案（CIAJ）

【5G等の先進的な無線システムについての電波の安全性に関する研究及び評価】
 ５Ｇ早期実現に向けて、６ＧＨｚ以上の高い周波数帯の生体防護研究調査を検討すべき（NTTドコモ）
 5G時代の高い周波数帯利用やワイヤレス電力伝送等の新技術導入、更にはIoT普及による新たな電波利用等、益々国民の電波に対する関心が高

まるため、今後も国際協調を図りつつ、電波の安全性・知識向上のための活動を強化すべき（KDDI）
 国民の電波に対する不安を取り除くための電波の安全・安心のための研究を検討するべき（UQコミュニケーションズ）
 電波が密集したエリアにおける周波数利用・共用のガイドラインや、新しいＩｏＴ機器が人体に与える影響の定量評価結果をもとにした電波利用のガ

イドラインの整備や内外の関係規程への反映等を提案（CIAJ）

【5G等の先進的な無線システムを国民が安全・安心に利用するためのリテラシーの向上のための活動】
 ５Ｇ早期実現に向けて、６ＧＨｚ以上の高い周波数帯の国民のリテラシー向上を検討すべき（NTTドコモ）

 ５G時代の高い周波数帯利用、ワイヤレス電力伝送等の新技術導入等、益々国民の電波に対する関心が高まると共に、国民の電波利用に関する知
識向上が求められるようになるため、今後も電波の安全性に関する国民への説明活動は更に重要（KDDI）

 国民の電波に対する不安を取り除くための電波の安全・安心のための国民に対する広報・啓発活動を検討するべき（UQコミュニケーションズ）
 ＩｏＴ、５Ｇ携帯電話、４Ｋ８Ｋテレビ等の技術が国民の利便性の向上や安心・安全な生活の確保につながるものであることを、官民が一体となって、若

者から高齢者まで幅広い層に関心と理解をしてもらうために電波教室等の拡充・拡大を図るべき（全国陸上無線協会）
 設備面の監理だけでなくその運用に責をもつ有資格者等の存在は電波の適正な利用に重要な要素であるため、電波利用料の使途に電波技術者

等の人材育成を追加することを検討すべき（日本アマチュア無線振興協会）
 無線従事者の入門ともいえるアマチュア無線技士の資格取得の奨励および育成等を行うための指導者を全国に設置する等、官民一体となった人

材育成への取り組みが必要であり、人材育成に向けたプログラムの策定等を要望（日本アマチュア無線連盟）
 電波を利用した情報通信の情報リテラシー意識の向上の取り組みが必要（個人）

【IoT／ビッグデータ／AI時代の電波有効利用技術の研究開発・実証の推進】
 IoT/IoE普及・発展のため、無線技術とネットワーク技術一体で実現する技術（エッジコンピューティング、SDN/NFV技術等）の研究開発・実証や、多

様なニーズのデバイスがシームレスな接続性を実現するために様々なユーザが利用可能なオープンな試験環境構築に、電波利用料の活用を検討
すべき（KDDI）

 IoT機器の電波利用に則して、電波資源を有効に活用するための研究開発・実証を、国の電波政策のもとで強力かつ速やかに推進することが必要
（NTT）

 膨大な数のIoT機器の電波利用による混信排除等のために、有無線一体の周波数有効利用技術が必須であり、これらの技術等の開発・実証のため
の試験環境を横須賀リサーチパークのような無線通信技術の集積地に整備することを提案（NTTコミュニケーションズ、NTTアドバンステクノロジ）

 IoT機器向けの無線通信システムの高信頼性を提供することによるワイヤレスビジネスの成長のために、IoT向け自営無線システム運用技術に関連
する研究開発、ビジネスに向けた実証環境に対する支援の充実を要望（国際電気通信基礎技術研究所）

 IoTシステムの特性を踏まえたシステム全体を通じた有線無線一体となった周波数有効利用技術の研究開発や、IoTシステムによるサービスの実証
や相互接続を行える環境整備に対して予算拡充を要望（シャープ）

 膨大な数のIoTデバイスが無線によってネットワークに接続されることによる周波数の逼迫や混信等の課題や、リアルタイム性が重要となるIoTシステ
ムが周波数を効率的に利用するための有無線一体となった課題についての研究開発・実証の推進を要望（沖電気工業）

 これまでにない膨大な数のIoT機器を周波数のひっ迫や他システムとの混信を回避しながら有効に使用するためには最適制御を超低遅延で稠密に
行う様な新技術の研究開発やテストベッド等での実証環境の整備などが必要（パナソニック）

 IoT 時代に即した電波資源拡大のための、モバイルトラフィック収容技術、周波数共用技術、高信頼通信技術、データ収集・配信最適化技術の研究
開発・実証を推進することが必要（NEC）

 IoT機器の十分なセキュリティの確保のために、無線IoT機器について、不正な通信を発生する機器を明らかにし、不正通信を抑制するための技術
の研究・実証を行い、有限な電波の有効利用を図ることが必要（日立製作所）

 移動通信技術の高度化及びIoTの普及のために、電波資源の逼迫に対し周波数を効率的かつ途切れずに利用可能な通信方式や、センサーや通
信モジュールの小型化、低消費電力化、低コスト化に関する研究開発に対する支援を要望（JVCケンウッド）
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 周波数を効率的に利用する新技術や周波数の共同利用を促進する新技術の研究開発、様々なユーザーが利用できる各種電波利用システムの無
線設備や測定装置を整備したオープンなテストベッド環境の構築、サイバー攻撃防御やセキュリティ技術の研究開発と早期実用化を提案（CIAJ）

 無線を使用するIoT機器について、不正な通信を発生するものを早期に発見する技術や、大量かつ不要な通信を抑制する技術等を研究・実証し、
有限な電波の有効利用を図るための適切な対策及び組織連携による防御活動等を効果的に行うことが可能な枠組みの構築に繋がる実証を要望
（日本データ通信協会テレコム・アイザック推進会議）

 IoT社会の実現に当たっては、様々なユーザが利用できる無線設備や測定装置を整備したオープンなテストベッド環境を整備することにより、例えば
多くのセンサからの情報を最適制御し、システム全体を通じ有無線一体となった周波数有効利用技術等の研究開発を官民一体で進めることが有効
（YRP研究開発推進協会）

 5G、Wi-SUN、Wi-Fi等様々な無線を活用するIoTシステムの利活用シーンに応じて電波の有効利用を可能とするシステムアーキテクチャの実現に
向けた実証的研究を、ワイヤレスIoTに適したセキュリティ技術や情報処理技術とともに、研究開発や技術試験を推進することが必要（個人）

【IoT/ビッグデータ/ＡＩ時代のICT人材育成】
 IoT普及による新たな電波利用等、益々国民の電波利用に関する知識向上が求められるようになるため、今後も国民への説明活動は更に重要

（KDDI）
 膨大な数のIoT機器、多様なシステム、長期の安定運用等の課題をクリアして利用を継続していくことは簡単ではなく、電波利用に関するリテラシー

の向上を目的として、IoTの電波利用に関する知見や、セキュリティ対策への知見等を高める人材育成施策を推進することが必要（NTT）
 大量の新規IoTユーザに対して、混信を排除し電波の能率的な利用を適切に確保するため、周波数の使用に関するリテラシーの向上を目的とした

周知啓発事業等を推進することが必要。例えば、ドローン操作者の技術レベルを明確に示す仕組み作りが必要（NTTコミュニケーションズ、NTTアド
バンステクノロジ）

 複雑化、高度化、広範囲化するIoTシステムの開発・運用に携わる人材の育成やシステムを利用する一般人への電波技術の普及啓蒙（電波障害防
止や効率的利用など電波に関するリテラシー向上）が重要（国際電気通信基礎技術研究所）

 IoT時代の到来により、より多くの人が電波を利用し、そして新たな産業分野において電波の利用によって社会的課題の解消につなげて行くための
取り組みが加速していくことから、新たに無線事業に従事する人や無線を用いたサービスを享受する利用者のスキル向上に対する政策支援が必要
（シャープ）

 新しいIoTシステムのユーザに対して、周波数を適切に利用してもらう観点からも、電波利用他IoTに関するリテラシー向上を目的とした人材育成など
を推進することが必要（沖電気工業）

 新規の電波利用のユーザに関して、混信を排除し電波の能率的な利用を適切に確保するため、周波数の使用に関するリテラシーの向上を目的とし
た周知啓発事業等を推進することが必要（NEC）

 IoTにおける電波利用に関する知見を向上させるための人材育成を要望（CIAJ）
 急速に進展するIoT／ビッグデータ／AI時代において、電波利用技術、センサデータの効率的な受送信、受信データの分析技術など、幅広い技術

を有する技術者の育成が急務（モバイルコンピューティング推進コンソーシアム）
 IoT時代を想定すると、今後も益々厳しさを増すサイバーセキュリティに十分に対応できる体制の構築が急務であり、そのためのセキュリティ人材の育

成にも積極的に取組む方策が必要（日本データ通信協会テレコム・アイザック推進会議）

 IoT社会の実現に当たっては、様々な業種の人材・企業が関わってくることから、これまで電波利用システムの運用経験がないような大量の新規ユー
ザに対して、混信を排除し電波の能率的な利用を適切に確保するため、周波数の使用に関するリテラシーの向上を図ることが必要（YRP研究開発推
進協会）

 IoTを使いこなせる人材を増やすため、周波数の使用に関するリテラシーの向上、IoTの電波利用に関する知見の向上等を目的とした周知啓発事業
等の人材育成を推進すべき（横須賀市）

 5G・IoTの発展に向けた研究開発の必要性はますます増大している一方で、国内ICT産業の弱体化に伴い、それを担うべき国内の研究体制や人材
が弱体化する傾向にあることから、総務省やNICTの研究開発プロジェクトが、大学等における人材（研究人材、産業人材）の育成に役立つよう一層
配慮されることを強く期待（個人）

【地上テレビジョン放送高度化に向けた実証】
 地上放送の高度化に向け、研究・開発の推進と周波数確保の検討を期待（NHK）
 BS４Kの試験放送や実用放送の計画が予定される中では、４K８Kの技術の実用化の加速を示したことは、共益事務としては適切（日本民間放送連

盟、民放13者）
 総務省が描く４K８Kのロードマップには「2020年の目指す姿として、2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の数多くの中継が、４K・８Kで放

送されている」と明記されています。このためには多額の設備投資が必要となることを理解頂き、その点を踏まえた使途の検討を要望（日本テレビ放
送網、テレビ信州、鹿児島読売テレビ）

 基幹放送の中核たる地上放送における４K８K放送は、技術的な可能性が検証されている段階ではありますが、将来的に重要な課題であると認識し
ており、使途として地上４K放送に向けた研究、実験の検討を要望（民放13者）

 ４K番組制作や放送に必要不可欠なFPU等の放送事業用システムの高度化も推進すべき（民放8者）
 地上デジタル放送対応の国庫による後年度負担が終了することを踏まえ、今後は4K8K等の放送の高度化に向けた研究開発や周波数有効利用技

術の開発に用途を転換していくべき（民放9者）
 2020年東京オリンピック・パラリンピックは、我が国の放送技術の先進性をアピールする絶好の場であり、それを機会にイノベーションを加速させ、製

造事業の活性化やグローバル市場における競争力の強化を図る足がかりになると考えることから、電波利用料の使途として、新たな伝送技術、映像
符号化技術の開発などを検討していくべき（テレビ朝日）

 地上放送の高度化を目指し、かつ周波数の効率化を実現するためには、オールジャパンでの取り組みの推進および強化が必要であるとともに、高
度な技術を確立するための財政的支援が必要であり、そうした取り組みに対する財源として電波利用料をより積極的に活用していくことが有効（名古
屋テレビ放送）

 新たな使途の例としては、地上波での4K・8K放送を実現するための研究開発が挙げられ、地上波での4K・8K放送が実現すれば4K・8Kが本格普及
することとなり、日本の放送事業や電気通信事業の発展につながる（ケイ・オプティコム）

 2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会を目途に推進している４Ｋ・８Ｋ放送の実用化に向け、国内関連産業の強化につなげるべく、現行電
波利用料財源規模の継続的確保、また、Ｒ＆Ｄ、関連実証施策等への更なる投入規模の拡大を期待（日立国際電気）

 デジタル放送のハイブリッドキャスト方式での４Ｋ８Ｋ放送実現に向けた技術開発、実証実験、導入支援を実施すべき（メディアキャスト、ハートネット
ワーク）
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【4K・8K普及促進等のための衛星放送受信設備に関する調査等（BS/CS-IF干渉対策）】
 BS/CS-IF混信や700MHz帯TV混信のように、混信源が無線局ではない場合には、混信解消により長い時間がかかるため、電波混信解消施策への

電波利用料による支援や、様々なＴＶ混信対策の連携方策を産官が連携して検討するべき（NTTドコモ）
 近年問題となっているBS/CS-IFブースタからの漏えい電波による干渉問題の対処には、適切な工事業者による適切な処置、及びその仕組みの構

築が必要であるため、問題の根本原因を明らかにするための事前調査等に電波利用料を活用することを検討すべき（KDDI）
 衛星基幹放送における超高精細度テレビジョン放送の開始に伴う中間周波数の拡大により有害な干渉が発生する可能性や、携帯電話の電波が一

部の旧型テレビブースターにより増幅されることでテレビの受信に悪影響を及ぼす場合が考えられることから、通信と放送間の干渉を抑制し、円滑な
周波数共用に資するために、電波利用料の活用を要望（ソフトバンク）

 BS左旋偏波導入の導入に伴い、BSブースターや宅内配線等から既存無線局に干渉を与える妨害波を発生させることが考えられることから、干渉の
発生を防止するための事前調査や、実際に有害な干渉が発生した場合の除去対応の費用の一部を電波利用料から歳出することを検討すべき（UQ
コミュニケーションズ）

 新たな周波数帯を利用する４K・８K放送の普及・展開に向けて、受信環境の整備には国にも一定の役割を期待（NHK）
 4K･8K放送技術実用化の加速に加え、ゼロからのスタートとなる110度衛星(BS･CS)左旋円偏波の受信環境の早期整備とあわせて、受信機器の設置

工事不良により生じる中間周波数帯での電波漏洩の軽減対策を推進することへの支援を強く要望（スカパーJSAT）
 空中を伝搬する電波と有線路上の通信（放送を含む）の間では、これまでも干渉問題が発生しており、有無線それぞれのスムーズな利用とサービス

の発展を確保するために、無線と有線路上の信号との干渉条件等について規格を設けることの是非や対策方法等も含め、中長期での政策課題とし
て取り組むべき（ジュピターテレコム）

 電波の「融通」を促進するための施策として、偏波の多様化による伝送可能情報量の拡大、例えば衛星放送における左旋偏波の普及活動への支援
の財源に、電波利用共益費用を活かすことが有効（ソニー）

 4K、8K放送の実現のために右旋円偏波の帯域再編や左旋円偏波の使用が提案されているが、中間周波数（IF）変換でBS／CSの普及に大きく貢献
したマンションの共聴システムの変更に多額の費用がかかると想定され、住民が費用を分担することになると、4K、8Kの視聴に興味のない世帯の理
解を得るのは難しくなる（個人）

（４）電波利用・関連産業の振興や海外展開のために取り組むべきこと
【周波数の国際協調利用促進のための無線通信技術の国際展開】
 国際競争力強化のため、日本が誇る高い水準の無線関連の開発スキルや運用スキルを積極的に海外展開し、諸外国との協力関係を構築すると共

に、世界的に日本の技術のプレゼンスを高めることが必要であり、我が国のＩＣＴ製品・サービス等の海外市場への積極的な展開や、諸外国の情報
通信主管庁・オペレータ等への教育と人財交流のための日本受入施策等に対し、電波利用料の活用を検討すべき（KDDI）

 安心安全分野において我が国の無線システムを国際競争力のある将来の基幹産業として育成するための一助として、我が国で実績のある防災衛
星通信システムを、主として発展途上国の政府・公共機関が購入し、運用していくことを促進することが必要であり、国によるトップセールスやファイナ
ンス支援に加えて、実証実験や運用トレーニングを無償で提供し現地の人材を育成することで、我が国システムの導入決定を後押しすべき（スカ
パーJSAT）

 IoTの海外展開に必須となる国際標準化活動を活発化するため、ITU-Rなどのデジュール標準だけではなく、IEEE802.11やWi-Fiアライアンス、
Zigbeeなどの業界標準、デファクト標準への影響力を高めることや標準化をリードできる人材育成が、関連産業振興や海外展開に有効（パナソニッ
ク）

 ５Ｇ関連の標準化活動に従事する人材育成と活動の支援を要望（CIAJ）
 海外から我が国に期待されている防災・減災に関連したＩＣＴ基盤のグローバル展開の支援のために、公共施設の安全をまもるインフラシステムの水

平展開や、展開先相手国の状況を的確に判断すること、およびスムーズなシステム導入のための、ＦＳ（Feasibility Study）の実施等を要望（CIAJ）
 エリア放送を使った4K対応、IP技術を駆使したエリア放送経由での多言語字幕対応や自動翻訳放送の実用化等の検討成果をもって、わが国のワイ

ヤレスビジネスの戦略的な海外展開にも協力して参りたいと考えおり、そうした新たな取り組みを加速する枠組みの整備を要望（IPDCフォーラム）

（５）その他の電波利用共益事務として取り組むべきこと
【総合無線局監理システムの次期基盤への更改等】
 電子申請については、一定の仕組みが導入されているが、ユーザー視点でより利用しやすいようシステム等の改善を要望。無線局免許状等の電子

化など制度の見直しと併せ、時代に即したシステムの導入を検討すべき（日本アマチュア無線振興協会）
 電子申請は、アマチュア無線家にも徐々に浸透してきており、手数料の軽減などで一定の評価も受けているが、依然、「入力が煩雑である」「わかり

づらい」「インターネット決済やATM支払いが面倒」などの声もあり、ユーザーのためのより一層の利便性の向上を要望（日本アマチュア無線連盟）

【次期技術試験衛星の開発】
 新技術の世界に先駆けた導入は国際競争力を強化することは、日本の産業・経済の発展に大きく寄与するものと考えることから、ETS-9(次期技術試

験衛星)等の新技術の実用化を加速する実証実験・技術開発等に対し、電波利用料の活用を検討すべき（KDDI）
 2020年に向けて技術開発等による新たな電波資源の拡大を図り、もって電波の能率的利用を確保する観点から、災害時における携帯用中継回線と

しての貢献等が期待される次期技術試験衛星の開発支援へ利用することを要望（ソフトバンク）
 通信衛星の高度化による周波数利用効率の向上は、ユーザーの便益を高め、衛星通信の利用分野拡大に大いに寄与するので、この方針に沿った

次期技術試験衛星の開発には電波利用料の活用も検討すべき（スカパーJSAT）
 今後Ka帯衛星通信の需要が増加するものと見込まれるが、限られた周波数帯で如何に実利用効率を高めるかが課題となるため、スループットの配

分やビーム配置を通信需要に応じて自在に変更できる「フレキシブルな衛星通信」の技術開発を次世代衛星通信における周波数有効活用に資す
る研究として推進することを要望（NEC）

 Ka帯の活用やブロードバンド環境提供に対応するため、ハイスループット衛星（HTS）が必須であり、トラフィック変動に対応したデジタルチャネライザ
技術、通信エリアフレキシビリティに対応したデジテルビームフォーミング技術、そして衛星能力を最大限に活用する地上設備の開発が必要（三菱電
機）

 Ka帯以上で広帯域を使用する衛星通信が期待されており、周波数有効利用の観点からも、大容量の伝送容量、かつ、需要に応じたスループットの
配分可能、かつ、軌道運用後でもビーム可変な柔軟性のあるミッション機器を開発・搭載した新たな技術試験衛星をぜひ実現すべき（個人）

 Ku帯など、現行の衛星通信システムで使用している周波数の一層の有効利用を図るための研究開発を進めることが国として不可欠（個人）
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【離島等の条件不利地域への携帯電話エリア拡大のための光ファイバ網整備支援】
 条件不利地域への携帯電話エリア拡大等に向けて、携帯電話エリア整備事業をはじめとする予算措置における補助の拡大、電波の有効利用促進

を図る方式や設備の導入への支援を検討すべき（NTTドコモ）
 高速・大容量の伝送路確保が困難なエリアへの携帯電話基地局等の早期導入に向け、光ファイバ網整備への支援を検討すべき（KDDI）
 地理的な条件等の問題によりモバイルブロードバンド環境が十分に整っていない地域において、利用環境を整備し電波の利用に関する不均衡を緩

和するため、過疎地、離島等の利用環境整備のために、基地局施設（鉄塔、無線設備等）及び基地局施設の開設に必要な伝送路設備（光ファイ
バ）の整備等に係る費用を電波利用料で負担することを要望（ソフトバンク）

【医療機関における電波利用環境整備支援】
 条件不利地域への携帯電話エリア拡大に向けて、基地局設置に際し、医療機器への配慮が必要な病院内のエリア整備を検討すべき（NTTドコモ）
 医療現場での携帯電話利用が望まれている一方、電波の医療機器への影響懸念から、現在、医療機関での携帯電話利用は限定的となっている状

況から、国民の安心・安全と利便性向上を実現する医療機関の電波環境整備（屋内対策工事等）の一部費用に電波利用料の活用を検討すべき
（KDDI）

 これからの医療においては、携帯電話等の活用や医療機器の無線化など、安全な医療サービスの提供や、患者の利便性の向上のために、病院内
での無線利用の需要は一層高まると考えられることから、医療分野における電波の更なる効率的な利用に向けて、国として、医療機関における最先
端のICTを導入する際のコスト等の課題を解決するための支援に関して検討すべき（ARIB、電波環境協議会）

 医療介護機関での電波空白地帯を解消するため、携帯電話等からの送信出力を低減することで医療機器への影響を低減可能な基地局・中継局設
置の補助が必要（個人）

 医療機関内の携帯電話等のインフラ整備に必要な費用に対して一定の国庫補助（電波利用料）を交付する制度や仕組みの整備が進められることを
期待するとともに、実際の携帯電話等のインフラ整備にあたっては、導入・運用時の医療機関利用者及び従事者の負担軽減を図るために「共用設
備を用いたインフラシェアリング」による整備が最適（JTOWER）

【周波数有効利用のための共用可能性の確認・調整システムの構築】
 周波数共用を実現するには、事前の共用調整を効率的かつ実用的に実施するスキームが必要不可欠。例えば、第三者機関のデータベースに共用

調整パラメータを登録し、周波数共用性を把握することにより、迅速かつ公平に無線局を開設することが可能（NTTドコモ）
 3.5GHz帯の第4世代移動通信システムと衛星システム間の周波数共用等の共用システム間の干渉検討は第三者機関で実施することが適当であり、

且つ迅速な対応を実現するためには干渉検討のシステム化が必要であり、このようなステム及び体制の構築やその準備に対し、電波利用料を活用
することを検討すべき（KDDI）

 事前の周波数共用調整を円滑的に進めるためには効率かつ実用的なスキームが必要不可欠。例えば、第三者機関による混信防止のための相談・
検討業務を行うことができる体制に電波利用料を活用して整備することを要望（ソフトバンク）

 3.5GHz帯における第4世代移動通信システムと衛星通信システムの周波数共用を行うためには、事前の共用調整を効率的かつ実用的に実施する
スキームが必要不可欠。例えば、第三者機関のデータベースに共用調整パラメータを登録し、周波数共用性を把握することで、迅速かつ公平に無
線局を開設することが可能。事後においては、共用条件が守られているかどうかの定期的な確認などを、第三者機関で実施（スカパーJSAT）

 時間・場所・周波数を融通する電波管理が可能な仕組みにより、周波数が場所と時間を限定して複数の事業者や利用者に活用されるようにするた
めに、電波管理を行うためのデータベース（GLDB：Geo-Location DataBase）等の管理・運用は、国あるいは国が委託した機関によって行われ、その
ための費用は電波利用共益費用によってまかなう方法を提案（ソニー）

【地上放送継続のためのバックアップシステムの整備支援】
 大災害に備え、民放各局ではBCPに基づく、放送継続のためのバックアップシステムなどの整備が必要。使途として、これらの設備投資や設備の保

守費用などへの検討を要望（日本テレビ放送網）
 これまで放送分野においては、地デジ化をはじめとする放送の高度化や難視聴解消など、電波の能率的な利用に資する諸施策が行われてきた。こう

した国の施策によって電波の有効利用や放送の確実な実施を図ることは免許人全体に裨益し、国民視聴者の利益にも適うものなので、今後も適切
に継続や拡充をしていただきたい（日本民間放送連盟）

【災害医療・救護活動に用いられる無線システムの普及支援】
 災害時に用いられる衛星通信回線等の無線システムを国民の生命・身体の保護のためのシステムとして一層活用するためには、電波利用料の新た

な使途として、①災害医療・救護活動に用いられる無線システムを取り扱う人材育成に対する補助、②災害医療・救護活動に用いられる無線システ
ムの整備補助、を要望（東北大学病院他32者連名）

 防災衛星通信システムは、大規模災害時の非常用通信手段として、医療機関に早期に整備を進めることが必要。電波利用料の新たな使途として、
災害医療向け衛星通信システムを医療機関が導入する際の設備整備費補助、上記システムを取り扱う人材育成に対する補助（災害医療機関職員
への研修・検定プログラムとその環境整備）、の検討を要望（スカパーJSAT）

 災害時に用いられる各種の無線システム（衛星携帯電話、ＭＣＡ無線、業務用無線機）を国民の生命・身体の保護のためのシステムとして一層活用
するためには、電波利用料の新たな使途として、災害医療・救護活動に用いられる無線システムの整備補助、災害医療・救護活動に用いられる情
報サービスと無線システムの共通化・標準化への補助、を要望（自治体衛星通信機構）

【電波資源拡大のための研究開発の対象範囲の拡大】
 電波資源拡大のための研究開発等においては、現状の「おおむね5年以内」よりも長期的な研究開発に取り組むべき具体的なニーズがあれば、柔

軟な対応を検討すべき（フジテレビジョン）
 国家戦略特区における、従前の電波の利用法に縛られない有効活用の促進及び次世代(5年以上先の実用化)の電波利用法の開拓に資する研究

開発についても電波利用料の使途となる措置を要望（CiP協議会）
 新たな利用形態を創出することは、電波の利用を拡大することすなわち電波の有効利用に他ならず、「電波の新たな利用形態を創出する技術」も

「周波数を効率的に利用する技術」とみなして電波利用共益事務における研究開発の対象に含めることを要望（国際電気通信基礎技術研究所）

137



 電波資源拡大のための研究開発の項目は（１）周波数を効率的に利用する技術、（２）周波数の共同利用を促進する技術、（３）高い周波数への移行
を促進する技術、となっているが、（４）電波利用者の便益に寄与する、最先端・イノベーティブな技術の円滑な社会実装を推進する実証、を追加す
ることが有効（住友電気工業）

【周波数移行促進措置】
 今後は、公共業務用における無線局（国の無線局）が周波数移行の対象となることも想定され、国と民間事業者との間で調整・交渉が必要になって

くる可能性もあり、早期の移行を可能とするためには、国が関与するかたちで、電波利用料での移行費用の負担も含めた移行促進の仕組みを整備
することが必須（ソフトバンク）

【パブリックセーフティ用無線システムの推進】
 安心・安全の確保のためのネットワークの多様化・多層化を進め、災害時にも途絶しない無線通信を確保するために、平時にも利用できるLTEを活

用した Public Safety LTEシステムの導入について至急検討を推進し、2020年に開催される東京オリンピック・パラリンピック競技大会での活用も視野
にいれた構築の検討を進めるべき（移動無線センター他11者連名）

 パブリックセーフティ用無線システムについて、自治体のデジタル同報無線システムのデジタル移行加速と長期運用を維持するために、戸別受信機
の共通部品開発の予算支援や、業務用無線システムのPS分野での共同利用モデルを確立するための特定地域における実証実験・検証に取り組む
べき（パナソニック）

 多くの国民が利用する公共ネットワークの高度化に向けたＩＣＴ基盤の整備として、PS-LTEによる公共インフラの構築を提案（CIAJ）
 放送電波を活用した地域の安心・安全向上サービスの開発・導入のため、ワンセグデータ放送等を活用した公共・防災システム等の補助サービス機

能の開発、データ放送等を活用した受信者限定の公共サービス機能の開発が有益（ハートネットワーク）

【自営系業務用無線のデジタル化支援】
 自営系業務用無線の狭帯域デジタル化のさらなる推進及び普及促進を図るため、利用料財源の活用により電波の有効利用に資する整備上の補

助・支援を検討すべき（全国陸上無線協会）

【船舶、公共交通機関車両内部での携帯電話等のエリア拡大】
 船員が安全かつ安心して船舶で働けるよう、内航船の多くが航行する陸地から２０マイル（約３７ＫＭ）以内では常時、地デジＴＶ放送の受信、携帯電

話・スマホの通話が可能となるように、大至急改善を要望（日本内航海運組合総連合会）
 旅客の利用者の利便向上及び海上で働く船員の労働環境改善を図るため、陸上と海上との通信格差の解消に向けた、地上デジタル放送の受信環

境、海上移動用基地局の設置等による携帯電話、インターネットの通信環境の整備が必要（日本長距離フェリー協会、日本旅客船協会）
 海上緊急通報用電話番号「118番」の有効活用のためにも、海上における携帯電話の不感地帯の解消を要望（全日本海員組合）
 船上における衛星回線インターネット通信は陸上と比較して低速であり、日本沿岸海域においても携帯電話の使用可能エリアは限られているといっ

たように、船上で働く船員はデジタルディバイドの状況下におかれているので、一日でも早くデジタルディバイドが解消されることを期待（日本船主協
会）

 海上においても、海域によらず、陸上と同様レベルの安定した通信環境の整備を要望（商船三井フェリー）
 四方を海に囲まれた我が国にとっては海上のワイヤレスサービスが充実し、デジタルディバイドが解消されることこそが最も重要（近海郵船）
 マリンタイム（近海）や離島航路等の海上交通を利用する多くの利用者や地域住民も高速モバイル通信環境の地域格差の是正を要望（佐渡汽船）
 我が国の排他的経済水域内において電波遮蔽対策事業、携帯電話等エリア整備事業と類似した施策により、洋上通信の改善等を新たな電波利用

共益事務とすることが国益に叶う（匿名希望）
 鉄道やバスなどの内部が５Ｇ導入時に不感地帯となってしまうことは電波利用の公共性を一部毀損するとも考えられるので、これまで取り組まれてき

た携帯電話等エリア整備事業や電波遮蔽対策事業の一環として、電波利用料を財源とし、公共交通機関車両内部への５Ｇサービス提供に取り組む
ことは有意義（住友電気工業）

【送出マスター等の放送設備の更新の支援】
 2011年7月の完全デジタル化に合わせた送出マスターの設備更新が、2017年度～2019年度までの間に民放各局で実施されるが、地上デジタル対

策の後年度負担がなくなることも踏まえ、設備更新費用への使途の検討を要望（日本テレビ放送網）
 地上デジタル放送のネットワークの設備更新、中波ラジオの設備更新、ワイドＦＭの展開は、国土の２２％を占める広大な面積をカバーするために多

くの送信所を維持している北海道の基幹放送事業者には、設備更新に多額の投資が必要となる点を踏まえた使途の検討を要望（札幌テレビ放送）
 デジタル放送の大きなメリットの一つであるデータ放送を積極的に活用して、地域独自のコンテンツや各種イベント情報、自治体等と連携した防災情

報等を臨機応変に配信できるように、2016年以降に到来する地方民放局のマスター設備更改のタイミングに合わせて地方民放局の設備整備と技術
者等育成を支援すべき（個人）

【移動受信地上基幹放送の難視聴対策等】
 V-Lowマルチメディア放送についても、「難視聴対策 民放ラジオ難聴対策事業」、「トンネル、地下における難視聴対策事業」、「Wi-Fi 防災ステー

ション事業」等の適用範囲となることを要望（VIP）

【アマチュア無線資格の国家試験受験料や養成課程受講料の支援】
 小中学生等からアマチュア無線の利用を通じて電波に慣れ親しみ興味を持ってもらうために、青少年に対するアマチュア無線資格の国家試験受験

料や養成課程受講料へ、電波利用料による支援を要望（日本アマチュア無線振興協会）
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（６）現行の電波利用共益事務を引き続き実施すべきもの
【電波資源拡大のための研究開発等】
 国民競争力確保のための研究開発・実証試験等を取り組むべき（UQコミュニケーションズ）
 企業がリスクと見て投資できないような無線システムビジネスについて、官主導で積極的に投資を行い、実証実験し、新しい無線システムビジネスを

民間と共に開拓すべきであり、電波を利用したビジネスの実証などアプリケーションレイヤまで予算執行の幅を広げるべき（日立製作所）
 近年、各種無線システムに対する周波数の分配又は特定等の作業においては、技術の進展速度の影響を受ける機会が多々増えていることから、標

準化作業と電波資源拡大のための研究開発とは表裏一体に進めることが効率的である。（NICT）
 電波の利用に関しては国際標準化が極めて重要であり、今後一層強力に進めていくために国際標準化のための種々の活動に対する取組が必要

（国際電気通信基礎技術研究所）
 イノベーティブな無線技術の実用化加速等に対する電波利用料による支援が期待される一方で、日本独自の技術と、海外技術とのハーモナイゼー

ションの推進を要望（JVCケンウッド）
 IoTと4K・8K映像の普及により中長期的に電波利用の需要は爆発的に増えるため、周波数を共用する技術や施策の研究開発や実用化へ電波利用

料を活用すべき（ソニー）
 東京オリンピック・パラリンピック競技大会に向けた各種無線設備の一時利用の場合の共用検討、レガシー利用も視野に入れた共用検討などについ

て取り組むべき（モトローラ・ソリューションズ）
 電波関連の研究助成において、一部の周波数帯域の民間開放にむけた製品の展開、運用の課題洗い出しと、制度への提言を研究成果として要求

するタイプの助成は実施する価値がある（個人）
 ワイヤレス電力伝送システムや近距離無線通信の研究開発・制度整備に関する総務省から外部への業務委託に相当規模の予算が割り当てられる

ことが望ましい（個人）
 既存・新設の周波数帯を合わせて利用するための基盤となる無線アクセス技術の研究開発と実用化のために、世界的には未開拓の①変復調方式

と、②強力な干渉除去技術の研究開発ならびに実用化の推進を提案（個人）
 「安心・安全情報の提供に必要な情報配信システム」、「自動運転に必要な情報配信システム」、「IoTに必要な情報配信システム」の分野について放

送インフラの活用の研究、開発及び実用化を促進すること、これらの放送活用を海外に積極的に展開していくことが必要（VIP）
 2020年の東京オリンピック・パラリンピックにおける最先端かつイノベーティブな技術の具体化を進める目的から、エリア放送のIP対応を活用した技術

開発について是非とも政策的なご支援を要望（IPDCフォーラム）
 研究開発を促進するための助成金制度として、数年間のスパンで研究に取り組め、使途の柔軟性や使用の利便性について科学研究費補助金程度

のものを期待（個人）

【携帯電話等エリア整備事業】
 現行制度では自治体や事業者等の負担が大きく、要望があるにも関わらず制度の活用が進まない事業については、国の負担割合を引き上げる等

（自治体等は負担軽減）により、制度を活用しやすくすべき。（NTTドコモ）
 老朽化/陳腐化した「導入済み設備」を「電波の有効利用促進を図るＬＴＥ等の方式や設備」へ更改する場合も補助の対象とすべき。携帯電話等エリ

ア整備事業は「３Ｇ方式」のみが補助対象だが、ＬＴＥ等の「電波の有効利用を図る方式」も補助の対象とすべき（NTTドコモ）
 携帯電話サービスエリアの地域間格差については、国と通信事業者により改善を図るべき（熊野市）

 スマートフォンは情報通信端末として不可欠となっているが、過疎地・離島等、サービスを利用することが困難な地域があり、国民が平等に高度な情
報通信サービスが利用できることを目的に、自治体や通信事業者への整備支援の継続を要望（CIAJ）

 特定の携帯電話事業者・通信方式にしか対応していないスマートメーター・Ｍ２Ｍ等では未だ不感エリアが残っている状況にあり、離島や山間部な
ど条件不利地域の多い九州においては、携帯電話等エリア整備事業の継続を要望（九州電力）

【デジタル放送混信対策、民放ラジオ難聴対策】
 地上デジタル放送への外国波混信等の対策については、継続して実施を要望（NHK）
 地デジ化による放送の高度化や難視聴対策、ワイドＦＭなどを含むラジオの難聴解消への施策にこれまで電波利用料制度が活用されてきたことは

適切であり、引き続き電波利用料を活用していくのは広く国民利益にかなう（フジテレビジョン）
 民放ラジオの難聴解消・災害対策への支出は、東日本大震災時に改めて認識されたラジオ放送の有用性、「国民の安心・安全の確保、推進に寄与

する」ことからも継続するよう要望（青森放送）
 昨年制度が整えられたラジオのギャップフィラーの設置促進を含めて、FM放送によるラジオ放送受信環境の整備を進めるべき（北日本放送）
 国民の安心・安全を守るための電波利用を促進していく上で、災害時等における電波の確保を目的とする対策事業について、引き続き適切な支援

がおこなわれることを期待（山口放送）
 ラジオ放送に関しても災害時に有効なメディアとして確認はされておりますが、放送基盤のさらなる強靱化にも使途目的を広げていただけるよう要望

（四国放送）

（７）歳出規模の在り方
【歳出と歳入の一致】
 電波利用料の歳出額と歳入額はバランスを図るべき（UQコミュニケーションズ）
 2013年度、2014年度の決算では歳入と歳出の乖離が生じているが、乖離が生じないよう歳出と歳入の総額は一致させるべき（日本民間放送連盟、

民放24者）
 これまでの収支差額について、歳入が歳出を上回った場合には次年度以降に繰り越し電波共益業務などに活用できるなど柔軟な運用が可能な制

度への見直しを検討すべき（フジテレビジョン）

【歳出規模の抑制】
 電波利用料の負担軽減については、地上デジタル放送総合対策の終了を踏まえ、歳出を抑制するよう配慮すべき（NTTドコモ）
 地上デジタル放送移行対策の終了に伴い、電波利用料の全体の歳出規模は削減努力が必要（ソフトバンク）
 電波利用料予算の歳出構造の変化を踏まえ、無線局免許人の負担をできる限り軽減すべき（日本民間放送連盟、民放30者）
 電波利用料の歳入、歳出の規模はできる限り抑制し、無線局免許人の負担をできる限り軽減することを要望（VIP）
 これまで歳出の大部分を占めていた地上デジタル放送総合対策が終了する見込みだが、これまでの歳出規模の維持を目的とするのではなく、新た

な使途については日本が先行する最先端かつイノベーティブな技術の実用化の加速に資するものに限定する等、歳出規模を削減することも視野に
入れて検討いただきたい（ケイ・オプティコム）
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電波利用料額の見直しの考え方

（１）電波の経済的価値の反映の在り方】
【経済的価値の考え方】
 電波利用料制度における電波の経済的価値の反映を過度に進めることには賛成できない。電波利用料制度は、さまざまな無線システムの目的や社

会的意義に配慮し、バランスをとることが極めて重要。経済的価値の反映を追求するあまり、高い収益をあげうる電波利用システムばかりが存続し、
国民の安全・安心を確保するための公共性の高い無線システムが排除されるような仕組みでは、結果的に国民が不利益を被る（日本民間放送連盟、
民放26者）

 電波利用料は税ではなく、営業収益関連の指標と比較して多寡を論じるべきものではない（日本民間放送連盟、民放７者）
 地上波放送は国民に必要な情報を同時に輻輳なく伝送可能であり、「無線局全体のひっ迫対策」に十分貢献している。さらに放送方式、受信機が

長期にわたり変更が出来ない。その上携帯電話と違い、個別事業者専用の周波数割り当てで無いなど無線システムのあり方が携帯電話と大きく異
なる（民放５者）

 「電波の経済的価値」の考え方は、営利を目的としないNHKの電波利用の趣旨とはそぐわない部分があるので、その一層の拡大には賛成できない
（NHK）

 電波の経済的価値については、これまでの電波利用料見直しにおいても各種議論がされてきたところですが、単純に電波そのものの価値を評価す
ることは困難であり、経済情勢や電波利用方法を含む技術の進展、サービス利活用等に大きく左右される（KDDI）

【経済的価値を考慮した料額の設定（3.5GHz帯）】
 携帯事業者が負担する3.4～3.6GHzにおける電波利用料額は、周波数特性や同帯域が他システムとの共用であることも踏まえ、経済的な価値を考

慮し料額を引き下げるべき（ソフトバンク）
 無線局の電波利用料額については、料額設定当時の使用無線局数に基づき算定されたものであると認識。本年以降は、新たに3.5GHz帯携帯電

話システムによる無線局が開設され、現行電波利用料額が設定された当時を超える無線局の開設が想定されることから、将来的な無線局の開設数
を考慮することを希望（KDDI）

（２）電波利用料の軽減措置（特性係数）の在り方
【特性係数の適用】
 放送の電波利用料に係る特性係数は、法律に定められた①「国民の生命、財産の保護に著しく寄与するもの」、②「国民への電波利用の普及に係

る責務等」の２点を勘案して規定している。これは適切な措置なので、２つの特性係数と現行の乗率を今後も維持していただくよう要望（日本民間放
送連盟、民放２７者、VIP）

 放送は、①国民に必要な情報を同時に輻輳なく伝達可能であり、「無線局全体のひっ迫対策」に貢献するものであり、②放送方式や受信機が長期
間にわたり変更できず、③携帯電話と異なり個別事業者専用の周波数割り当てでないなど、無線システムのあり方が携帯電話と大きく異なる。電波
利用料制度の設計においては、こうした放送の特性にも配慮して欲しい（日本民間放送連盟、民放３者）

 携帯事業者と放送事業者の負担がアンバランスとの指摘があるが、負担の仕組みに差異があるので、こうした指摘は当たらない。通信は双方向であ
るため基地局と端末のそれぞれに電波利用料が課されているが、放送は単方向であるため放送局側のみに電波利用料が課されている。また、通信
の量が増えるほど利益が増える通信事業と、放送内容の質で利益を上げている放送事業とでは、電波の使用方法に違いがあることを鑑み、同じ基
準で電波利用料を課すべきではない（民放９者）

 国民共有の財産である電波の適正かつ有効な利用を確保する観点から、地上デジタル放送の特性係数については、周波数共用形態や放送事業
の有する公共性について今後とも十分に考慮されることを要望（NHK）

 衛星通信は東日本大震災等の大規模災害や緊急事態時等の確実な通信手段として、国民の生命、財産の保護に著しく寄与しているという重要性
等から、1/４の軽減をしているが、この重要性は2020年に向けて変わることなく、確実なライフラインの提供という公共性の高い通信システムということ
に勘案し、特性係数の維持を要望（スカパーJSAT）

 特定の無線局に軽減措置を適用するのではなく、各無線局に対し、適正な最低限度の電波利用料が設定されるべき。軽減措置（特性係数）の適用
にあたっては、周波数を共用する等、周波数の利用形態に応じた考え方による整理とすべき（KDDI）

 携帯電話が国民生活に必要不可欠なサービスになっており、公共性の観点では放送と同等と考えられるので、電波利用料における通信と放送のア
ンバランスは解消すべき課題。このアンバランスを解消するため、携帯電話についても地上テレビジョン放送事業者と同じ特性係数を適用し一律の
帯域料金を課すべき（ソフトバンク）

 デジタル投資の次は防災投資と続いているが、こうした活動、設備投資は利益最優先ではなく全ての国民・視聴者のためであり、電波利用料の軽減
や優遇措置の整備を希望。特に、ＦＰＵの電波利用額については災害などの非常時に使用する事例が多いので、特段のご配慮をお願いする（広島
テレビ放送）

【激変緩和措置の適用】
 無線システムを利用し事業を行う放送局にとって、電波利用料制度・料額の継続性、安定性はきわめて重要。３年毎の見直しで制度が大きく変わり、

想定外の料額増加が生じることは、ローカル局にとって経営上の大きな不安定要素となりかねず、慎重に検討すべき（日本民間放送連盟、民放１４
者）

【減免措置の適用】
 遭難自動通報局は、衛星EPIRBやSART又はPLBで構成され、船舶の遭難等人命の安全が危険な状態に陥ったときのみに利用されるため、電波利

用料については、全額免除されている防災無線や消防無線と同様に扱って欲しい（全国船舶無線協会）
 海岸局は設置が義務であり、海岸局の電波利用料を軽減して欲しい。また、海岸局の連絡回線用に使用している固定局の電波利用料についても、

免除又は軽減措置を講じて欲しい（石川県無線漁業協同組合）
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 準天頂衛星システムの一部の測位信号は、米国GPS・欧州Galileo等と同じ周波数を使用しており専有しているわけではないこと、さらに利用者側か
ら見た場合は、同時にすべての衛星を利用するわけではないという性質も併せて考慮し、測位衛星サービスという新たなワイヤレスビジネス・サービ
ス提供のために、人工衛星局の電波利用料負担について再考を希望（準天頂衛星システムサービス）

 東京オリンピック・パラリンピック競技大会の円滑な運用に向けて、必要な周波数を確保することが必要。また同競技大会の成功に向けては、国を挙
げてのイベントであることも加味し、大会用途を目的とした時限的な無線機器の利用に対して、電波利用料の軽減措置の検討をお願いする（NEC）

 今回の見直しにより、これまで同様に料額が一定率増加することとなった場合、日本国の事業者としての競争力がさらに低下し、国益にも適わない
のではないかと考える。係る状況を回避し競争力を高めるために外国向け提供の場合の特例処置として、新たな減額スキームの導入を要望（スカ
パーJSAT）

【その他】
 現在の制度では、電波利用料は1年分を前払いすることになっており、その期間の途中で無線局を廃局しても、支払った電波利用料は還付されない。

特に人工衛星局については、同一軌道において人工衛星を更改する場合、同一周波数を同時利用することは不可能であるにも係らず、衛星の更
改期間中は二重に電波利用料を支払うこととなることから、期間の途中で無線局を廃局した場合には、その期間に相当する電波利用料を還付する
制度の導入、若しくは後継衛星の免許申請時に後継衛星である事を確認し何らかの減免処置を導入することを要望（スカパーJSAT）

 現行の制度では、認定開設者が電波を利用できない状況であっても、認定から６ヶ月後には電波利用料が発生。さらに認定された開設計画では、
ブロック毎に放送開始年度が異なり、無線局免許もその計画に基づき順次取得していく。しかし、電波利用料については認定から６ヶ月後には全ブ
ロック分が発生する。通常の無線局免許では、電波利用料は無線局免許の取得日に発生することから、開設計画の認定事業者に対しても、電波利
用料は電波が利用できるようになった状態、すなわち無線局免許の取得時から発生すべき（VIP）

（３）電波を稠密に利用している無線システムの料額設定の在り方
【利用料額の負担軽減】
 センサーネットワークの電波利用実態を配慮し、電波利用料を非常に低廉におさえることにより、面的に数多くのセンサーを配置するサービスが可能

となり、住民サービスの向上や安全の向上に大きく寄与することが期待される（個人）
 ５Gネットワークにおける高密度のネットワーク展開では、トラヒックの負荷が高いホットスポットにおいて相当数の基地局や中継局を集中的に設置す

るようなネットワーク構成が想定される。また、高い周波数では帯域幅を広く使って高速のデータ通信を実現することが想定される。このような通信シ
ステムのネットワーク展開の負担にならないような措置が必要。また、IoTなどの普及により、センサーネットワークやウェアラブルデバイス等、非常に
多くの無線機器が利用されると予想される。このようなMTC（マシン型通信）の多数接続の普及発展には低コストの運用が必須なため、電波利用料
が負担とならないような措置が必要（ノキア）

 新たな社会インフラとして普及・発展が期待されているセンサーネットワークは、その一般的な通信特性（低い通信頻度、小さいデータ転送量等）を
踏まえると、周波数を占用する時間が小さくなると考えられることから、電波利用料の負担を引き下げることが望ましい（ケイ・オプティコム）

 前回の電波利用料の見直しにおいて、使用周波数あたりの無線局を基に上限が設定され、今後のＩＣＴインフラとしてのＭ２Ｍシステム等の普及促
進に寄与する。一方で、現状の上限額は、携帯電話及び携帯電話を利用するスマートメーター等を包括して設定されたものであり、スマートメーター
に利用する携帯電話回線の料金低減に繋がっていないのが現状。このため、電波利用料の公平・公正の観点から、毎月数ＧＢｙｔｅ程度のデータ通
信を行う携帯電話と、数ＭＢｙｔｅ程度にとどまるスマートメーター・Ｍ２Ｍとを区分した電波利用料の設定など算定方法の見直しを要望（九州電力）

【上限額設定の適用】
 当該周波数を利用したシステムによるサービスエリアの充実に際しては、周波数の伝搬特性の観点から従前の携帯電話システム以上の多数の基地

局開設が必要となることから、現状端末設備において導入されている上限設定等の適用措置を希望（KDDI）

【周波数帯域徴収への一本化】
 携帯事業者等は、トラヒック対策のための小セル化や、屋内対策でフェムトセル基地局によるトラヒックオフロードを行う等、電波の利用効率を高めて

いる。前回の電波利用料の見直しにおいて、Ｍ２Ｍやスマートメーター等の普及を考慮し上限額を設けたことは有益であるものの、今後のIoTの急速
な拡大等を踏まえ周波数有効利用のインセンティブをより働かせるためにも、携帯事業者等が使用する広域専用電波の電波利用料は帯域利用料
に一本化すべき（ソフトバンク）

 今後のIoTの本格的な普及においては、大量のセンサーの導入・設置等に伴うため、設置される機器の数、種類や回線数の増大に依存せずに構
築・運用できる免許等制度や電波利用料の設定が必要（Sensus Japan）

 広域専用電波を使用する無線局については、無線局毎の電波利用料徴収制度を見直し、周波数帯域による電波利用料徴収制度への一本化を検
討すべき。これにより、無線局毎の電波利用料の請求、支払いに関する事務処理の軽減が図れる（UQコミュニケーションズ）

 IoTの実現においては、大量のセンサーの設置や回線接続（センサーネットワークの構築）が伴うため、機器や回線数の増大に依存せずに、より低コ
ストで構築・運用できる免許等制度や柔軟な電波利用料の考え方を導入することが望ましい（日本ケーブルテレビ連盟）

（４）その他
 電波利用料の見直しによって、NHKの負担増につながることのないよう要望（NHK）
 テレビジョン放送を行う基幹放送局の電波利用料について、空中線電力が20mW未満で1,000円という金額が、20mW以上では約200倍（192,300円）

になる。ギャップフィラーの出力上限が50mWということもあるが、電波利用料が1,000円で済む空中線電力の上限値を20mW未満から50mW未満に変
更することの検討の是非（福島中央テレビ）

 受益者である無線免許人が公平に利用料を負担するという電波利用料制度の趣旨を踏まえ、特定分野の事業者に負担割合が偏ることのないように、
電波利用料額の見直しの検討を要望（ケイ・オプティコム）
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新たな無線システム等の導入・普及に向けた制度上の課題を解決するための方策

【新たな衛星通信システム】
 新たな衛星通信利用は、日本における海運産業の強化や物流の効率化による日本の産業基盤の強化に資することから、WRC-15の結果2019年か

ら利用できることとなったASM周波数を利用した国際競争力のあるビジネスに対する周波数割当等の免許制度について審議を希望（IHI）
 WRC-15において定められた海上で利用する国際VHF帯へのデータ通信の周波数帯は、我が国ではアナログ音声通信に使用され、データ通信を

導入できる周波数環境にないことから、国際条約等に基づく周波数変更対策を国の損失補償で行い、国際VHF帯へのデータ通信導入に係る電波
法令の制度整備を進めるよう希望（日本無線）

 新たに分配された周波数帯について速やかに国内の法整備を行うべき。また、世界的に検討されている船舶や航空機の航行に係る信号の人工衛
星による中継について、必要な法整備も進めるべき（スカパーJSAT）

 船上のデジタルディバイド解消に有効な手段の一つである衛星通信を、より安価に、より快適に利用するためにも、その早期実現を要望（全日本海
員組合）

【センサーネットワーク】
 280MHz帯を活用したセンサーネットワークの技術的検討ならびに商用免許の整備について早期検討を進めるべき。また検討に際し、地域単位で利

用者を特定した専用ネットワークの構築を可能とするための制度的枠組みの導入が望ましい（Sensus Japan)
 センサーネットワークは無線LANと重なる部分も多いため、混信対策や近傍周波数拡大等で安定的な環境を確保する方策が必要（個人）
 センサーネットワークの情報は個人情報やインフラ情報等の重要な情報を含むことから、ライセンスバンドとしてセンサーネットワーク専用に低周波数

帯域を割り当てることが重要かつ有益（個人）

【ドローン】
 公共用途を含めた業務用の無人航空機（ドローン）を迅速に導入させるためには、ホビー用途のドローンとの制度上の分離を明確にし、また業務用

目的で一定高度の空中にて無線設備を利用する場合の制度についての整理が必要（モトローラ・ソリューションズ）
 ドローン利用の高度化のため、最大空中線電力の増力及び高画質な画像伝送が可能な周波数帯の整備推進を希望（JVCケンウッド）
 ドローンや路車間通信等新たなシステムに対しては、既存のモバイルシステムとWi-Fiを活用してシステムを実現することが望ましい。また、Wi-Fiの

周波数は国際スタンダードに合わせて可能な限り拡張し、それを共有利用するのが望ましい（無線LANビジネス推進連絡会）
 災害現場等におけるドローン等の有効活用や普及促進を見据えた新たな免許局導入が予定されている。特に、上空利用運用においては、所要の

周波数共用条件を踏まえ、隣接異システムとの円滑な運用調整スキーム・機関の在り方の検討が重要（日立国際電気）
 複数のドローンを活用して無線基地局等の通信インフラを早期に暫定的に再構築するネットワーク基盤技術確立のための実証実験を行うべき（NTT

コミュニケーションズ、NTTアドバンステクノロジ）
 稼働中のドローンの飛行状態の情報を収集する仕組みと収集したデータをもとに異常飛行状態のドローンを検出する技術の確立が必要（NTTコミュ

ニケーションズ、NTTアドバンステクノロジ）
 テロ対策としてドローンや防犯カメラによる監視技術が期待されており、機械学習やAIを活用し不審者や不審物を早期に発見する技術の確立が急

務（NTTコミュニケーションズ、NTTアドバンステクノロジ）

【ワイヤレス電力伝送システム・NFC（近距離無線通信）】
 ワイヤレス電力電送について、今後市場展開を加速するための制度整備を行う場合も、共用検討や人体防護に関する検討をしっかり行い、規律ある

制度とすべき（YRP研究開発推進協会)
 型式指定を受けた高周波利用設備における電磁的表示や、型式指定モジュール内蔵の場合にその型式指定表示のホスト機器への転記を可能とす

ることを要望（CIAJ）
 今後利用が拡大し新たなビジネスを生む可能性の大きいワイヤレス電力伝送システムや近距離無線通信について、研究開発・制度整備に関する総

務省から外部への業務委託に相当規模の予算を割り当てることが望ましい（個人）
 日本のNFCは世界的に普及していないNFC IP-1が主流であり、同じ周波数を利用するICカードやICタグが広く利用することができないことから、

NFC IP-2を普及させるべき（個人）

【IoT・M2M】
 IoTの普及に向けては実証実験が不可欠であるから、既存無線局の運用に支障をきたさぬよう十分配慮し、時間的場所的な共用等を行い限定的な

実験試験局免許の早期取得が可能となる仕組みの検討が必要。その際、実験試験局の運用周波数の共用調整と実験後の共用を切り離すしくみが
必要(TBS）

 IoTでは強固な認証を行っていないケースが多いと想定され、セキュリティに懸念があることから、認証レベルに応じた通信の規制やその機能実装等
のガイドラインを出していくべき（無線LANビジネス推進連絡会）

 IoTの本格的な普及においては、大量のセンサーの導入、設置等を伴うため、設置される機器の数種類や回線の増大に依存せずに構築・運用でき
る免許制度や電波利用料の設定が必要（日本ケーブルテレビ連盟）

 IoTは地域や住民の存続に資する社会インフラでもあり、地域公共団体やケーブルテレビ事業者等の各地域に根ざす主体がその構築を推進し活用
できるような環境整備に配慮すべき（日本ケーブルテレビ連盟）

 IoTの普及により急増が想定される新規の電波利用ユーザに対して、混信を排除し電波の能率的な利用を適切に確保するため、例えばドローン操
作者の技術レベルを明確に示す仕組み（指標やライセンス等）作りなど、周波数の使用に関するリテラシーの向上を目的とした周知啓発事業等を推
進することが重要（NTTコミュニケーションズ、NTTアドバンステクノロジ）

 スマートメーター・M2M等の無線システムの普及促進の観点から、eSIM内のデータを書き換えることで携帯電話事業者を柔軟に選択・変更できる仕
組みの構築を要望（九州電力）

 モノが利用するデータを放送で配信するIoT放送に適した「特定多数」への情報配信が、放送電波にて実施できる制度整備を要望（VIP）

【周波数調整・共用・再編】
 周波数調整は、既存の無線サービス保護だけでなく、新技術の導入によるメリットの研究や国際協調可能性の検討を行うべき。ワイヤレス電力伝送

等の新たな電波利用形態には、ISM帯のような特定用途周波数割当てや制度の検討等先駆的な対応も考慮すべき（クアルコム）
 2020年代の莫大なトラフィックに対応するには十分なモバイル用周波数の確保が必要であり、高い周波数帯の開拓と既存周波数帯の有効活用（周

波数共用と周波数再編の促進）が考えられる（NTTドコモ）
 周波数共用を実現するには、事前の共用調整を効率的かつ実用的に実施するスキームが必要不可欠（NTTドコモ）
 周波数再編の際は不適切な電波混信が発生することが多くなることに留意し、周波数再編の促進と同時に、電波混信解消施策への電波利用料によ

る支援や様々なTV混信対策の連携方策の検討等の、より適切な電波監理制度の実現に向けた推進が重要（NTTドコモ）
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 時間・場所・周波数を融通する電波管理により、周波数が時間と場所を限定して複数の利用者に活用されることで電波の有効利用が促進される。電
波管理を行うためのデータベースを国あるいは国の委託機関が管理・運用し、その費用は電波利用共益費用でまかない、各事業者は個人利用者
に対して無線回線を提供するための設備を共有して使用する方法が考えられる（ソニー）

 新たな無線システムの導入促進にあたっては既存システムとの整合性を考慮した導入が不可欠であり、既存システムに対して有害な影響が生じた
際はすみやかに対策が実施されるための施策を検討すべき（NHK)

 東京オリンピック・パラリンピック競技大会に向けて、海外からの無線システムの一時利用の場合の共用検討、同大会で利用された無線システムをレ
ガシーとして大会後に利用することを視野に入れた共用検討等について取り組むべき（モトローラ・ソリューションズ）

【その他】
 イノベーティブな無線技術の実用化加速に対する電波利用料による支援が期待される一方で、日本独自の技術と海外技術とのハーモナイゼーショ

ンの推進を希望（JVCケンウッド）
 新技術や新しいビジネスやサービスをデモンストレーションするための実験区域（特区）を適切な地域に設定し、性能評価と課題の抽出を行うべき（ク

アルコム）
 業務用無線は用途と場所によって多数の免許人が存在することから、中規模な地域単位でも一つのシステムを共同で利用できる制度を拡張してい

くことが、電波の有効利用とデジタル化の加速に必要（モトローラ・ソリューションズ）
 新たな無線システムの技術・周波数について、2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会への利用や当該大会を通じた普及促進も期待される

ことから、利用に係る制度の円滑な導入について配慮が必要（東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織委員会）
 エリア放送が優位な小空間を対象とした小電力運用を普及させるためには送信機の低廉化が急務であるため、一定以下の小電力で，細かな設置

環境を考慮した補足資料を提出した場合はマスク要件を緩和し、それらを考慮した与干渉の有無を判断する審査を取り入れるべき（エリア放送開発
委員会）

 宇宙ビジネスに係わる法制度が整備されつつあることに伴い、宇宙事業に関わる既存の手続きが複雑化しないよう適切に電波法が改訂されるよう希
望（スカパーJSAT）

 新しい技術を他の主要地域に遅れることなく導入できるよう、日本においても5GHzの免許不要帯域について技術ニュートラルな規則にすべき（クア
ルコム）

 国際的動向も踏まえ、我が国においても、新たにIoTの普及も視野に入れた、平時にも利用できるLTEを活用したPublic Safety LTEシステムの導入
について、2020年に開催される東京オリンピック・パラリンピック競技大会での活用も視野に入れて至急検討を推進していくことが必要。また、条件不
利地域における構築について支援制度を創設すべき（移動無線センター他11者連名）

 千トンを越える船舶について、海上移動用基地局の設置により定期航路での安定した高速通信の確保を船内及び周辺に提供出来るよう、機器の開
発や法整備が必要（佐渡汽船）

 医用テレメータについて、大きな病院では空きチャネルが無い状況であるため、医用テレメータの周波数の拡大と、医用テレメータと同じ周波数が使
われているテレコンテレメータ(429MHz)との割当て周波数の分離を提案（フクダ電子）

 医療機関における無線LAN利用について、医療専用の周波数やチャネルの割当てや、例えば5GHzの一部のチャネルを医療優先とし、医療機関の
屋内に限ってDFSによる運用の免除、新たに割り当てる周波数に関して外部からの影響が問題となる業種等を優先する運用を考慮した周波数プラ
ンやチャネル運用が必要（個人）

 デジタルコミュニティ放送について、デジタルコミュニティ放送の普及やユーザーにとっての不利益とならないよう、事業者から民間団体発行の運用
規定をメーカーに開示できるよう制度整備を行うべき（個人）

【免許制度】

 国や地方が防災目的で敷設する設備については、検査制度・免許制度から柔軟かつ迅速に対応できるよう関連制度の改正が必要（モトローラ・ソ
リューションズ）

 アマチュア無線局免許に係る周波数等の包括指定制度の導入を検討すべき（日本アマチュア無線振興協会）
 アマチュア無線局において、一定条件のもとであれば、免許の範囲内での機種変更等は届出又は届出不要とする等の無線局の簡易な免許手続き

の改正を希望（日本アマチュア無線連盟）
 オリンピックを機に、諸外国から日本への短期訪問者について免許手続きを免除してアマチュア無線機器の持込み及び運用を可能とする措置の導

入検討を希望（日本アマチュア無線連盟）

【検査制度】
 電波法における航空機局、航空機地球局定期検査について、航空法における耐空性証明制度と同様なスキームで無線局の適正な運用を確保する

仕組みや無線装置の整備体制等の能力が条件を満たす免許人については定期的な検査を受けることを要しない仕組みとするよう要望（日本航空）
 航空機に設置された無線局の定期検査制度について、航空法における認定事業場制度のスキームを参照することで、整備体制や安全確保の能力

等を有する者について検査の間隔や方法の合理化を図ることが可能（全日本空輸）
 25kW以下の比較的小規模なレーダーについては、定期検査を不要とすべき（全国漁業無線協会）
 多層型MIMO化、Massive MIMO等送信規定点が増加することにより検査に必要な工数が非常に多くなると想定されることから、定期検査時における

携帯電話等サービスの利用者へのサービス一時停止を極力抑える方策を検討すべき（エリクソン）
 登録検査等事業者制度のもとに行われている無線局の点検及び検査が円滑かつ確実に実施されるよう、測定器の較正期間の柔軟化や業務実施方

法の簡素化を図るとともに、事業者間で点検や検査の実施等に差異なく適切な業務実行がなされるよう、点検の実施時に提出する書類様式の統一、
電子データの活用等について検討すべき（全国陸上無線協会）

 IoTが普及する時代においては、国内外で設計製造された機器・製品の流通の増大が予想されることから、国内外の自由な流通を阻害することがな
い範囲で利用環境の保護等に必要な機器・製品に係る適正な検査の導入が必要（Sensus Japan)

 近年の測定器の性能向上は著しいことから、使用する全ての測定器の較正周期を一律に規定するのではなく、実態に即して、較正周期の延長や柔
軟性のある規定とすることを検討することが必要（NICT）

電波の監理・監督に関する規律やその在り方
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【開設計画認定制度】
 移動通信システムの監理・監督については、特定基地局の開設計画に基づく報告や電波利用状況調査により移動通信システムにおける電波の利用

状況を把握が可能であること、移動通信システムは他システムに比べ周波数の有効活用が相対的に進んでいること、規制コスト及び携帯事業者の業
務負担等が増加することを踏まえ、規制強化につながらないよう実施の可否を含め慎重に検討すべき（ソフトバンク）

 特定基地局の開設指針におけるMVNOへの提供計画の実行性を高めるため、提供計画の進捗状況の定期的公表、割当て済み周波数の免許更新
時の進捗状況審査、提供計画と実績に乖離がある場合のペナルティ付与、新規周波数割当て時に計画達成度評価に反映、割当済周波数更新時に
計画未達の場合に計画達成のための計画書の提出義務付ける等の措置を検討すべき。また、競争促進の観点から、周波数割当当時の審査におい
て、独立系MVNOへの提供計画を評価項目として加えるべき（ケイ・オプティコム）

【技術基準・測定方法】
 利用者の利便性、ビジネスの国際展開の観点から、無線LANの周波数、電力等の技術基準は極力国際的に共通な規定となるよう検討すべき（シスコ

システムズ）
 無線設備規則で規定する技術的条件を必要最小限とし、無線アクセス技術に依存しない内容とすることを提案（エリクソン）
 発射する電波が著しく微弱な無線局の電界強度の詳細な測定条件が告示に定められていないため、測定担当試験所によって異なる測定結果を生

じる可能性がある。測定条件に関し調査研究を行い、規律を検討すべき（テレコムエンジニアリングセンター）
 ビームフォーミングを実現する高度なアンテナアレイシステムのための不要輻射の測定基準を適切に定めることが重要（エリクソン）
 グローバル化の進展に伴い、多様な無線設備の一層の利用拡大が想定される中で、無線設備の適合性評価に関して、フェイクデータ等の取扱いに

ついて、諸外国の制度を参考にしつつ所要の対応策を検討していくことが必要（DSPリサーチ）

【電波監視】
 良好な電波環境の維持のため、国の電波監視機能の強化を期待（NHK）
 現在の組織・要員体制は全国各地で発生する混信妨害に臨機に対応するには十分でないため、問題発生時に地方総合通信局監視部門の指揮の

下、臨機に対応可能な、専門知識・技術能力と機動力を有する民間の体制を確保することも一案（電波技術協会）
 衛星通信において、衛星間の電波干渉防止のための運用条件に基づく運用であっても干渉事案が発生していることから、無線局運用開始後の電波

の管理・監督が重要。また、国として電波監視体制をより充実させ、安心して衛星通信を利用できる環境整備をすべき（スカパーJSAT）
 IoTの発達において、機器が微小な電力であっても無線機として電波を出し、その電波の種別や到来が判断しにくいものが増えると思われることから、

これらを適切に管理し監視するシステム開発等が重要な課題であり、研究が必要（TBS）
 大会の準備期間・開催期間において、既存の無線システムと共存しながら大会に使用する周波数を円滑に利用するために、電波の混信防止のため

の電波監視の強化を含む環境整備について配慮すべき（東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織委員会、ラグビーワールドカップ2019組織委
員会、アンリツ）

【資格制度・リテラシー向上】
 世界最高水準の高度情報通信確立のためには官民一体となった人材育成への取り組みが必要であり、人材育成に向けたプログラムの策定等を希

望（日本アマチュア無線連盟）
 無線従事者免許制度の継続的維持が必要（日立国際電気）
 第三級海上無線通信士資格（三海通）にはSTCW条約で規定される有効期限が設けられておらず三級海技士（電子通信）資格（三電通）を別途取得

する必要があるため、STCW条約に沿うよう三海通の資格を改めるべき。また、STCW条約締結国が発行する無線資格を自動承認する制度の確立を
要望（日本船主協会）

【その他】
 社会的影響等の観点から特に重要性の高い電波利用に対し、真に効果のある規律を最小限の範囲で適用していくといったメリハリの利いた対応が

一層重要。電波利用のグローバル化により海外で開発・製造された無線設備の導入の拡大が予想されることから、グローバル化の進展に見合った形
で監理・監督効果が発揮される規律を希望（テレコムエンジニアリングセンター）

 限りある電波資源の利用環境の保護、電波の質の確保のため、安易な規制緩和とせず適切な検討をすべき（日立国際電気）
 電子申請・届出システムLiteについて、より一層の利便性の向上を希望（日本アマチュア無線連盟）
 激甚災害に対応するため、中央防災無線から自治体の防災行政無線に至るまでの強化・準備を進めるためには、電波の管理に関する制度のあり方

についても検討を進めることが必要(モトローラ・ソリューションズ）
 電波環境を改善し、医療機関における無線機器の更なる導入を図るため、総務省による医療機関等の関係機関への周知活動に積極的に協力・支

援を希望（ARIB）
 無線と有線路上の信号の干渉条件等について規格を設けることの是非や対策方法等を含め、中長期での政策課題として取り組むことを希望（ジュピ

ターテレコム）
 旧JBO（遠洋船舶電話）波を全国共通周波や一般通信用に見直すべき（全国漁業無線協会）
 Wi-Fi及びその他の無線システムにおいて、不法に高出力の電波を出すアクセスポイントについて、流通元も含めた厳しい対応を行うべき（無線LAN

ビジネス推進連絡会）
 通信設備以外であって50W以下の高周波出力を使用する高周波利用設備が、他の無線局に干渉を与えている可能性があることから、何らかの規律

を検討すべき（テレコムエンジニアリングセンター）
 日本の各アマチュア無線局が東京オリンピック・パラリンピック競技大会開催をPRできるよう、期間中の特別記念局の開設や特別な識別信号の使用

許可をする等の特例措置の検討を希望（日本アマチュア無線連盟）
 屋内GPS（IMES）について、衛星電波の管理や符号管理、位置情報の裏付けという面で公的な管理を行うべきものであり、総務省、国土地理院と

いった組み合わせでの認証が必要（個人）

※：（株）等は省略し、提出者の一部は次の略称で記載。
NTT＝日本電信電話、NHK＝日本放送協会、エリクソン＝エリクソン・ジャパン、 ARIB=電波産業会、５GMF＝第5世代モバイル推進フォーラム、CIAJ=情報通信ネットワーク産業協会、
NICT＝情報通信研究機構、ノキア＝ノキアソリューションズ＆ネットワークス、 クアルコム＝クアルコムジャパン、NEC=日本電気
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英国
無線電信免許料の算定方法

 コストベース（cost based pricing）
 市場原理とは無関係に周波数管理のコストベース費用のみが回収

 AIP（administered incentive pricing）
 特定帯域における既存ユーザと代替ユーザを決定した後、超過需

要がある場合に、AIPを適用（機会費用ベース）
 「2010 Strategic Review of Spectrum Pricing （SRSP）」（2010年12月）

 電波の効率的な利用を促進するため、市場原理との関連性を持た
せることを目的に、帯域幅、カバー地域、共用の度合い、地理的立
地などの諸要素に基づき算出

 オークション
 市場原理で決まる料額

 年間免許料（annual licence fees:  ALF）
 国内外のオークション結果等を踏まえて、完全市場価値を反映
 最初の免許期間が満了し、次の免許期間（再免許）から適用

 900MHz帯および1800MHz帯で初適用（2015年10月31日～）

出所：http://stakeholders.ofcom.org.uk/binaries/consultations/annual-licence-fees-900-MHz-1800-MHz/summary/condoc.pdf、
http://stakeholders.ofcom.org.uk/binaries/consultations/annual-licence-fees-further-consultation/statement/statement.pdf 等

5

英国
AIPの適用拡大による電波の効率的利用の促進
 AIPの適用業務例

 民間セクター
 公衆通信網、固定回線、業務用無線、番組制作・特別イベント（PMSE）、衛星アッ

プリンク 等

 公共セクター
 軍事、公共安全、海事、航空 等

 地上波放送への適用については見送り
 費用回収ベースの料額を維持

 全国DTTマルチプレックス事業者（放送番組の伝送会社）、ローカルTV、 DABラ
ジオ 等

 28GHz帯（28.0525GHz～29.4525GHz）
 BFWA（ブロードバンド固定無線アクセス）免許

 2000年にオークションで割り当てられ、2015年12月に免許期限満了

 現在、15免許を5社が保有（Telefonica、Vodafone、UK Broadband等）

 2016年1月よりAIPを適用
 地域別基本料金： 国内を7地域に区分

 利用周波数料金： 2×1MHz単位で課金

出所： http://stakeholders.ofcom.org uk/binaries/consultations/fees-spectrum-access-28ghz-licences/statement/28_gHz_fee_statement.pdf 等6
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英国
900MHz、1800MHzの免許料の改定経緯
 900MHz、1800MHzの無線電信免許料の見直し

 1990年代にGSMバンドとして比較審査によって割当て
 機会費用をベースにした料額算定方法であるAIPが適用
 英国政府は900MHz、1800MHzの免許料を、完全市場価値（full market 

value）を反映させた年間免許料（Annual licence fee: ALF）に改定するよ
うOfcomに命令（2010年12月）

 国内外のオークション結果をベンチマーク
 900MHz、1800MHzが、3GやLTEに使用されることを考慮
 2013年2月に実施された英国4G（800MHz、2.6GHz）オークション落札

額
 2015年6月に実施されたドイツのマルチバンド（700MHz、900MHz、

1800MH、1500MHz）オークション結果 等

 総額50億￡の設備投資の官民合意
 携帯電話の地理的カバレッジ90％実現に向けたインフラ設備投資約束

（2014年12月）を受け、ALFの料額が当初案より引き下げ（2015年9月）
 英国政府は、公共安全網（PS-LTE）の地理的カバレッジを、商用網で代

替することを決定（2015年1月）

7

英国
2.3GHz、3.4GHz周波数オークション

8

 公共セクター周波数開放（PSSR）プログラム
 2020年までに500MHz幅を商用向けに新たに確保する政府方針を受け、国防

省（MOD）が190MHz幅を開放
 2.3GHz（40MHz幅）： 2350-2390MHz
 3.4GHz（150MHz幅）： 3410-3480MHz、3500-3580MHz

 主なオークション規則
 最低価格

 2.3GHz： 1,000万￡／10MHz／ロット

 3.4GHz： 100万￡／5MHz／ロット

 同時複数回競り上げ方式（SMRA）
 第一ステージ： 落札ロット数の決定

 割当てステージ： 各ロットの配置を決定

 運用調整： 地上航空レーダー、一部の常設地球局、MOD拠点（海軍、空軍）
 免許期間： 最初は20年間（期限の定めがない免許）。その後は年間免許料を

適用
 スペクトラムキャップなし、周波数取引が可能、カバレッジ義務なし 等

 オークション時期
 2016年5月半ばまで延期（3 UKのO2 UK買収を巡る欧州委員会審査が継続）

出所：http://stakeholders.ofcom.org.uk/binaries/consultations/2.3-3.4-ghz-auction-design/statement/pssr-statement.pdf、
http://stakeholders.ofcom.org.uk/binaries/consultations/2.3-3.4-ghz-auction-design/statement/statement.pdf
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米国
電波利用を含む手数料制度

9

 非連邦政府用周波数
 行政手数料（Regulatory Fees）

 執行行為、政策・規則制定、利用者への情報提供、国際業務に伴う費用を賄う
ために徴収される

 地方政府機関、アマチュア無線、非営利組織等は、行政手数料が免除される

 連邦通信委員会（FCC）に対して、行政手数料を毎年見直す権限が与えられて
いる

 申請手数料（Application Fees）
 免許の発行手続きに伴う費用を賄うために徴収される

 地方政府機関、非営利組織、非商業放送、アマチュア無線等は、申請手数料が
免除される

 FCCは2年に一度、CPI（消費者物価指数）に基づいて、申請手数料を見直し、改
定しなければならない

 連邦政府用周波数
 電波料（Spectrum Fees）

 電波管理に係る費用を無線局数で案分（連邦政府47機関）

 2016年度は3,400万米ドルで、1件当たり（周波数割当て毎）約120～150米ドル

出所： https://www.ntia.doc.gov/files/ntia/publications/ntia_2016_cj_final_2-5-15-508_checked.pdf 等

米国
電波関連収入拡大をめぐる議論

10

 新たな電波利用料（Spectrum License User Fees）制度導
入の試み
 米国の行政手数料は、行政管理費用の回収に留まる低廉な
料額であることから、新たな電波利用料制度の導入により、
国庫収入を確保することを検討
 周波数オークションによる短期的収入が見込めないのであれば、そ
れを新たな電波利用料制度の導入によって補い、毎年安定的に収
入を確保しようとする考え

 新たな電波利用料の導入対象とされたのは、オークションを
経ずに割り当てられた、非連邦政府用周波数
 オバマ大統領は2017年度予算教書（2016年2月9日発表）で、2017年
から2026年までに、48億米ドルの電波利用料収入を見積

 電波管理ツールとして、経済メカニズム（economic mechanisms）を用
いる権限を、FCCに付与することを提案

出所：https://www.whitehouse.gov/sites/default/files/omb/budget/fy2017/assets/oia.pdf
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米国
2012年中間層課税控除及び雇用創出法
 別名「電波法」

 第1編「所得減税の延長」、第II編「失業給付の継続」、第III編「メディケアの延長」、第IV編
「貧困家庭向け一時援助金プログラムの延長」、第V編「連邦職員の退職」、第VI編「公共
安全通信と周波数オークション」

 公共安全通信網の全国整備
 第一応答者及びその他公共安全職員が使用するための、管轄区域を超えた相互運用

可能な最先端のブロードバンド全国網構築のため、「第一応答者ネットワーク庁」（First 
Responder Network Authority: FirstNet）を創設し、700MHz帯免許を割当て

 相互接続可能な単一の全国規模の公共安全ブロードバンド網（Nationwide Public Safety 
Broadband Network: NPSBN）の建設に70億米ドルを充当

 法律が命令したオークション帯域
 連邦政府が使用している1675-1710MHzのうちの15MHz幅
 商用の1915-1920MHz、1995-2000MHz及び2155-2180MHz
 FCCが特定する連続した50MHz幅
 地上デジタルTV放送が使用している帯域（600MHz帯）

 オークション収入の使途
 「公共安全信託基金（public safety trust fund）」： FirstNetによるNPSBN構築費用、連邦

政府の周波数移転費用、公共安全網の研究開発資金、緊急通話（9-1-1、E9-1-1及び次
世代9-1-1）導入の補助金、財政赤字削減など。

 「TV放送再編基金（TV Broadcaster Relocation Fund）」： インセンティブオークションに
よって放送を廃止する事業者への補償や、UHF帯からVHF帯にチャンネル変更（リパッキ
ング）するための移行費用などに充当され、残金が生じた場合には財政赤字削減目的の
みに使用される。

出所：http://www.gpo.gov/fdsys/pkg/PLAW-112publ96/pdf/PLAW-112publ96.pdf
27

米国
2012年中間層課税控除及び雇用創出法（続き）

28

 5GHz帯の免許不要帯域の拡大
 FCCは本法施行後1年以内に、5350-5470MHzでの免許不要機器

（Unlicensed National Information Infrastructure: U-NII）の利用を認める
ために、FCC規則パート15を改正する。

 NTIAは、国防総省やその他関係省庁と協議し、5350-5470MHz及び
5850-5925MHzでU-NII機器が使用される場合に、連邦政府ユーザに
影響を及ぼすリスクや周波数共用技術の評価検討を実施する。

 11GHz、18GHz及び23GHz帯の有効利用に関する検討
 FCCは、本法施行後9か月以内に、下院エネルギー・商務委員会及び

上院商務・科学・交通委員会に対して、10700-11700MHz、17700-
19700MHz及び21200-23600MHzにおける拒否率（rejection rate）を報
告する。
 拒否率とは、当該帯域の公衆電気通信事業者による使用申請が、利用可能な

帯域の不足や既存免許人への干渉影響を理由に、認められなかった件数ない
し割合。

 GAO（会計検査院）は、公衆電気通信事業者が当該帯域を使用する
需要の高いエリアにおいて、市場原理を用いて配分するかどうかを評
価し、有効利用に向けた適切なインセンティブの提供と、通信法第309
条(j)に基づく競争入札による当該帯域の収入を極大化することを保証
する。

出所：http://www.gpo.gov/fdsys/pkg/PLAW-112publ96/pdf/PLAW-112publ96.pdf
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米国
AWS-3（1.7／2.1GHz）既存免許人の保護
 オークション実施時期： 2014年11月13日～2015年1月29日
 オークション帯域：

 アンペアバンド：1695-1710MHz（連邦政府帯域①）
 ペアバンド：1755-1780MHz／2155-2180MHz（連邦政府帯域②／商用帯域③）

帯域 官民の既存免許人の保護
①1695-
1710MHz

既存ユーザ 連邦政府の気象観測衛星地球局レシーバー（47基）

事前調整 27か所の「プロテクションゾーン」内で、移動又はポータブル局の通信を管理
する基地局は、運用開始前に、既存ユーザと事前の調整が必要

②1755-
1780MHz

既存ユーザ 国防総省の小型無人航空システム、戦術目標捕捉ネットワーク技術等や、そ
の他省庁のビデオ監視システム等

周波数移転 既存ユーザーは、1780-1850MHzの連邦政府帯や、2025-2110Hzの商用帯
（Broadcast Auxiliary Service（BAS）等が主に使用）への移転が想定されてい
るが、これら帯域に収容できない一部ユーザは引き続き留まる見込み

費用負担 「移転計画」で承認された移転費用は、「商用周波数促進法」が設置した「周
波数移転基金」によって賄われ、AWS-3オークション収入が充当される

③2155-
2180MHz

既存ユーザ 2110-2180MHzで運用する商用の固定マイクロ波免許人及びブロードバンド
無線サービス免許人

事前調整 固定又は基地局により運用を開始するすべてのAWS免許人は、同一または
隣接するチャンネルを用いる既存ユーザとの周波数使用の調整が必要

費用負担 既存ユーザの保護措置に要する共用又は移転に係る費用は、AWS免許人

が負担

31

米国
政府資金による5Gに関連した主な研究開発

32

 全米科学財団（NSF）
 5Gセルラーネットワーク開発（2012年／80万＄／Polytechnic Institute of New York 

University: NYU-Poly）
 60GHz帯の無線通信技術開発（2013年10月／50万＄／NYU-Poly、Auburn University）

 ミリ波帯のテストベッドを60GHzで構築（2016年1月）

 大規模フィールドトライアル（2012年）
 U.S. ArmyとSamsungが資金提供し、NYUとUniversity of Texasが実施

 39GHz帯のモバイル基地局を使用し、都市部で半径200メールのセルで、100％カバレッ
ジを達成

 受信機は、高指向性アンテナ、可動アンテナを搭載。基地局への見通しが遮られた場所
から（見通し外通信）、複数の信号を受信することに成功

 Samsungは、28GHz帯、38GHz帯を使って、韓国水原、米テキサス州Austinで、同様のトラ
イアルを実施

 国立標準技術研究所（NIST）
 2014年、通信技術研究所（Communications Technology Laboratory: CTL）を新設

 CTLは、商務省NTIA（国家電気通信情報庁）と共同で、高度通信センター（Center for 
Advanced Communications: CAC）を運営
 官民の研究者による無線通信技術や周波数共用に関する学際的研究を促進

 高度通信技術をフィールドで実証可能なテストベッドを構築

 米国で開発される高度通信技術の国際的な互換性を確保するための国際標準化団体への働き
かけ 等
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米国
一時的な免許付与（180日以内）

35

 特別暫定許可（special temporary authority）制度（47 C.F.R. § 1.931）
 自然災害等の緊急事態
 無線通信サービスの新たな無線設備の試験
 正規の許可申請の準備のために必要なデータを得るための試験 等

 STA免許取得例
 Google

 71-76GHz、81-86GHz： バルーン間通信、地上局と航空機間通信の試験

 28GHz、31GHz： カリフォルニア北部で取得

 3.5GHz（3550、3700 MHz）： カンザスシティーで取得

 Raytheon Missile Systems
 71-76GHz、 81-86GHz、92-94GHz： 新たなブロードバンド技術が、国防総省顧客と、

商用ニーズの双方を満たすかを検討（地上局と航空機間通信、航空機間通信）

 AT&T
 3400-3600 MHz、3700-4200 MHz、14500-15350 MHz、27500-28500 MHz

 米国の5G向けミリ波帯
 28GHz帯： 27.5～28.35 GHz
 37GHz帯： 37～38.6 GHz
 39GHz帯： 38.6～40 GHz
 64-71GHz帯

http://www.fmmc.or.jp/36
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６．その他意⾒

 宇宙ビジネスの活性化：

 衛星の軌道権益確保：

 電波監視能⼒の強化

 通信衛星の⾼度化：
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電波政策２０２０懇談会 制度ＷＧ
ヒアリング資料

－ 電波利用料の使途について －

２０１６年 ２月２５日

一般社団法人 情報通信ネットワーク産業協会
（ＣＩＡＪ）

一般社団法人
情報通信ネットワーク産業協会

資料 制WG4－2

一般社団法人
情報通信ネットワーク産業協会

１．ＣＩＡＪの概要

２．電波利用料の使途の基本的考え方

３．電波利用料の使途について

４．その他の主な意見

2
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一般社団法人
情報通信ネットワーク産業協会

３．電波利用料の使途について （１/４）

情報通信産業の健全な発展による豊かな国民生活の実現

《目的》

 電波の利用を中心とした世界最高レベルのＩＣＴ基盤の整備による
国民生活の向上

《使途》

 ５Ｇを核とした世界最高レベルのＩＣＴ基盤の実現

- ＩｏＴ市場の成長に向けた５Ｇシステム総合実証実験の加速
（ｅｘ：５Ｇならではアプリケーションの特定と評価・シミュレーション等の設備構築）

（ｅｘ：コア技術検証のためのオープンな実証試験システムの構築）

 無料公衆無線ＬＡＮサービスの整備

- 事業者・自治体等の連携運用の支援
（ｅｘ：シングル・サイン・オンやサービス無料化のための機器敷設、運用支援）

5

一般社団法人
情報通信ネットワーク産業協会

３．電波利用料の使途について （２/４）

１．安全・安心なＩＣＴ基盤の整備

《目的》

 国民生活の安全・安心を守るＩＣＴ基盤の整備
 ＩｏＴの進展による膨大かつ多様な無線端末の登場による混信や通信妨害の防御
 国民が平等に高度な情報通信サービスが利用できること
 電波を深く意識することなく使用する一般ユーザーの増加に対する電波利用の

リテラシーの向上

《使途》

 防災・減災に向けた公共ネットワークの高度化
（ｅｘ：PS-LTE※による公共インフラの構築に向けた技術検証と推進・支援の強化）

 電波利用環境の監視強化
（ｅｘ：電波監視システムの最新化や増強、新たな電波の使われ方に関するガイドラインの整備）

 条件不利地域に対する自治体や通信事業者への整備支援
（ｅｘ：モバイルブロードバンドの整備、地域毎の計画に対する整備実績・進捗を国民が見える形で情報公開）

 ＩｏＴにおける電波の適正利用の知見向上のための人材育成
（ex：リテラシー向上に向けた周知啓発事業等の推進） 6

※ PS-LTE：Public Safety-Long Term Evolution
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一般社団法人
情報通信ネットワーク産業協会

３．電波利用料の使途について （３/４）

２．ＩｏＴ/ＢＤ/ＡＩ時代に向けた電波利用に関する技術開発

《目的》

 ＩｏＴ/ＢＤ/ＡＩ時代に即し、無線ネットワークを利用する膨大な数の
ＩｏＴ端末に対する、電波の有効活用及びセキュリティ技術の開発強化

《使途》

 電波の周波数の利用効率化や周波数共用化に向けた新技術の
研究開発と実用化
（ｅｘ： 電波伝搬、フィルタ、変復調、インテリジェントなネットワーク制御等の分野における研究開発と実用化）

（ｅｘ： 各種電波利用システムの無線設備や測定装置を整備したオープンなテストベッド環境の構築）

 ユーザーが安心してサービスを利用することができるセキュリティ
技術開発
（ｅｘ： 無線ネットワークを含めトータル・システムを前提としたサイバー攻撃防御やセキュリティ技術の

研究開発と早期実用化）

7

一般社団法人
情報通信ネットワーク産業協会

３．電波利用料の使途について （４/４）

３．日本の国際競争力強化と国際社会への貢献

《目的》

 産業育成の視点からのグローバル標準化活動の強化
 海外から期待される社会インフラ分野のグローバル展開

《使途》

 ５Ｇ等のグローバル展開における標準化活動の強化

- 標準化活動に従事する人材の育成と活動支援
（ｅｘ： 国のリードによるグローバル標準化人材の支援制度の強化）

 防災・減災関連のＩＣＴ基盤のグローバル展開支援
（ｅｘ： 公共施設の安全を守るインフラ・システムのグローバル展開、相手国に応じたＦＳ※の実施）

8

※ Feasibility Study
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記憶と勘そして特殊器具

19©D.S.P.Research 2016.03

技術基準： 拡散率 = 拡散帯域幅 ÷ 最大伝送速度のシンボルレート（１．３７５M/シンボル）

ワイアレスLAN 1-13ch: 拡散率 5以上 ワイアレスLAN 14ch: 拡散率 10以上

作為的に測定器を操作しないと、同じ波形で、違った拡散帯域幅は、出ない

20©D.S.P.Research 2016.03

事例４：試験レポートの偽装（2/2）
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 適切な環境で実測された試験データであることなどを担保する仕組みを検討すべきではない
かと思います。

【具体的な対策（案）】

① 認証に関するデータのデータベース化、関係者間での共有・公開

② 申請データの信ぴょう性を保証するため、ISO/IEC17025認定の試験所による場合のみを受入れ可
能にすること

③ 国際的にも認知される登録証明機関となるよう、登録要件としてISO/IEC17065認定を追加すること
等

 大規模な制度改正をすることで時期を逸するよりも、実現可能なものから優先的に対処してい
くことが重要ではないかと思います。

 認証に関するデータのDB化については、業務の透明性を図ることにもなり、国際的な信頼性
を確保することにも繋がることから、登録証明機関として協力できるものと思います。

 なお、DBの公開に当たっては、製造業者等のパテントなどを考慮することが必要であり、FCC
では、このような部分を非公開にする等の配慮をして公開しています。

 また、より効果的に事案に対処するため、DB化した情報から効率的にデータの偽装や流用を
探索・発見する技術の開発やシステム化に取り組むとともに、事案に迅速に対処できる体制の
構築についても、検討を進めていかれるべきだと思います。

21©D.S.P.Research 2016.03

日本におけるフェイクデータへの対応

©D.S.P.Research 2016.03 22
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比較法による電波の経済的価値の算定

（参考）各国帯域別オークション結果を、現地通貨で、国民一人当たりの15年ライセンス
価値に換算し、物価水準・インフレ率を調整した上で、2016年の日本円に換算した結果

時期
円

/MHz/pop

米国 2008.03 207.0

カナダ 2014.01 151.7

ドイツ 2010.05 106.8

韓国 2011.08 94.6

台湾 2013.09 90.2

フランス 2015.01 76.0

フランス 2011.09 74.8

台湾 2013.09 41.4

ドイツ 2015.05 28.3

ドイツ 2015.05 24.5

時期
円

/MHz/pop

台湾 2013.09 180.6

韓国 2011.08 180.3

シンガポー
ル

2011.03 110.6

米国 2014.11 63.4

ドイツ 2015.05 35.4

カナダ 2008.05 29.5

シンガポー
ル

2013.07 24.4

香港 2009.07 17.9

ドイツ 2015.05 12.1

ドイツ 2010.05 3.7

時期
円

/MHz/pop

カナダ 2008.05 179.9

インド 2010.05 89.7

韓国 2011.08 80.7

シンガポー
ル

2010.01 69.4

米国 2013.08 62.0

ドイツ 2010.05 15.8

香港 2014.12 12.3

時期
円

/MHz/pop

香港 2013.03 81.1

香港 2009.01 53.5

シンガポー
ル

2013.07 20.3

フランス 2011.09 11.4

シンガポー
ル

2005.03 3.75

ドイツ 2010.05 3.3

800MHz帯 1.7GHz帯 2GHz帯 2.5GHz帯

Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. 5

AP法による電波の経済的価値の算定結果

通常、シェアが最も低い事業者にとっての価値を、その帯域の価値とする

AP法では、3.5GHz帯に対する800MHz帯の価値は、4.6倍となる

総コストの現在価値(百万円) 周波数の価値(百万円) 国民1人1MHz当たり換算(円) 倍率

ドコモ
15年

KDDI
15年

ソフトバン
ク15年

ドコモ
15年

KDDI
15年

ソフトバンク
15年

ドコモ
15年

KDDI
15年

ソフトバ
ンク15年

ソフトバ
ンク15年

Base Case 8,173,954 6,209,739 5,045,881

800MHz帯に+40MHz 6,790,987 4,979,546 4,110,645 1,382,967 1,230,193 935,236 272 242 184 4.6

1.5GHz帯に+40MHz 7,039,187 5,249,929 4,369,571 1,134,767 959,810 676,309 223 189 133 3.3

1.7GHz帯に+40MHz 7,176,167 5,385,386 4,475,294 997,787 824,353 570,587 196 162 112 2.8

2.0GHz帯に+40MHz 7,336,909 5,574,092 4,629,568 837,046 635,647 416,313 165 125 82 2.1

2.5Hz帯に+40MHz 7,555,081 5,801,287 4,768,776 618,873 408,452 277,105 122 80 55 1.4

3.5Hz帯に+40MHz 7,664,519 5,894,304 4,840,958 509,435 315,434 204,923 100 62 40 1.0
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モデルの感度分析の結果

トラフィック量が減ると、基地局をより“疎”に設置すれば良いため、
“飛ばない”帯域の価値は相対的に下がる

総コストの現在価値(百万円) 周波数の価値(百万円) 国民1人1MHz当たり換算(円) 倍率

ドコモ
15年

KDDI
15年

ソフトバン
ク15年

ドコモ
15年

KDDI
15年

ソフトバン
ク15年

ドコモ
15年

KDDI
15年

ソフトバン
ク15年

ソフトバン
ク15年

Base Case 8,036,417 7,339,954 4,678,170

800MHz帯に+40MHz 9,127,478 8,824,759 5,231,990 1,091,060 1,484,805 553,820 215 292 109 6.1 

1.5GHz帯に+40MHz 8,802,752 8,327,495 5,015,955 766,335 987,541 337,785 151 194 66 3.7 

1.7GHz帯に+40MHz 8,673,483 8,154,624 4,947,907 637,066 814,670 269,737 125 160 53 2.9 

2.0GHz帯に+40MHz 8,530,183 7,900,982 4,871,841 493,766 561,028 193,671 97 110 38 2.1 

2.5Hz帯に+40MHz 8,405,358 7,699,001 4,805,820 368,940 359,047 127,651 73 71 25 1.4 

3.5Hz帯に+40MHz 8,334,408 7,597,685 4,769,999 297,991 257,731 91,829 59 51 18 1.0 

トラフィックがベースケースの半分（2035年は2015年の約10倍）としたケースにおけるAP法による算出結果
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モデルの感度分析の結果

トラフィック量が増えると、基地局をより“密”に設置する必要があるため、
“飛ばない”帯域の価値は相対的に上がる

総コストの現在価値(百万円) 周波数の価値(百万円) 国民1人1MHz当たり換算(円) 倍率

ドコモ
15年

KDDI
15年

ソフトバン
ク15年

ドコモ
15年

KDDI
15年

ソフトバン
ク15年

ドコモ
15年

KDDI
15年

ソフトバン
ク15年

ソフトバン
ク15年

Base Case 11,607,539 8,819,019 7,051,812

800MHz帯に+40MHz 9,378,355 6,797,084 5,561,714 2,229,183 2,021,935 1,490,099 439 398 293 3.7 

1.5GHz帯に+40MHz 9,683,248 7,152,536 5,907,282 1,924,291 1,666,483 1,144,530 379 328 225 2.8 

1.7GHz帯に+40MHz 9,869,333 7,365,135 6,100,611 1,738,205 1,453,884 951,202 342 286 187 2.3 

2.0GHz帯に+40MHz 10,134,079 7,695,711 6,308,256 1,473,460 1,123,308 743,556 290 221 146 1.8 

2.5Hz帯に+40MHz 10,468,661 8,072,829 6,542,264 1,138,878 746,190 509,548 224 147 100 1.3 

3.5Hz帯に+40MHz 10,639,559 8,217,638 6,643,779 967,980 601,381 408,034 191 118 80 1.0 

トラフィックがベースケースの倍（2035年は2015年の約40倍）としたケースにおけるAP法による算出結果
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